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第 1 章 大学における留学生獲得の意義 
 独立行政法人日本学生支援機構は、2014 年 5 月 1 日付けのデータとして、国内で学ぶ留
学生の総数を 181,455 人であると報告している1。受入れた留学生数は高等教育機関に限っ













 本章第 1節では 2010年前後の国策について簡単に触れ、期待される役割の 1つである「国
際化」、「グローバル化」をキーワードとして「留学生 30 万人計画」について言及する。次





2008（平成 20）年 7 月 29 日付けで文部科学省ならびに外務省、法務省、厚生労働省、
経済産業省、国土交通省は「留学生 30 万人計画」の骨子を策定し、閣議後閣僚懇談会で報
告した。策定当時、日本国内で学ぶ留学生の総数は 123,829 人2であり、達成の目途として
                                                 
1 日本学生支援機構ホームページ「外国人留学生の増加数及び伸び率」（後述の 2004 年、
1994 年のデータの出典も同じ）  
http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/ref14_01.html 



























                                                 














に従い、「留学生 10 万人計画」策定からの 30 年に渡る国の取組みを拾い上げてみよう。 
 
1.2.1 留学生 10 万人計画 
（1） 計画の策定 




さて、1983 年 6 月に、中曽根首相からの検討指示を受けたこの「21 世紀への留学生政策
懇談会」が、「21 世紀への留学生政策に関する提言」、いわゆる「留学生 10 万人計画」を提











 ところで長谷川（前掲）は「留学生 10 万人計画」の基本的見通しとして、策定時点にお
いて「我が国の 18 歳人口が増加する 1992 年（昭和 67 年）までを前期、減少傾向に転ずる






（2） 計画前期（1983 年～1992 年） 
 計画前期とされた 10 年の留学生総数をまずは表 1－1 に取りまとめた。留学生総数に加
え、私費留学生と国費留学生、また留学生の母国から奨学金を得るなどして派遣された学
生にさらに細分して紹介している。 




  表 1－1：留学生数の変遷（1983～1992 年度6） 
年度 1983 1984 1985 1986 1987 
留学生総数 10,428 名  12,410 名 15,009 名 18,631 名 22,154 名 
私費 7,483 名 9,267 名 11,733 名 14,659 名 17,701 名 
国費 2,082 名 2,345 名 2,502 名 3,077 名 3,458 名 
外国政府派遣 863 名 798 名 774 名 895 名 995 名 
年度 1988 1989 1990 1991 1992 
留学生総数 25,643 名 31,251 名 41,347 名 45,066 名 48,561 名 
私費 20,549 名 25,852 名 35,360 名 38,775 名 41,804 名 
国費 4,118 名 4,465 名 4,961 名 5,219 名 5,699 名 
外国政府派遣 976 名 934 名 1,026 名 1,072 名 1,058 名 
  
1984 年 6 月に「21 世紀への留学生政策の展開について」が文部省（当時）に報告された。
これは先の「21 世紀への留学生政策に関する提言」を受け、「そのための留学生受入れのガ
                                                 
6 留学生数の変遷については、文部科学省及び日本学生支援機構のデータを基に筆者作成。
参考 URL は、それぞれ以下の通り（表 1－2～1－5 も同様）である。 
文部科学省ホームページ「平成 22 年度我が国の留学生制度の概要 受入れおよび派遣」
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/detail/__icsFiles/afieldfile/2011/1
2/12/1286521_4.pdf 


















 先に見たように、年を追うごとに順調にその数を増す留学生ではあったが、1988 年 11
月に発生した「上海事件」はこの流れに水を差す出来事として記録される（明石 2007）。寺




もかく、就学生は 1988 年の 35,107 人から、18,163 人と半減した。 
 1992 年、「21 世紀に向けての留学生政策に関する調査研究協力者会議」が「21 世紀を展
望した留学生交流の総合的推進について」 を公表した。これは「10 万人計画の中間年（平

















（3） 計画後期（1993 年～2003 年） 
 当初予定だと、2000 年に目標値である 10 万人を達成することを見込んでいた。しかし、
表 1－2 に明らかなように、2000 年の時点では 64,000 人余りと未だ計画の途上であった。
目標値を満たしたのは 3 年後の 2003 年になってからのことである。 
 
表 1－2：留学生数の変遷（1993～2003 年度） 
年度 1993 1994 1995 1996 1997 1998 
留学生総数 52,405 名 53,787 名 53,847 名 52,921 名 51,047 名 51,298 名 
私費 44,783 名 45,577 名 45,245 名 43,573 名 41,273 名 41,390 名 
国費 6,408 名 6,880 名 7,371 名 8,051 名 8,250 名 8,323 名 
外国政府派遣 1,214 名 1,330 名 1,231 名 1,297 名 1,524 名 1,585 名 
年度 1999 2000 2001 2002 2003  
留学生総数 55,755 名 64,011 名 78,812 名 95,550 名 109,508 名  
私費 45,439 名 53,640 名 68,270 名 85,024 名 98,135 名  
国費 8,774 名 8,930 名 9,173 名 9,009 名 9,746 名  
外国政府派遣 1,542 名 1,441 名 1,369 名 1,517 名 1,627 名  
 













































































表 1－3：留学生総数と中国人留学生の推移（1999 年～2003 年） 
年度 1999 2000 2001 2002 2003 
留学生総数 55,755 名  64,011 名 78,812 名 95,550 名 109,508 名 
中国人留学生数 25,907 名 32,297 名 44,014 名 58,533 名 70,814 名 
 
1.2.2 ポスト留学生 10 万人計画 
 留学生総数は 10 万人に到達したものの、社会的問題ともなった留学生を巡って、2003




























   表 1－4：留学生数の変遷（2004～2007 年度） 
年度 2004 2005 2006 2007 
留学生総数 117,302 名 121,812 名 117,927 名 118,498 名 
私費 105,592 名 110,018 名 106,102 名 106,297 名 
国費 9,804 名 9,891 名 9,869 名 10,020 名 
外国政府派遣 1,906 名 1,903 名 1,956 名 2,181 名 
 
2004 年から 2007 年にかけては、到達した 10 万人から微増した状態で、それを維持し続
けてきた 4 年間であった（表 1－4）。また私費留学、国費留学、外国政府派遣留学のそれぞ
れについても年度単位で目立った特色はない。 




















2007 年になると、4 月の「経済財政諮問会議 成長力加速プログラム10」を皮切りに、「ア
ジア・ゲートウェイ構想11」（5 月）、そして 6 月には「イノベーション 2512」、「教育再生会
議13」、「経済成長戦略大綱（改訂）14」、「経済財政改革の基本方針 200715」と矢継ぎ早にポ











                                                 




12 内閣府ホームページ「長期戦略指針『イノベーション 25』について」 
http://www.cao.go.jp/innovation/action/conference/minutes/minute_cabinet/kakugi1.pdf  








1.2.3 留学生 30 万人計画 
 2007 年の一連の取組みを経て、本章第 1 節で紹介した「留学生 30 万人計画」が 2008 年
1 月に掲げられた。これは福田康夫首相（当時）によって、通常国会における施政方針演説
の中で表明されたことを皮切りとする。その後、同年 4 月「『留学生 30 万人計画』骨子 取
りまとめと考え方16」、同年 6 月「経済財政改革の基本方針 200817」、同年 7 月「『留学生
30 万人計画』骨子の概要18」と議論を深め、その策定作業が進んだ。 
「『留学生 30 万人計画』骨子の概要」において、この計画のポイントを 3 つ挙げている。
すなわち、 
 















                                                 
16 「『留学生 30 万人計画』骨子 取りまとめと考え方に基づく具体的方策の検討」 
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/chukyo4/020/gijiroku/__icsFiles/afieldfil
e/2014/09/29/1217000_001.pdf 
17 「経済財政改革の基本方針 2008」 
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizai/kakugi/080627kettei.pdf 






大学、同志社大学、立命館大学）の計 13 大学である。 
 














11. 大学等の専門的な組織体制の強化 など 
4）受入れ環境づくり ～安心して勉学に専念できる環境への取組み～ 





































                                                 
19 文部科学省ホームページ「平成 24 年度グローバル人材育成推進事業の公募について（通
知）」http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/24/09/attach/1326084.htm 




























たが、2013 年にはおよそ旧に復した。更に翌 2014 年は 18 万人を突破し、「留学生 30 万人
計画」がスタートした 2008 年から 6 年で 5 割増加したことになる（次ページ、表 1－5）。







     表 1－5：留学生数の変遷（2008 年～2011 年） 
年度 2008 2009 2010 2011 
留学生総数 123,829 名  132,720 名 141,774 名 163,697 名 
私費留学生 111,225 名 119,317 名 127,920 名 150,538 名 
国費留学生 9,923 名 10,168 名 10,349 名 9,396 名 
外国政府派遣留学生 2,681 名 3,235 名 3,505 名 3,763 名 
年度 2012 2013 2014  
留学生総数 161,848 名 168,145 名 184,155 名  
私費留学生 149,192 名 155,617 名 171,808 名  
国費留学生 8,588 名 8,529 名 8,351 名  
外国政府派遣留学生 4,068 名 3,999 名 3,996 名  
 
1.2.4 マクロレベルの留学生政策から 
 既に完遂された「留学生 10 万人計画」については、これまでに取り上げたものも含め、
多くの研究者が批評している。そしてその多くが批判的な姿勢でこの政策を捉えている。 















































































1.3 もう 1 つの留学生受入れの意義 
1.3.1 留学生獲得に積極的な大学 
さて、留学生の受入れ数が多い大学を日本学生支援機構は毎年調査している。下表は 2014
年度及び 2013 年度のそれぞれ 5 月 1 日時点での在籍者数を表したものである（表 1－6）。








2014 年度 2013 年度 2014 年度 2013 年度 
早稲田大学 4,306 名 3,899 名 日本大学 1,188 名 1,277 名 
日本経済大学 3,035 名 3,385 名 大阪産業大学 1,155 名 1,127 名 
東京大学 2,798 名 2,839 名 神戸大学 1,096 名 1,123 名 
立命館アジア 
太平洋大学 
2,379 名 2,420 名 明治大学 1,095 名 1,084 名 
大阪大学 2,012 名 1,985 名 広島大学 1,059 名 995 名 
九州大学 1,972 名 1,969 名 拓殖大学 1,031 名 1,019 名 
筑波大学 1,889 名 1,744 名 上智大学 914 名 735 名 
京都大学 1,725 名 1,684 名 城西国際大学 907 名 785 名 
名古屋大学 1,668 名 1,648 名 明海大学 870 名 862 名 
東北大学 1,532 名 1,435 名 横浜国立大学 843 名 873 名 
北海道大学 1,456 名 1,384 名 千葉大学 819 名 884 名 
立命館大学 1,440 名 1,418 名 中央大学 817 名 798 名 
慶應義塾大学 1,303 名 1,256 名 関西大学 738 名 721 名 
同志社大学 1,273 名 1,187 名 一橋大学 731 名 689 名 
東京工業大学 1,224 名 1,255 名 東京国際大学 695 名 774 名 
  
                                                 







明海大学、東京国際大学の 6 大学はいずれも学生数が 1 万人に満たないにも関わらず、留
学生を多数擁している。自ずとランキング中の他の大学と留学生の位置づけが異なるだろ














日本経済大学 3,035 63.9% 4,747 5,850 81.1% 
立命館ｱｼﾞｱ太平洋大学 2,379 42.2% 5,637 5,263 107.1% 
大阪産業大学 1,120 12.4% 9,009 8,711 103.4% 
城西国際大学 907 16.2% 5,606 6,725 83.4% 
明海大学 870 17.5% 4,980 5,836 85.3% 
東京国際大学 695 11.3% 6,165 5,934 103.9% 
 




                                                 
22 立命館アジア太平洋大学については、留学生獲得を政策として明確に打ち出しており、
「平成 26 年度スーパーグローバル大学創成支援」に採択されるなど、高い評価を得ている



























の 1.5 倍の比率にまで達する。キャンパスにおいて目にする学生の 3 人に 2 人が留学生と
いうことになり、日本人学生が圧倒的に少数派となる。そして、それでも収容定員の 8 割
にかろうじて届く程度の充足率であり、仮に何らかの事情で留学生の獲得が急に躓くこと





実は、日本経済大学渋谷キャンパスは、940 人の新入生の約 9 割を中国からの留学生が
占める。他にも、ベトナム、ネパール、バングラデシュなど 17 カ国からの留学生を受け
入れ、留学生率は 99％。日本人がたった 12 人という超異色大学の挑戦が始まろうとして
いる。 
                                                 
25 日本学生支援機構ホームページ「外国人留学生受入れ数の多い大学（平成 24 年 5 月１日
現在の在籍者数）」http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/ref12_02.html 














大学名 募集停止の時期 備考 
立志舘大学 2003 年 3 月 広島県安芸郡 
東北文化学園大学 2004 年 4 月 宮城県仙台市 民事再生法申請 
萩国際大学 2005 年 6 月 山口県萩市 民事再生法申請 
東和大学 2006 年 7 月 福岡県福岡市 
三重中京大学 2009 年 4 月 三重県松坂市 
聖トマス大学 2009 年 6 月 兵庫県尼崎市 
神戸ファッション造形大学 2009 年 6 月 兵庫県明石市 
愛知新城大谷大学 2009 年 6 月 愛知県新城市 
LEC 東京リーガルマインド大学 2009 年 6 月 東京都千代田区 
福岡医療福祉大学 2010 年 5 月 福岡県太宰府市 
東京女学館大学 2012 年 5 月 東京都町田市 
創造学園大学 2013 年 3 月 
群馬県高崎市 学校法人への文部
科学省による解散命令を受けて 
神戸夙川学院大学 2014 年 4 月 兵庫県神戸市 
福岡国際大学 2014 年 5 月 福岡県太宰府市 
聖母大学 2014 年 7 月 東京都新宿区 



















せて、こちらも 2003 年度から 2014 年度にかけてのものを用意した。 
 
表 1－9：私立大学の定員充足率28 
年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 
定員充足校数 374 378 382 329 337 299 
定員割れ校数 147 155 160 221 222 266 
定員割れ校の割合 28.2% 29.1% 29.5% 40.2% 39.7% 47.1% 
校数合計 521 533 542 550 559 565 
年度 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
定員充足校数 305 351 349 313 344 313 
定員割れ校数 265 218 223 264 232 265 
定員割れ校の割合 46.5% 38.3% 39.0% 45.8% 40.3% 45.8% 
校数合計 570 569 572 577 576 578 
                                                 
28 日本私立学校振興・共済事業団『月報私学』vol.177（2012 年 9 月発行）及び vol.201（2014




った大学に限られる。とはいえ、2010 年の私立大学数が 597 校29であるうち、569 校が回
答（回答率 95％）を寄せており、全体の傾向を反映させたデータであると考えられる 
さて 2005 年までは 3 割程度だった定員割れ校が、翌年には 4 割を超えるに至った。状況
の悪化は留まらず、2008、2009 年はおよそ半数の私立大学が定員を満たせなかった。2010、
2011 年はやや回復したが、岩田（2013）はその理由の 1 つに留学生の募集拡大を上げる。
しかしながら、2012 年には前年の東日本大震災や日中、日韓関係の悪化が影響するなどし
て頼みとした留学生獲得が足踏みしたのであろうか、45％を超えている。この数値は 2013


































 この記事を踏まえれば、「留学生 30 万人計画」の今後の見通しは厳しいと言わざるを得
ない。量を求めるあまり質を軽視したとして批判が相次いだ「留学生 10 万人計画」であっ
たが、「留学生 30 万人計画」でも、多くの大学でますます量を希求することになるだろう。 
先の新聞記事に類するものとして飯塚（2014）は、18 歳人口を巡っては「2018 年以降
は減少期に突入し、2025 年度までの 8 年間で約 10 万人減少する。大学進学者の減少がボ
ディーブローどころではなく、決定的な経営難の加速要因になる大学が出てくるだろう」
と述べる。状況は好転するどころか、時と共に厳しさを増すことが予想される。 
 さらにその先の展望についても「平成 33 年以降再び急激に減少をはじめ、その後 10 年
間に約 18 万人減少することとなる（32 年：117 万人⇒43 年：99 万人）。これにより、43















第 2 章 日本語教育と留学生エンロールメント・マネジメント 
 第 1 章では日本国内の大学において留学生を獲得する意義、あるいは必要性について、


























































































                                                 
























Byrnes（1990）はアーティキュレーションを「the well motivated and well designed 




































































































































 宮崎（2013）は先の Lange の 3 つのアーティキュレーションに止まらず、新たな概念と
































































































































































































                                                 









（4） EM の構成要素と本研究の理論的フレームワーク 
さて、学生満足のための 8 つの EM 構成要素、すなわち「マーケット・リサーチ」、「リ
クルート」、「アドミッション」、「経済支援」、「教学支援」、「学生生活支援」、「リテンショ
ン」、「卒業」を今井・今井（2003）は列挙し、これを「ホリスティック」にアプローチす






そこで本研究では後述のリサーチ・クエスチョンを検討していく上で、8 つの EM 構成要
素とグローバル・アーティキュレーションを組み合わせて、「留学生エンロールメント・マ
























模大学の留学生施策に関して、具体的なリサーチ・クエスチョンとして次の 5 点を挙げる。 
 
1． 定員充足を主眼とした留学生施策は、留学生 EM の各構成要素に課題を抱えているの
ではないか。 
2． 留学生 EM の構成要素の 1 つに課題があるとき、それは他の構成要素と連環し、負の
要因となって影響を及ぼすのではないか。 
3． 留学生 EM の 8 つの構成要素には優先順位を設けるべきではないか。 
4． 留学プログラムの形態の違いに、留学生 EM は影響を受けるであろうか。 








                                                 
35 「施策」とは「今ある問題を解決するための計画」を指し、「その場しのぎ、場当たり的
になることもある」（尾崎 2014）。 
36 今井・今井（2003）作成の図を、構成要素 8 点にのみ絞って筆者が作成した。 
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はない。この点について金（2009b）は「戦略的 EM（Strategic Enrollment Management）」
という概念を紹介している。そしてこの概念が主張するところを「EM を成功させるために
は、教育をきちんと EM の中に位置づけるべきだ」という点にあると述べている。 




















                                                 
37 IR について中井他（2013）は Saupe の定義「機関の計画立案、政策形成、意思決定を
支援するための情報を提供する目的で、高等教育機関の内部で行われる調査研究」を採択
している。 











 A 大学の多岐に渡る留学生対象プログラムは、留学生 EM に概念に当てはめたときにど
のように形作ることができるだろうか。その実際とそれゆえにもたらされる留学生教育の
課題とを付き合わせ、理想となる留学生 EM とはどういったものであるか考えたい。 
 




 本研究では後述する A 大学を対象に調査を行う。A 大学の詳細については第 3 章におい
てその基本情報を、第 4 章においてその国際交流の変遷を取り上げる。 
 本研究に全般に渡って活用するために A 大学において収集したデータは、大まかに言っ





















第 8 章ではこれを活用して SCAT による質的分析を行っている（SCAT についての詳細は














表 2－1：A 大学・留学生支援主要関係者一覧①39（太字はインタビュー協力者） 
役職・職務 略称 在任期間 備考 
理事長 BC 2009~ 前職は理事 
初代学長 PR1 2001~2004 学長として外部より招聘。元文部官僚 
2 代目学長 PR2 2005~2010 学長として外部より招聘 
3 代目学長 PR3 2011~ 元学部長。元国際交流センター長 
副学長 VPR1 2011~ 学部長兼任。元学生支援部長 
副学長 VPR2 2013~ 外部より招聘 
入試広報部長 AO1 2015~ IC1 と同一人物。フランス語教員 
入試広報課長 AO2 2012~ 入試広報課員としては 2006 年より 
入試広報課員 AO3 2009～ 補助職員としては 2008 年より 
入試広報課員 AO4 2013~ 韓国人。A 大学卒業生。 
国際交流センター長 IC1 2015~ 前副センター長 
国際交流副センター長 IC2 ~2009 退職。中国語教員。 
国際交流センター事務室長 IC3 2011~2012 退職（2010 年度は室長代行） 
国際交流センター事務室長 IC4 2013~ 外部より室長として招聘 
国際交流センター室員 IC5 2006~ A 短期大学卒業生 
国際交流センター室員 IC6 2010~2013 退職 
国際交流センター室員 IC7 2008~2014 退職。中国人。元 A 大学短期留学生 
国際交流センター室員 IC8 2011~ アメリカ人、A 大学卒業生 
国際交流センター室員 IC9 2013~ 補助職員としては 2012 年より 
学生支援部長 SS1 2013~ ドイツ語教員 
学生支援課長 SS2 2012~ A 短期大学卒業生 
学生支援課員 SS3 2007～ 以前は国際交流センター職員 
学生支援課員 SS4 2012～ A 大学卒業生。日本語教師も兼担 
 
                                                 
39 BC…Board Chairman    PR…president         VPR…Vice-President  
IC…International Center  AO…Admission Office  SS…Student Support 
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表 2－2：A 大学・留学生支援主要関係者一覧②40（太字はインタビュー協力者） 
役職・職務 略称 在任期間 備考 
教育支援部長 AA1 2011~ 英語教員。 
教育支援課長 AA2 2007～ 前職は企画広報係 
教育支援課員 AA3 2008～ 前職は学生支援課 
キャリア支援課長 CS1 2012~ 元入試広報課長 
キャリア支援課員 CS2 2011~ 異動歴なし 
ICT 教育支援室長 ICT 2010~ 元国際交流センター事務室長 
日本語教員 JT1 2003~2007 元日本語日本文化コース主任。退職 
日本語教員 JT2 2003~2008 元日本語日本文化コース主任。退職 
日本語教員 JT3 2003~2006 退職 
日本語教員 JT4 2007~ 元日本語日本文化コース主任 
日本語教員 JT5 2008~  
日本語教員 JT6 2011~  
日本語教員 JT7 2013~2015 助教。A 大学卒業生。アンケート協力 
日本語教員 JT8 2013~2015 助教。A 大学卒業生。アンケート協力 
日本語教員 JT9 2013~2015 助教。A 大学卒業生。アンケート協力 
大学付属会社社員 BO 2011～ 付属会社設立時より勤務 
初代大連事務所長 OB1 2008 PR2 の元教え子。中国人。 
2 代目大連事務所長 OB2 2008~2009 PR2 の元教え子。中国人。 
3 代目大連事務所長 OB3 2010~ OB2 の知人。現地留学斡旋業者。中国人。 
瀋陽事務所所長 OB4 2011~2013 元中国交流協定大学日本語教員。中国人。 




                                                 
40 AA…Academic Affairs                            CS…Career Support  
ICT…Information and Communication Technology  JT…Japanese Teacher  




対象者 実施日 時間41 文字数 対象者 実施日 時間 文字数 
BC 14 年 7 月 7 日 1:25 12,384  IC9 14 年 2 月 20 日 1:26 12,132  
PR2 14 年 3 月 25 日 2:23 24,540  SS1 15 年 1 月 8 日 1:26 18,990 
PR3 14 年 4 月 3 日 3:26 14,068  SS2 14 年 8 月 28 日 1:11 8,681  
VPR 15 年 1 月 7 日 1:09 14,157 SS4 14 年 8 月 6 日 1:48 7,626  
AO1 14 年 9 月 1 日 1:16 14,094  SS3 14 年 8 月 4 日 1:06 9,085  
AO2 14 年 5 月 9 日 2:34 10,469  AA1 14 年 12 月 24 日 1:10 17,101 
AO3 14 年 5 月 16 日 1:47 17,370  AA2 14 年 8 月 21 日 1:40 16,707  
AO4 14 年 8 月 29 日 1:04 10,330  AA3 14 年 8 月 20 日 1:09 11,941  
IC1 14 年 8 月 26 日 1:23 13,341  CS1 14 年 8 月 27 日 1:07 15,545  
IC2 14 年 2 月 15 日 2:01 14,333  CS2 14 年 8 月 27 日 1:25 13,578  
IC3 14 年 4 月 11 日 2:16 17,268  ICT 14 年 5 月 23 日 1:30 7,847  
IC4 14 年 5 月 16 日 1:57 26,008  BO 14 年 9 月 2 日 1:35 15,232  
IC5 14 年 3 月 5 日 0:59 12,240  OB5 14 年 5 月 26 日 0:26 4,848  
IC6 14 年 1 月 17 日 1:22 10,647  JT2 14 年 6 月 20 日 0:45 9,257 
IC7 14 年 3 月 10 日 1:47 16,472  JT6 14 年 5 月 29 日 1:00 10,216  










                                                 










































ここに掲載されている私立大学 597 校の中から数え上げたとき、188 校が該当した。先の


















新規に迎え入れた学生（3 年次編転入生）と 1 年次から進級してきた学生の混合クラスに変
容した。結果、日本語能力試験 1 級を取得している者から未だ初級文型が定着していない

































 本研究の目的は小規模大学の留学生施策を取り上げ、留学生 EM に当てはめてその課題
を探り、留学生 EM 確立のために日本語教育が果たすことのできる役割について言及する
ことにある。これに向けて本稿がどのような構成をとるのか、本節を用いて紹介したい。 
本稿は 11 章で構成される。序論に相当するのが第 1 章、第 2 章であり、種々の調査と分
析、考察を行う本論が第 3 章から第 8 章である。第 9 章、第 10 章は前章までの理論を踏ま
えて日本語教育における実践的活動を報告した。そして総合的考察を行ったうえで結論を






第 1章 大学における留学生獲得の意義 
第 2章 日本語教育学と留学生エンロールメント・マネジメント 
第 11章 総合的考察 
第 3章 対象大学の沿革と基本情報 
第 5章 留学生マーケットと留学生獲得 
第 4章 国際交流・留学生施策史 
第 6章 正規留学生支援とその課題 第 7章 短期留学生支援とその課題 













第 10章 「日本語教員養成課程」を 
 
軸としたアーティキュレーション 











 続いて本章（第 2 章）では、研究の理論的フレームワークについて言及した。EM（エン
ロールメント・マネジメント）とアーティキュレーションを組み合わせて留学生 EM を創
出し、これを実際の留学生施策を分析する際の枠組みとして活用する。またリサーチ・ク
エスチョン 5 点とこれを支える収集データについても紹介した。 




ついては、別に節を立てて説明することで第 7 章への橋渡しとした。 
 第 4 章では A 大学の国際交流と留学生獲得の過去 10 年あまりを振り返った。4 年制大学
が創設されて間もない 2003 年から 2006 年を第Ⅰ期、2007 年から 2010 年を第Ⅱ期、そし
て 2011 年から 2014 年を第Ⅲ期として区分し、個々の留学生獲得の特色について、その概
要をまとめた。また、それに先立って海外交流協定校の変遷についても触れている。 




 第 6 章は正規留学生の EM を扱った。第 5 章で扱った「マーケット・リサーチ」を除く
7 つの構成要素、「リクルート」、「アドミッション」、「経済支援」、「学生生活支援」、「教学
支援」、「リテンション」、「卒業」について、それぞれが抱える問題を整理した。特に「教
学支援」については第 4 章で提示した第Ⅱ期と第Ⅲ期での移り変わりも取り上げている。 















語教員へのアンケート調査からも留学生 EM に欠けていたところを探っている。 












 第 2 章で設定したリサーチ・クエスチョンに向けた総合的考察を試みるのが、最終章（第







第 3 章 対象大学の沿革 
 本研究では先に挙げた研究課題を明らかにするため、一大学を中心に取り上げて分析、
検討する。本研究の対象とした A 大学について、第 3 章ではその沿革と基本情報を整理す
る。A 大学の特性を把握することで、A 大学の留学生施策や A 大学で働く教職員の留学生
観の背景となるものを考えていきたい。以下、本章の手順を述べる。 











 A 大学はその本部を西日本の某県県庁所在地に置く私立大学である。1 学部 2 学科の単科
大学であり、収容定員数は 2015 年度現在 740 名と、その規模は小さい。川口（2014）が
「多くの定員を満たしていない大学は、圧倒的に地方の中小規模の私学」と述べた条件に




大学開学は 2000 年だが、2011 年に母体となる学校法人の創立 65 周年、大学開学 10 周
年の記念式典を挙行しており、ルーツを戦後間もない時期（1945 年）に求めることができ
る。このときは県認可の外国語学校であった。大学を運営する学校法人は 1945 年 12 月 1
日を創立記念日としており、2015 年は 70 周年の記念事業を実施する運びになったという。 
大学開学以前には短期大学が設置されていたが（短期大学の開学は 1950年）、これは 2009
年に学生募集停止、2011 年に閉学となった。つまり A 大学は開学から 10 年あまりは短期






大学は開学当初 1 学部 1 学科（外国語学部国際コミュニケーション学科）だったが、2009





1945 年 12 月 外国語学校として創立事務所を設置 
1947 年 4 月 外国語学校としての県の認可を得る 
1950 年 4 月 短期大学開学 
（この間、短期大学の学科の定員増、改組などにより学生獲得の拡大路線を取る） 
1996 年 4 月 現在のキャンパスに移転 新校舎建設 
2000 年 1 月 4 年制大学として外国語学部国際コミュニケーション学科開学 
2005 年 12 月 寮のキャンパス併設 運営開始 
2009 年 4 月 学部改組により 2 学科制となる 短期大学学生募集停止 
2011 年 3 月 収益事業としてビジネス会社を創設 
2011 年 7 月 短期大学閉学認可 
2012 年 10 月 A 大学後援会発足（教職員、同窓会、保護者会） 
 












2012 年 10 月に A 大学後援会が発足したことも、表 3－1 には挙げられている。後援会は
卒業生と大学との結びつきを強化するものであり、EM においても卒業生をいかに母校に取
込むかは重視される取組みの 1 つとして、第 2 章で挙げた先行研究でも一様に注目される。 











ついて注目する。また AP に目を向けることで、A 大学が受入れるべき人材として設けてい
る条件にどのようなものがあるのかを確認したい。これにより、留学生の「入り口」に向
けられた A 大学の視点を明らかにしよう。 
















 では A 大学の AP とはどのようなものであろうか。ホームページには教育理念・目標に
















 大学‐入学定員 短期大学‐入学定員 
2001 年 150 名 150 名 
2004 年 180 名 120 名 
2007 名 180 名 80 名 
2008 年 170 名（編入学定員 30 名） 80 名 
2009 名 170 名 募集停止 
 
（1） 入学制度 







入学定員は 150 名で開学したが、2004 年にこれを 180 名に拡大した（これに伴い、短期
大学の入学定員を 150 名から 120 名に削減）。しかし短期大学廃止を視野に入れた 2008 年
での改組届出において（短期大学はその前年にはさらに入学定員を 80 名に減じている）、
10 名を削減した上で 2 学科制を敷くに至る。その内訳は、現代英語学科 85 名、国際コミ
ュニケーション学科 85 名となる。ただしこの時、編入学定員に 30 名を盛り込んでいる。 
ではこれらの入学定員のうち、留学生にはどれだけの枠を設けているのか。2016 年度入
学者に向けて用意された『入学試験要項』（2015 年 8 月作成）は国内向け、海外向け、二


























各表を補足すると、まず表 3－3 にある B 県だが、これは A 大学がある A 県を含む地方
において最も人口を擁する域内中心の県を指す。また試験は春季入学試験については、指
定校推薦入試、交流協定校推薦入試、一般入試 A 日程、一般入試 B 日程を含むが、このう
ち B 県を対象とするのは一般入試 A 日程のみである。これは域内最大都市を擁する B 県の
日本語学校からの出願を当て込んでいるのであろう。 
一方秋季入試における入試種別は交流協定校推薦入試と一般入試に限定され、試験会場
も A 大学のみで行われる。この時期の国内受験には期待を寄せていないことがわかる。 
そもそも募集人員について国内入試はその全種別が若干名とされており、数としてはそ
れほど見込んでいない。入学希望者が出てきたときの備えといった程度の制度である。 
一方で表 3－4 では、3 年次の国際コミュニケーション学科で募集人員を 15 名と明確に
打ち出している。海外からの 3 年次受入れが重視されていることが窺える。国際コミュニ
ケーション学科とするのは、そこに日本語・日本文化を専攻する留学生特化の課程が置か


























国際コミュニケーション学科 15 名 
 




























                                                 





 受入れた学生を A 大学はどのように育成しようと考えているのか。そして、最終的に卒










5 つのカテゴリ（カテゴリ A～E）に分類した DP（14 の下位項目を伴う）を定めた。2012
年 9 月に学内で行われた FD（ファカルティ・ディベロップメント）44研修会では DP の検
討ワークショップも行われるなど、A 大学においても近年重視されている。 
また DP 策定に合わせて、その達成の度合いを測るための評価基準についても提示されて




（1） カテゴリ A 
カテゴリ A は 「理解し、知識を取り込む力」を扱い、下位項目には次の 3 点を設置する
（次ページ、表 3－6）。「歴史・社会・自然を自らと関連付けて理解し、説明することがで
きる。」（DP A-1）、「専門分野に於ける知識を体系的に理解し、実践に応用することができ
                                                 
44 文部科学省ホームページ「21 世紀の大学像と今後の改革方策について －競争的環境の












表 3－6：各行動目標到達度の段階的評価表（カテゴリ A） 
 
DP 


















































































（2） カテゴリ B 
カテゴリ B は「論理的思考力・問題解決力」を扱う。ここも下位項目として DP B-1、 DP 
B-2、DP B-3 の 3 点を有する。評価の詳細は表 3－7 に示した。 
 
表 3－7：各行動目標到達度の段階的評価表（カテゴリ B） 
 
DP 




























































































極的に関与できる。」（DP C-3）の 3 点を下位項目として設置している（表 3－8）。 
 
表 3－8：各行動目標到達度の段階的評価表（カテゴリ C） 
 
DP 








































































（4） カテゴリ D 
カテゴリ D では「コラボレーションとリーダーシップ」を評価する。そして、このカテ
ゴリは「目標達成のために他者と協調・協働して行動できる。」（DP D-1）、「目標達成のた







表 3－9：各行動目標到達度の段階的評価表（カテゴリ D） 
 
DP 








































































表 3－10：各行動目標到達度の段階的評価表（カテゴリ E） 
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る。そこで本節では A 大学の CP を確認した上で、日本語語学科目の CP を見渡し、その














































ページに示す表（表 3－11 に下級学年を、表 3－12 に上級学年を対象とする科目に分けた）
によってカリキュラム・マップを提示し、これを意識してシラバスを検討するよう依頼が
なされた。 
なお表中の A～E は前述の DP の 5 つのカテゴリと対応する。カリキュラム・マップ作成
においては科目ごとに 5 つのカテゴリの重要度を最も重要なものが 40%、次いで重要な 2








ディプロマ・ポリシー A B C D E 
科目名 観点別指導重要度 (◎40%×1、○20%×2、無印 10%×2) 
「基礎会話」目標：自身の意図を他者に伝えることができる 
日本語口頭表現Ⅰ 

































ディプロマ・ポリシー A B C D E 
科目名 観点別指導重要度 (◎40%×1、○20%×2、無印 10%×2) 
「上級会話」目標：プレゼンテーションなども可能となる高度な口頭表現能力を身に付ける 
上級総合日本語Ⅰ 



































































































































































































































 RA とはレジデント・アシスタント（Resident Assistant）の頭文字を取ったものである。
現在寮には管理人や寮母に加えて RA を置き、学生生活支援の充実に向けて、学生の自治の
幅を広げるとともに、その声をより細やかに拾い上げるよう心掛けているのだという。こ






































































第 4 章 国際交流・留学生施策史 










本格的に始動した 2003 年から 2006 年までの 4 年間を指す。その次となる第Ⅱ期は、大学
全体の定員充足が危機的な状況となった 2007 年から 2010 年までの 4 年間であり、留学生
獲得を強力に推し進めた時期となる。そして東日本大震災や日中・日韓関係から悪化から

























 表 4－1：海外交流協定校と協定締結年 
No. 国・地域 締結年 No. 国・地域 締結年 No. 国・地域 締結年 
1 ES01 1989 28 TW02 2004 55 TW06 2011 
2 US01 2001 29 US06 2004 56 CN18 2011 
3 US02 2001 30 KR06 2004 57 KR12 2011 
4 FR01 2001 31 TW03 2004 58 CN19 2012 
5 FR02 2001 32 TH01 2004 59 CN20 2012 
6 US03 2001 33 KR07 2005 60 CN21 2012 
7 CN01 2002 34 CA01 2005 61 CN22 2012 
8 CN02 2002 35 FR03 2006 62 CN23 2012 
9 GB01 2002 36 GB02 2006 63 KR13 2012 
10 DE01 2002 37 CN08 2006 64 KR14 2012 
11 ES02 2002 38 CN09 2007 65 KR15 2012 
12 ES03 2002 39 KR08 2008 66 CN24 2012 
13 US04 2002 40 TW04 2008 67 VN01 2012 
14 CN03 2002 41 US07 2008 68 US08 2013 
15 KR01 2002 42 CN10 2008 69 US09 2013 
16 CN04 2002 43 CN11 2008 70 US10 2013 
17 EC01 2003 44 CN12 2009 71 KR16 2013 
18 CN05 2003 45 US12 2009 72 CN25 2013 
19 KR02 2003 46 CN13 2009 73 CN26 2013 
20 KR03 2003 47 KR09 2009 74 CN27 2013 
21 CN07 2003 48 CN14 2009 75 CN28 2014 
22 CN06 2003 49 CN15 2009 76 CN29 2014 
23 DE02 2003 50 CN16 2009 77 CN30 2014 
24 KR04 2003 51 CN17 2009 78 US11 2014 
25 KR05 2003 52 KR10 2009 79 CN31 2014 
26 TW01 2004 53 KR11 2010 80 FR04 2014 
27 US05 2004 54 TW05 2010 81 FR05 2014 
81 
 
 表 4－1より、2014年度末までに 81の大学と協定を結んでいることがわかる。この数は、
県内の他の私立大学と比較したとき、はたして多いのか。どのように位置づけることがで
きるのか、まずは比べてみよう。 
 A 大学のある A 県内にある他の私立大学 5 校を、便宜上 B 大学、C 大学、D 大学、E 大







大学 入学者数 収容定員 在籍者数 協定校数 学部構成 
B 73 人 620 人 373 人 18 校 現代社会学部 
C 279 人 1,595 人 1,291 人 39 校 
文学部、音楽学部、 
健康生活学部、看護学部 
D 439 人 2,223 人 2,001 人 53 校 
人間社会学部、健康管理学部、 
薬学部 
E 204 人 1079 人 768 人 5 校 工学部 総合情報学部 
F 271 人 1,239 人 1,220 人 15 校 人文学部 
A 178 人 740 人 665 人 81 校 外国語学部 
 
B 大学 18 校、C 大学 39 校、D 大学 53 校、E 大学 5 校、F 大学 15 校となっており、海
外交流協定校の締結機関数において A 大学の 81 校は圧倒的な数を誇る。まして収容定員数
が大学の規模を誇る 1 つの目安であるとすれば、A 大学に次いで交流協定校数が多い D 大
学と比べたとき、A 大学はその収容定員数が D 大学の 3 分の 1 の規模でしかないにも関わ
らず 1.6 倍の協定校数を有することになる。外国語学部という性格上、A 大学が国際交流に
熱心であるということもあるだろうが、交流協定の締結機関数に関しては地域において群
を抜いた実績を誇っていると言っていいだろう。 
次に、交流協定校の多様性という点ではどうだろうか。A 大学は 12 の国と地域（CA…1
82 
 
校／CN…31 校／DE…2 校／EC…1 校／ES…3 校／FR…5 校／GB…2 校／KR…16 校／
TH…1 校／TW…6 校／US…11 校／VN…1 校）に協定校を持つ。この数は先ほど交流協定
校の数について比較し、その点からは圧倒していた D 大学に及ばない（D 大学は 13 の国と
地域から受入れている）。 










































国・地域の 17 機関と協定を結んでいる45。現在の大学名に改称したのが 2010 年と日が浅





年 5 月 1 日時点で 63 の国と地域に 398 の交流協定校を持つという46。東アジアや南北アメ
リカ、ヨーロッパ、オセアニアの他、中東、アフリカまで、ネットワークは世界中に及ん
でいる。その中でも東アジア、中国と韓国に偏る点は A 大学やその他と類している。収容




 では改めて、A 大学の国際交流の実情に目を向けよう。国別に A 大学の交流協定校の数
をまず確認したい。欧米からは、アメリカの 12 校（11 大学＋1 コンソーシアム）が抜きん
出て多く、フランス 5 校、スペイン 3 校、イギリス 2 校、ドイツ 2 校、カナダ 1 校と続く。
また中南米ではエクアドルの大学も 1 校協定を結んでいる。アジア圏では、まず東アジア
において中国の 31 校、韓国の 16 校、台湾の 6 校を数えることができる。これに加えて東
南アジアでは、タイとベトナムでそれぞれ 1 大学と協定を結んでいる。欧米とアジアで二







分したとき、前者が 26 校（エクアドルも加えて）、後者が 55 校であり、隣接する国・地域
との協定に偏っていることが特徴として挙げられる。 
 また協定締結の年に注目してみると、4 年制開学以前、すなわち短大時代における締結校
は 1989 年のスペイン 1 機関となっている。ただしこの数字は現在も関係が維持されている
機関であって、A 大学国際交流センター提供の内部資料によれば、それ以前に締結をし、短
大閉学等により関係を断つことになった機関が 8 校あるという（表 4－4）。 
 
 表 4－4：かつての協定機関 
No. 国・地域 締結年 No. 国・地域 締結年 No. 国・地域 締結年 
1 US① 1985 4 US③ 1994 7 US⑤ 1998 
2 US② 1989 5 KR① 1997 8 US⑥ 1998 
3 ES① 1989 6 US④ 1998    
 





の、2007 年の 1 校を最少とし、2014 年まで新規協定を結ばない年がなかったという点で
ある。少なくとも海外との連携に対して後ろ向きなることは全くなかったと言える。 
4 年制開学の年となる 2001 年に 5 つの機関と締結し、2002 年が 10 校、2003 年が 9 校、
2004 年が 7 校と、完成年度を迎えるまでに新規 31 校と協定を結んでいる。この期間は初
代学長の任期と重なるが、その意向から積極的に海外の教育機関とのつながりを求め、飛
躍的にネットワークを拡大させていることがわかる。 
 学長の代が改まった 2005 年からしばらくは新規協定も限られていたが、2008 年には 5
校、そしてその翌年には 9 校と新たに調印を結んでいる。2007 年には大幅な入学定員割れ
がみられたが、閉塞した状況を打破することを目的に、その翌年から協定校拡充路線を強




海外交流協定校との新規協定の動きは、3 代目の学長（PR3）が就任した 2011 年以降こ





















48 5.2.3 海外交流協定校および別冊資料 5－3 を参照。 
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4.2 国際交流・留学生施策の変遷 
本章冒頭で述べたように、A 大学の国際交流と留学生への諸々の施策を 3 つの時期に区
分して本節では扱う。2003 年から 2006 年までの第Ⅰ期、2007 年から 2010 年までの第Ⅱ
期、そして 2011 年から 2014 年までの第Ⅲ期である。 































 2003 年春学期は専任 3 名に非常勤 3 名を加え、計 20 コマの日本語クラスを開講してい
る。54 名の留学生を対象に日本語レベルに基づいて 5 段階に分け、それぞれ 90 分授業を
週 4 コマ設定し、学期終了時に 4 単位を認定するというものである。留学生の内訳は、正
規留学生が大学 1 年生 8 名、大学 2 年生 8 名、大学 3 年生 7 名であり、短大所属が 3 名、
また短期留学生は大学所属の短期留学生が 21 名、短大所属が 8 名となる。多様な留学種別
があるが、この 54 名を一括して日本語能力によるレベルで振り分けることで、限られた教
員でも学生満足を目指した授業提供を心掛けていた。 
 出身国で見たときの留学生の内訳は 27 名が中国（香港からの 1 名を含む）とちょうど半
数となる。この数は正規留学生に限ったときには 23 名中 16 名と、さらにその比率は伸び
る。この時期海外からの直接の正規留学生の受入れ制度が整っていなかったことから、国
内進学が正規留学生の大半である。よって、国内の日本語学校で学ぶ就学生の大半が中国
人であり、その進学先の 1 つとなったことが要因として挙げられる。 
加えて当時の学長の指導下で、中国の重点大学と交流協定を結んだことも大きいだろう。
中国の重点大学とは、どのような大学か。例えば『平成 22 年版中国の高等教育の現状と動




クト。21 世紀に向けて、100 余りの大学を重点的に発展させることから、「211 プロジェク
ト」との名称がついた」とあり、後者は「『211 プロジェクト』の指定校のうちの 38 の大学





きだろう。A 大学は PR1 の学長時代に 38 校ある「最重点大学」の中から、3 校と交流協定
                                                 
50 Science portal china ホームページ「高等教育重点化政策」 
http://www.spc.jst.go.jp/education/education/outline.html 
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を締結している。これが中国において A 大学の評価を引き上げる効果を見せ、次代の PR2、













表 4－5：正規留学生数の変遷とその内訳（2003~2006 年度）(5 月 1 日付の数値) 
年度  2003 2004 2005 2006 
収容定員数(人) 470 670 700 730 
総在籍者数(人) 470 621 637 616 
定員充足率(%) 100 92.7 91 84.4 
留学生総数(人) 22 70 104 118 
留学生率(%) 4.7 11.3 16.3 19.2 
 
 前節で取り上げた交流協定校のうち、この時期に締結したのは 21校である。その内訳は、
欧米圏よりエクアドル 1 校、ドイツ 1 校、アメリカ 2 校、カナダ 1 校、フランス 1 校、イ











4.2.2 第Ⅱ期：2007 年～2010 年度 
 2007 年は総在籍者数こそ定員の 7 割を満たしているが、1 年次の入学者数についてはつ






をする過程で現地斡旋業者に委託する格好となった（詳細は第 6 章にて）。 
結果として現地に事務所を構えての留学生獲得は量的に成功を収め、2008 年秋学期から
V 字回復を果たした。総定員の中で留学生が占める割合は肥大し続け、2009 年度秋学期以
降は 4 割前後を占める。第Ⅱ期の正規留学生の量的な推移を表 4－6 にまとめた。 
 
表 4－6：正規留学生数の変遷とその内訳（2007~2010 年度） 
年度・学期 
2007 2008 年 2009 年 2010 年 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
収容定員数( (人) 760 
総在籍者数(人) 538 537 524 570 593 650 686 683 
定員充足率(%) 70.8 70.7 67.2 75.0 78.0 85.5 90.3 89.9 
留学生総数(人) 111 121 109 166 194 259 274 283 
留学生率(%) 20.6 22.5 20.8 29.1 32.7 39.8 39.9 41.4 
 






は各学年に 1 レベル、計 4 レベルを設置し、それぞれ「読む・書く・聞く・話す」の技能
別クラス 4 つを設けていた。つまり主要日本語科目は 16 科目あった（このほかに、日本語





スを必要とする。結果、2010 年度には特別クラス、1 年生 A クラス、B クラス、2 年生 A
クラス、B クラス、C クラス、3 年生 A クラス、B クラス、C クラス、D クラス、4 年生 A
クラス、B クラスを開講するに至った。都合 12 段階に分かれており、わずか 3 年で開講レ
ベルを 3倍に増設し、開講授業数の総計は主要日本語科目に限っても 50科目に達している。 
当然これだけの授業を立ち上げ、コースとして展開していくためには、常勤教員の増員
が不可欠である。2008 年に 4 人体制（専任 3 人、特任講師 1 人）になったことを皮切りに、
同年秋学期にはさらに特任講師 1 人を追加して 5 人体制とした。2008 年度末に専任が 1 名
他大学に転出したものの、2009 年秋はこれを補充するだけに止まらず、さらに特任講師 2
名を追加雇用した。常勤教員 7 名体制（専任 3 名、特任 4 名）で、このいわば混迷期に立
ち向かっている（非常勤講師についても 2009 年度は 12 名を雇用している）。教員数として
は A 大学の他の外国語コースと比べ、抜きん出て多い（例えばドイツ語やフランス語の教







第Ⅱ期において新規に締結した交流協定校は 17 機関だが、そのうち中国が 9 校、韓国が













実績は契約 3 年間で 5 名に過ぎない。大連事務所も一転して苦境に陥り、2012 年春 1 名、
2012 年秋 1 名を最後に送出し実績は途絶え、遂には大学ホームページからその姿を消して
いる。 
 
表 4－7：正規留学生数の変遷とその内訳（2011－2014 年度） 
年度・学期 
2011 2012 2013 2014 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
収容定員数( (人) 750 740 
総在籍者数(人) 719 684 700 656 652 643 663 612 
定員充足率(%) 95.9 91.2 94.6 88.6 88.1 86.9 89.6 82.7 
留学生総数(人) 289 260 245 210 181 186 166 133 





中国の教育機関は 14 校とであり、これに続く韓国の 5 校と比べて 3 倍近くに上る。またこ
の時期に、台湾とベトナムからも 1 校ずつ協定を結んだ。欧米圏ではアメリカ 4 校、フラ
92 
ンス 2 校が新たな交流協定校に加わっている。 
そして、1 国偏重に危機を覚えるようになったことから、中国に代わるマーケットの開拓









を 3 クラスに分ける少人数体制を敷き、週 15 時間の日本語クラスを 1 年通して設置するこ
とに加え、これも過去の特別クラスで得た知見から、長期休暇中の日本語能力維持のため
に集中講義を開講するなど、手立てを施している。このために新規採用となった日本語教
師は特任講師 3 名、助教 3 名であり、2013 年秋の常勤日本語教師は最多の 13 名となった







































で、海外からの 1 年次獲得の活路を見出そう模索した結果、2012 年に上海に新たに事務所
を構えることとなった。現地駐在員を雇用することからして、これまでの事務所運営と異
なり、大学の在外機関としての性格が色濃くなったと言える。ただ個人出願は容易に結果














Ⅲ期における取組みの詳細も、第 6 章で取り上げることとする。 
  
                                                 
51 修剛・李運博（2011）『中国日語教育概論 1』外語教学与研究出版社 
52 国際交流基金「2012 年度日本語教育機関調査結果」によると、高等教育における学習者






10 年余りに渡る国際交流・留学生の歴史を第Ⅰ期（2003~2006 年）、第Ⅱ期（2007 年~2010
年）、第Ⅲ期（2011 年～2014 年）に分けて記述してきた。 





3 人の学長の功績について、これを端的に語ってくれたのが IC2 である。かつて国際交流
副センター長を務め、頻繁に中国に赴いて「リクルート」と「アドミッション」にも従事










 初代学長 PR1 は個人の閲歴を活用することで、開学まもない新設大学、しかも大学院を
持たない小規模私立大学であるにもかかわらず、およそ考えられない中国の重点大学との
協定締結をもたらした。続いてこれを引き継いだ 2 代目学長 PR2 もまた、中国を中心にそ
の他韓国、台湾、またドイツなど国際交流の拡大に努めた。それを可能としたのが PR2 の
持つ識見にあったと IC2 は分析する。そして、これら 2 代の学長を国際交流センター長、
さらには学部長、副学長として支え続け、一貫して国際交流の分野において采配を振るっ











たと高く評価している（セグメント No.117‐118）。自身が初代学長であっても PR1 と同





































第 5 章 留学生獲得マーケット 
 本章では EM 構成要素の 1 つである「マーケット・リサーチ」に関連し、A 大学の留学
























表 5－1 に示したのは、2009 年度から 2014 年度の 5 年間に正規留学生として在籍してい




表 5－1：正規留学生の出身国・地域別内訳（2010~2014 年度）（数字は人） 
出身国 
・地域 
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
中国 255 264 274 243 232 195 169 142 115 100 
韓国 9 9 9 9 7 7 3 4 11 11 
台湾 9 9 5 6 5 6 7 8 8 7 
ネパール    1 1 1 1 30 30 13 
その他 1 1 1 1 0 1 1 2 2 2 












が窺える（これについては次章第 1 節「リクルート」にて取り上げる）。 
台湾に関してはほぼ横ばいといってよく、年度ごとに目だった変化はない。またその数
も韓国と同程度であり限定的である。特色としては、協定大学からの二重学位がほとんど
であることが挙げられる（14 年度秋学期は 7 名中 6 名が該当。残り 1 名は国内日本語学校
からの出願）。 
2011 年度秋学期に、ネパール人学生が 2 年次に転入学している。この人物については国
内他大学からの転入学であり、個人出願であることから、現地マーケットの開拓によるも
のではない。しかし、2013 年度秋学期から新規獲得した 29 名はネパールから直接獲得し














－2）。第 4 章「表 4－1：協定校と協定締結年」に示したが、協定校数に特化してみると、
中国が 30 校を超え、アジア圏 55 校のうちの 6 割近くを占めているが、送出し期間の比率
で言えばそれ以上の存在感を示す（中国 31 校、韓国 16 校、タイ 1 校、台湾 6 校、ベトナ
ム 1 校）。 
 
表 5－2：「短プロ－アジア」の出身国・地域別内訳（2010~2014 年度） 
出身国・地域 
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
中国 57 人 58 人 46 人 33 人 38 人 48 人 41 人 35 人 38 人 44 人 
韓国 3 人 8 人 2 人 4 人 5 人 8 人 8 人 7 人 7 人 4 人 
台湾 7 人 4 人 2 人 5 人 8 人 3 人 3 人 4 人 7 人 11 人 
その他 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 




台湾については、14 年度秋学期には韓国の 3 倍近くを受入れているが、この 5 年 10 学
101 
期を見渡したときには平均 5.3 人となり、韓国の 5.6 人と大差ない。まず韓国と台湾につい
ては、量的には低い水準で拮抗していると言っていいだろう。 
その他で挙がったのはベトナムからの 1 名である（2 セメスター留学したため同一の人物
である）。12 年 9 月に協定を締結した現地大学から、調印後 1 年半を経て初めての受入れと
なった（2015 年度春学期にも入れ替わりに 1 名を受入れている）。またタイにも 1 大学と







けず多様な国籍の学生を受入れる年もあった。また 2009 年 2 月に加盟した留学コンソーシ
アム（全米 33大学が加盟しているという）を活用して協定校以外からも受入れた例がある。 
欧米圏の協定校 26 校のうち、アメリカが最多で 12 校、以下、フランス 5 校、スペイン





表 5－3：「短プロ－欧米」の出身国・地域別内訳（2010~2014 年度） 
出身国・地域 
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
アメリカ 25 人 36 人 12 人 29 人 30 人 19 人 24 人 25 人 25 人 64 人 
イギリス 1 人 2 人 0 人 2 人 2 人 2 人 2 人 0 人 0 人 2 人 
フランス 2 人 6 人 4 人 1 人 5 人 4 人 5 人 2 人 6 人 2 人 
その他 1 人 4 人 1 人 1 人 2 人 2 人 0 人 2 人 4 人 12 人 


















































































 A 大学の在外事務所の変遷については、既に第 3 章で触れたが、中国にのみ 3 カ所設け






No.10）。大連事務所創設時の 2008 年から東日本大震災発生前（2010 年度秋季入試）まで
は、この在外事務所が 1 年次学生を安定して供給していた。だが、大連より大規模な都市
である上海に基盤を置きながら、上海事務所が創設目的を達することができずにいるのは
なぜだろうか。この点について OB５の見解は次の通りである（セグメント No.15－19） 
 
                                                 
55 宮崎大学ホームページ「カセサート大学（タイ国）にバンコクオフィスを開設」 
http://www.miyazaki-u.ac.jp/topics/20130704 
56 中国・北京オフィス（2004 年開設）、中国・上海（2008 年開設）、台湾（2008 年開設）、
シンガポール（2004 年開設）、バンコク（2009 年開設）、ヨーロッパ（ボン）（1991 年開設）、











































木 2011）だが、A 大学では 4 年制開学に先駆けて、これを積極的に展開してきたことは既
にみてきた通りである。まさに現地教育機関との交流協定によって成り立つ制度である。 
一方で正規留学での受入れは、協定先機関によって自ずと種別が限られる。大学間協定


















たものより次の 3 種である。すなわち、第一協定書（資料 5－1）、第二協定書（資料 5－2）、












 次の第二協定書は、半年もしくは 1 年の短期留学プログラムを約したものとなる。対象
者は 2 年次以上の日本語を専攻する学生であり、派遣元大学からの推薦を条件としている。

























後についての戦略は果たしてどのように描いているのだろうか。「A 大ビジョン 21」は A
















このとき 5 名の教員（CT1～CT5 と仮称）が A 大学を訪れている。1 か月の間、日本語
教育学と日本伝統文化体験を中心に、研修旅行も織り込んだプログラムを A 大学では K 大
学のために企画し、提供している（2013 年 7 月 18 日～2013 年 8 月 18 日）。 
調査は研修日程の終盤に、国際交流センターの介添えを得て、5 名に対してアンケート調
査の協力を要請することで行った（2013 年 8 月 10 日配布。順次完成次第回収し、8 月 15























































































 質問 3）留学事前教育における自らに課す役割にはどのようなものがありますか。 
 質問 2 に関連して、CT 自らにできることに何があると自覚しているだろうか（表 5－6）。 
 




















 一方で CT5 をみると、先ほど「2＋2＋2」の長期アーティキュレーション構想に目を向
112 
けたが、その回答には A 大学での学びへの言及に乏しく、留学中の 2 年についてはあたか
も空白期間であるような印象を持つ。「2＋(2)＋2」とでも表記すべきであろうか。括弧で示




 質問 4 では同じ留学事前教育を、受入れ機関（留学先大学）に求めるものを尋ねること
で、視点を変えて検討している（表 5－7）。 
 

























 質問 5）日本留学へ学生を送出すにあたって、どんなことに不安を覚えますか。 
 質問 5 では留学に伴う不安要素について、確認した（表 5－8）。2013 年 8 月の時点でも、





















































 質問 7）留学先大学に求めたい学生生活支援にはどのようなものがありますか。 
 日本での生活に馴染めるのか不安だという声が高かったが、具体的にはどのような支援































 K 大学からの派遣実績 
 A 大学では教員研修の提供は K 大学が初めてのことであり、2015 年 10 月現在これに続
く実施例は見られない。しかし、派遣元大学において日本留学の予備軍である教え子に日々
接し、日本留学を支援するこれら教員が、直接 A 大学を知ったということは意義深い。 
K 大学からの A 大学への送出し実績は 2014 年度秋学期58が正規留学生（二重学位プログ
ラム）5 名、短期留学生 7 名であった。そして 2015 年度秋学期には正規留学生 12 名、短
期留学生 5 名が A 大学へ留学している。 
2014 年度に二重学位による 3 年次転入学をした正規留学生は 24 名であり、K 大学 1 校
で 20%を占める。同時期の短期留学生も「短プロ－アジア」全体で 60 名であったが、1 割
を超えており、1 校当たりの送出し実績としては最多であった。2015 年度秋学期でも、短
                                                 




年、二重学位は前年度を大きく超える 12 名（全体で 32 名）が参加しており、K 大学が A
大学にとって重要なマーケットとなっていることがわかる。 
 もちろん教員研修をしたことだけが留学派遣先決定の要因ではないだろう。ただ留学派
遣の第 1 年目（2014 年）から多数の学生を送出すには、研修から戻った教員の後押しが 1
つの方向性を生み出したことだろう。さらに 2 年目も継続して多くの学生を派遣したのは、











                                                 
59 35 の機関から 104 名が「短プロ－アジア」に参加しており、K 大学の送出し実績は全体











2014 年 5 月時点での在籍者数のデータから、国内進学者の比率や特色を見ていこう。入
学年度と入学前に所属していた教育機関が、県内か県外かを一覧とした（表 5‐11）。なお、




年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 
学期 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 
県内 0 人 0 人 10 人 1 人 8 人 0 人 7 人 2 人 0 人 
県外 1 人 1 人 7 人 0 人 0 人 1 人 3 人 2 人 3 人 
合計 1 人 1 人 17 人 1 人 8 人 1 人 10 人 4 人 3 人 
 






 国内進学者の内訳を見ると 2011 年度春季入試は 7 名と県外から受験し、入学した者が目
立つが、全般的には県内進学者の割合が高い（県内 28 名に対し、県外 18 名）。ただ 2014
年の春季には県内からの進学者が 0 名であり、マーケットとして今後の展望が危惧される。 
 県内からの進学についてさらに言及すれば、日本語学校卒業後の進学先として選択する








生だという点には注目する必要があるだろう。留学生 30 万人計画が 2008 年に打ち出され
て以降、日本国内で顕著にその留学生数が拡大している国として知られる両国だが、日本





2008 年度 2011 年度 2014 年度 
中国 17,968 名 中国 22,408 名 中国 16,118 名 
韓国 10,528 名 韓国 2,675 名 ベトナム 13,758 名 
台湾 2,228 名 ベトナム 2,039 名 ネパール 4,779 名 
ベトナム 607 名 台湾 1,425 名 韓国 2,081 名 
タイ 597 名 ネパール 1,371 名 台湾 1,837 名 
計（含，その他）34,937 名 33,239 名 43,667 名 
 















































































































































 SS4 は A 大学の卒業生であり、在学中に日本語教員養成課程で学んだことから、近隣の




































































中国の協定校で実施した。協定校は、1 つは湖北省にある H 大学、もう 1 つは広東省にあ
る I 大学である（調査は前者が 2013 年 3 月、後者が 2012 年 12 月に実施した）。 
 計 438 名からの回答を得た（次ページ、表 5－13）。その内訳は H 大学が 1 年生 38 人、
2 年生 39 人、3 年生 23 人、大学院 1 年生が 18 人であった。これに対して、I 大学では、1
年生 96 人、2 年生 128 人、3 年生 96 人が協力してくれた。なお、シートの回収にあたっ
ては、無記名とした。 
 8 つの選択肢は次の通りである（選択肢の前に振ったアルファベット A～H は、結果を示
す際に略称として用いる）。 
 
A：先輩の勧めを重視する     B：先生の勧めを重視する 
C：親の勧めを重視する      D：留学先の大学名を重視する 






1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 6 位 7 位 8 位 合計 
A．先輩 (人) 8 23 38 47 63 78 73 108 438 
B．先生 (人) 72 72 74 76 58 61 21 4 438 
C．親 (人) 53 55 43 42 37 61 77 70 438 
D．大学名 (人) 61 57 52 52 45 41 56 74 438 
E．授業 (人) 100 77 66 63 52 39 30 11 438 
F．教員 (人) 24 44 53 65 69 62 73 48 438 
G．設備 (人) 12 32 50 51 78 58 73 84 438 
H．費用 (人) 108 78 62 42 36 38 35 39 438 
合計 (人) 438 438 438 438 438 438 438 438 
 
 
 順位づけによる重みが平均したときに反映されるよう、1 位に選択したものに 8 点、2 位
に挙げたものに 7 点を付し、以下 3 位を 6 点、4 位を 5 点、5 位を 4 点、6 位を 3 点、7 位
を 2 点、8 位を 1 点とし、相乗したものの合計を回答数で割ることで平均値（加重平均62）
を求めた。つまり平均値で 8 ポイントに近ければ近いほど、より多くの協力者が最重要項
目とした選択肢であることになる。 






挙げられる。湖北省 H 大学の 3 年生と、広東省 I 大学の 1 年生の平均値は前者が 6.13 に対
し、後者が 3.73 とその差が 2.4 ポイント開いた。次いでその差が大きかったものに「C：
親の勧めを重視する」において H 大学における大学院生の 2.79 に対して、I 大学 2 年生が
4.72 であった例があるが、こちらは 2 ポイント未満（1.93）であり、先に挙げた「大学名」
                                                 










湖北省 H 大学 広東省 I 大学 
合計 
1 年 2 年 3 年 院 1 年 1 年 2 年 3 年 
A．先輩 3.58  3.15  3.35  3.61  2.71  3.42  3.43  3.26  
B．先生 5.24  5.46  5.04  6.06  5.86  5.41  4.93  5.40  
C．親 4.34  3.79  3.17  2.39  3.71  4.72  4.61  4.22  
D．大学名 4.45  4.97  6.13  4.83  3.73  4.59  4.28  4.53  
E．授業 6.58  5.87  5.48  6.11  5.99  5.19  5.13  5.67  
F．教員 4.03  4.46  4.22  4.67  4.38  4.02  3.72  4.11  
G．設備 3.00  3.77  3.83  3.78  3.69  3.38  4.04  3.65  
H．費用 4.76  4.51  4.78  4.56  5.94  5.28  5.86  5.42  
 
調査は 12 月と翌年 3 月に実施しているが、秋に新年度を迎える中国の学年暦を考慮した
とき、短期留学にせよ、ダブル・ディグリー等の長期留学にせよ、留学を直近に迫った自
身の問題として受け止めるのは学部 2 年生である。2 年生に特化して重要性がより高いと認
められた順に、これを並び替えて表 5－15 に示す。 
 
表 5－15：大学 2 年生の留学先選定順序 
 1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 6 位 7 位 8 位 
H 大学 2 年 E B D H F C G A 
I 大学 2 年 B H E C D F A G 








 前項では留学予備軍の留学先選定条件について考察した。本項では、実際に A 大学に入
学すべく出願した受験生たちが何を求めて A 大学を選択したのか、その動機を探る。 
 入学時に出願する書類の中に志願動機書がある。これについて 2010 年度及び 2014 年度
の春学期分について閲覧の許可を得た（A 大学は春入学に加え、秋入学も実施している。入








（1） 2010 年度春季入学 
 2010 年度は、既にみたように獲得した留学生の数が非常に多かった時期である。ただし
留学生の入試に関しては、特に海外から受験する中国人学生については秋学期入学が主と
なるため、それと比較すると春学期入学者は必ずしも多くはない。1 年次入学試験に 27 名
（国籍地域：中国 26 名、マレーシア 1 名）、3 年次に 40 名（国籍地域：中国 33 名、台湾 2
名、韓国 4 名、アメリカ 1 名）がそれぞれ受験している。更に前者は海外受験が 18 名、国





















  表 5－16：2010 年度春季入学希望者の卒業後の希望進路（数字は回答者数） 
 就職 
進学 帰国 ？ 
日本 帰国 ？ 
3 年次・海外 1 6 6 4 0 8 
3 年次・国内 0 0 0 0 0 2 
1 年次・海外 1 10 2 1 3 1 
1 年次・国内 0 4 3 0 1 2 
 
 上記表 5－16 は、2010 年度春季入学に向けての出願書類を分析した結果である。例えば
3 年次編転入学を希望して海外から出願したものは 25 名いるが、このうち就職を志望する
者 13 名、進学を志望する者 4 名、就職・進学は明記せずに帰国するつもりの者が 0 名、将
来のビジョンに何も触れなかった者が 8 名となる。また就職志望についてはさらに日本で
の就職を望む者が 1 名、帰国の上で就職したい者が 6 名、就職する地域には特に触れなか





























学位の台湾からの受験者 2 名を除き、全て韓国人学生である（3 年次二重学位 3 名、3 年次









表 5－17：2014 年度春季入学希望者の卒業後の希望進路（数字は回答者数） 
 就職 
進学 帰国 ？ 
日本 帰国 ？ 
3 年次・海外 （1） 0 （2） 2 0 0 
3 年次・国内 1 0 0 1 0 0 
1 年次・海外 0 0 0 5 0 1 
1 年次・国内 0 1 1 1  0 
 
 中国マーケットだが、春季については 14 年度において全く機能しなかったものの秋季は





   表 5－18：2014 年度秋季入学希望者の卒業後の希望進路（数字は回答者数） 
 就職 
進学 帰国 ？ 
日本 帰国 ？ 
3 年次・海外 0 4 3 16 0 0 
3 年次・国内 0 0 0 0 0 0 
1 年次・海外 0 0 0 0 0 0 
1 年次・国内 0 0 0 0 0 0 
 







 中国人が留学生の中で占める割合は A 大学においても、また日本中の大学一般について
も、量的に他を圧倒してきた。世界最大の人口を有することに比例して日本語学習者人口
が世界最大規模を誇ることや、隣国という地理的な優位性もそこにはあるだろう。 























































ベトナム（11,174 名）、ネパール（5,291 名）、台湾（4,971 名）と続き、日本語教育機関ほ
どではないにせよ、高等教育機関においてもベトナムとネパールの占める位置の大きさが
見て取れる。この点について 2013 年 7 月付のインターネット記事（NETIB－NEWS）で
                                                 




数）について「ネパールを見ても平成 24 年度の交付数 487 に対し、平成 25 年度は 1,457
で約 3 倍に増加している」と取り上げている64。 




























                                                 


















































































国への出張報告 2 点を取り上げることで概観する。 
 
（1） 中国・広東省出張（2013 年 12 月） 
 この出張は、後述する日本語教員養成講座の海外インターンシップ（第 10 章第 3 節）の
受入れに関して交流協定校の 1 つと協議することを目的の中心とし、留学生教育を担当す





期日 業務内容 報告事項 



























1 年生を中心とする 10 名程度を対象に、A 大学への留学を希望






日本語専攻の学生 200 名強を対象に 90 分の講義を提供した。
講義テーマも先方の要望（「日本語学習」「日本文化」「日本語の
特色」）に基づき、設定した。 
5 日目 澳門視察 「海外インターンシップ」の研修地の 1 つである澳門を視察 




を聞き取って A 大学に持ち帰っている。また駐在員の提案により、e-learning 運営会社と
協定を結び、コンテンツの提供によって大学の知名度を上昇させるという広報戦略上のア
プローチを検討するという。 




 またここで注目すべきは、I 大学の日本語教師の授業改善に向けて A 大学の出張者に対し
てコメントが求められ、A 大学の日本語教員がこの要望に応えている点である。日本語教育
の専門家としての存在が、協定校サービスの 1 つとして双方に認識されていると言える。 
さらに I 大学からの要望に沿って、学生向けに授業も提供している。このとき提供した授




（2） 中国・東北地方出張（2014 年 10 月） 
 この時は 7 泊 8 日の出張であり、出張者は前掲の広東省に出張した日本語教師 2 名に加














期日 業務内容 報告事項 


















へ派遣したい」との要望があった。              
4 日目 L 大学との会食 A 大学に短期留学中の L 大学の学生の近況を報告 
5 日目 L 大学表敬訪問 L 大学の同時通訳ブースなど日本語教育環境を視察。 
6 日目 















N 大学での説明会 学生参加 50 名 
8 日目 （移動日）   
  
141 































































る点は変わらず、報酬が実績に拠らないこともあってか、3 年間で 5 名を送出すに留まる。
またその 5 名も全員が除籍・退学をしているからには、実績はゼロと言っていいだろう。 














8 主に 1年次入学ですね。 














































 このうち 1 回目となった大連でのフェアは、現地の日本語斡旋団体が主催するものであ






 このときの出張者は専任の日本語教員 2 名であったが、うち 1 名については、後日主催
団体のホームページにその所属日本語教師として写真が流用されていることが発覚した。
このように不透明な団体であるとの指摘が、A 大学国際交流委員会議事録に残されている。 









校への募集活動に注力しているのが A 大学の現状である。 
 
6.1.4  国内進学 
 では、日本国内からの進学については、どのようにこれを認識しているのだろうか。入
試広報課のスタッフの中から、国内日本語学校へのリクルートを担当する AO2（セグメン























のであろうか。AO2 もメンバーとして活動したワーキング・グループが「2013 年度秋 国
内日本語学校訪問記録のまとめ」と題する報告書を提出している（別冊資料 6－4）。これは






















 またこれに合わせて AO3 の発言も吟味したい（セグメント No.7）。ここで挙げる B 県と
は A 県を含む域内で最大の都市を要する中心地域であり、日本語学校に通う学生も最も多
い。ただでさえ、引っ越しを敬遠しがちだとするならば、なおのこと、わざわざ田舎と目









で、その、人たちを A 県に呼ぶためには、魅力、メリット、が、ないとだめなんですけど。 
 
6.1.5 日中大学等国際交流担当者会議 
 表 6－2 中に「2012 年日中担当者会議に参加された先生」という記述があった。これは
協定校へのアプローチを、A 大学より先方を訪問して行うばかりでなく、協定校より A 大
学に留学送出しの担当教職員を招いて行おうというものである。表 6－2 の中で、協定校の








を目的としていることがわかる。参加校と参加人数は、高校からが 5 校 6 名、大学からが
148 
12 校 13 名であった。国際交流センター事務室が受入れの手続き及び会議の運営全般を総覧
し、理事長、学長の他、国際交流委員および日本語教員が中心となって対応している。 






  表 6－3：日中大学等国際交流担当者会議日程表 
日時 活動内容 
1 月 22 日夜 歓迎レセプション 
1 月 23 日午前 オリエンテーション、大学案内、質疑応答 
1 月 23 日午後 
A 県温泉観光都市一泊研修 
1 月 24 日午前 
1 月 24 日午後 自由行動 













































































ては「A 大ビジョン 21」にも書かれていたが、未だ目標のまま具体化はしていない。 
「ビジネス日本語」、「経営学」、「実用的な日本語」など卒業後の進路と結びついた教育
プログラムへの期待も高い（回答 3、5、9）。「ビジネス日本語」は会議開催時点では設置さ
















6. 日本語教師の、A 大への訪問、研修について話をしたい。（湖南省・Q大学） 





10. 大学 3 年時にどれだけ多くの単位を取得できるか。3 年生でできるだけ多くの単位を取得でき
れば、卒業証書を中国の学年暦に合わせてもらうことができるため。（遼寧省・O大学） 
11. 教師派遣交流と留学生短期体験を検討してほしい。（遼寧省・O大学） 
12. 3年次編入生の在留期間を 1年半にできたら、大学院入試に間に合う。（遼寧省・S大学） 
 
回答 6、11 は、協定校の教員の研修受入れ先となることを希望している。これに関して
は、K 大学に対して 1 か月の受入れは試みたが（第 5 章）、同様の要望は根強い。 
一方で回答 7 にあるように、A 大学からの教員派遣要請も見られた。本来、取り交わし
ている協定書（第一協定書）にも教員間の学術交流などは謳われている。しかし現状は、
本章冒頭で取り上げたように、せいぜい協定校訪問時の授業提供に限られる。 
                                                 
67 学校名は実名を伏せる。下線は提供資料のまま。資料 6－6 も同じ。 
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 以上の要望は協定校から A 大学に対しての積極的な交流と「教学支援」を望んでのもの
と評価できるが、回答 10、12 は協定校における便宜を図ったものであり、A 大学での 2 年




















































































ミュニケーション学科（定員 85 名）において、韓国語専修が開設されたのは 2009 年のこ
とであった。当初 3 名からスタートしたこの専修は 2010 年度 5 名、2011 年度 15 名、2012
年度 22 名、2013 年度 16 名、2014 年度 22 名、2015 年度 25 名と、着実にその層を厚くし
てきている68。学科全体の入学定員が 85 名といっても、その大半を日本語専修（留学生）
で占めてきたことを踏まえると、日本人学生のうち、学科を構成する中国語専修、ドイツ
語専修、フランス語専修を抑えて、2014 年度や 2015 年度は最も専攻する学生の多い専修
                                                 
68 2009、2011、2012、2014 年度はそれぞれ 1 名ずつ 2 年次に現代英語学科から転学科し
た者、もしくは 3 年次に編転入した者を含む。 
155 
となった69。これに加えて第二外国語で学ぶ者もおり、その人気振りが察せられる。 
以下に示した表 6－7 は、アジア圏へ留学した A 大学の日本人学生の実績である。韓国語・




表 6－7：アジア圏への日本人留学者数と派遣国・地域別分類（2009‐2014 年度） 
出身国 
・地域 
09 年度 10 年度 11 年度 12 年度 13 年度 14 年度 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
中国 10 7 6 7 7 4 3 3 3 5 4 7 
台湾 6 6 7 4 2 5 5 2 0 1 1 1 
韓国 0 0 0 3 3 3 3 9 6 15 14 12 










ようとした。すなわち A 大学進学コースの設置である。 
指定校となった韓国の日本語学校（S 日本語学校と仮称）は、A 大学への進学を前提とし
た進学コースを創設し、近隣の高校を中心にリクルートを展開した（「6.8.2 第Ⅲ期におけ
る留学生 EM」にて詳述）。これによる成果は、第 5 章でみた 2014 年度の受入れ実績に確
かに反映されている（「5.1.1 正規留学生のマーケット」参照）。  
                                                 
69 例えば 2015 年度秋学期は 1 年生から 4 年生までの総計で、中国語専修 43 名、フランス
















では、1 年次と 3 年次とでどのような受入れの条件を設けているのだろうか。2014 年に
策定された募集要項から導き出したい。2014 年 9 月に作成された『2015 年度入学試験要





次編転入学希望者であれば、さらにもう 2 年、短期大学卒業以上が出願の前提となる。 
その上で求められる能力としては日本語能力が挙げられ、1 年次では JLPT の N2 以上を




                                                 































 上記の T は県内の他大学で大学院の博士後期課程に所属していた学生であったが、日本
語能力の不足から研究も進まなかったという。そこで大学院を辞めて A 大学の学部生とし
て 2 年次より日本語を主として学び直そうと考え、入学試験に臨んだ。このような経歴は
                                                 










学で 2 年、受入れ先で 2 年とすることから、「2＋2」とも呼ばれる）ことから、先に挙げた
一般入試の 3 年次相当の実力は期待されるところだろう。そこで、A 大学『2015 年度二重
学位取得プログラム募集要項』中の「二重学位とは」と題したプログラムの趣旨を述べた
文章を別冊に資料 6－6 として紹介しよう。 





ない人」で、「（1）2015 年 3 月までに国際協定校の所定の課程に 2 年以上在籍し、所定の
単位を修得（見込みを含む）した人」であり、「（2）国際交流協定に基づく推薦を受けた人」
とするばかりである。 
「2015 年 3 月」の時点で「2 年以上在籍」しているという条項（上記（1））については、




















提出書類の項目 一般入試 二重学位 
検定料 300 人民元／50,000 韓国ウォン  
入学志願書 ○ ○ 
推薦書 ○ ○ 




写真（4 枚） ○ ○ 
卒業証書のコピー ○ ○ 
















N1 から N4 未満までの 4 段階の幅を設けて、推薦者に評価するよう求めている。1 年次
の受入れにおいて、実際に受験する者の日本語能力には大きなばらつきがあることがこれ
より窺える。なお、評価の項目は 4 技能に加えて総合の 5 項目としているが、「総合」がど
んな能力を指すのか、4 技能との関連など詳細な説明は書かれていない。本来 1 年次の受入











プログラムに参加する学生については、日本語能力試験の N3 や N4 といったレベルは想定
評価項目 評価 評価基準 
読解能力 A・B・C・D A： 日本語能力試験 N1 級程度の能力があり、講義
に支障はない。 
B： 日本語能力試験 N2 級程度の能力があり、今後
の研鑚と努力で能力の向上が十分期待できる。 
C： 日本語能力試験 N3 級～N4 級程度の能力があ
り、今後の研鑚と努力で能力の向上が十分期待
できる。 
















そして筆記試験については日本語能力のみが問われるが、その内容も 1 年次と 3 年次とで






















 筆記試験に関して、A 大学からは公開している 3 年次の試験問題のサンプルデータの提
供を受けた（別冊資料 6－7。これを作成したのは 2013 年 1 月時点でのものである）。これ
は設問の構成とそれぞれの問題サンプルを列挙したものであり、受験を希望する者に提供






 N1 相当の日本語能力を条件としていた 3 年次の編転入学であるが、筆記試験では初級レ
ベルの語彙・文法問題も盛り込まれている一方で、N1 相当の問題がごく一部に限られてい





転入学試験（二重学位プログラム資格認定試験を含む）は 31 名が出願し、このうち 1 名を



























優 （4 点） 
良 （3 点） 
可 （2 点） 
不可（1 点） 
感 性 
好 奇 心 
責 任 感 
誠 実 性 







優 （4 点） 
良 （3 点） 








優 （4 点） 
良 （3 点） 





理 解 力 
客 観 性 
論 理 性 





優 （4 点） 
良 （3 点） 





 さて、人物評価は 16 点を最高点として配分しているが、日本語能力を査定するにあたっ
ては、全 24 点を満点とする次の評価シート（次ページ、表 6－12）に従って採点するとい
う。難易度別に 5 つのトピック、タスクがあり、5 段階の評価基準に沿って採点する。また
流暢さと発音でそれぞれ 2 点を加点できるものとしている。 
設定されている難易度についてだが、難易度 1 が「自己紹介（含、志望理由）＝想定さ
れた問いへの回答ができる」、難易度 2 が「直近の出来事・自身の行動を語ることができる」、




   表 6－12：面接試験における日本語能力評価基準 
受験番号： 
難易度１ ４・３・２・１・０ 
 難易度２ ４・３・２・１・０ 
 難易度３ ４・３・２・１・０ 
 難易度４ ４・３・２・１・０ 
 難易度５ ４・３・２・１・０ 
 加点＜流暢さ＞ ２・１・０ 
 加点＜発音＞ ２・１・０ 
総 計 ／２４ 
 



















































 表 6－13：入学試験日程（上海会場） 
入学時期 出願期間 試験日 合格発表日 入学手続期間 
春入学 
2014 年 
10 月 20 日(月) 
～ 
11 月 28 日(金) 
12 月 13 日(土) 12 月 19 日(金) 
12 月 19 日(金)
～ 
1 月 16 日(金) 
秋入学 
2015 年 
6 月 2 日(火) 
～ 
7 月 7 日(火) 
7 月 11 日（土） 7 月 17 日(金) 
7 月 17 日(金) 
～ 
8 月 21 日(金) 
 
 ところで海外入試の中で異彩を放つのが、本章第 1 節「リクルート」でも取り上げた韓
国における S 日本語学校での早期入試である。2014 年度 4 月入学の学生のため、2013 年 4
月に入試を実施し、1 年後の入学を保証する。ただしその年 12 月に入学後の奨学金受給額
（授業料減免額）の検討材料とするために再度試験を行うことで、年末まで継続して S 日











































































                                                 
76 文部科学省ホームページ「留学生 30 万人計画の実現に向けた留学生の住環境支援の在り





































































































国際寮は 2013 年度中に準備を始め、運用開始は 2014 年 4 月からとなった。2014 年 8
月に最初の学期を終えての報告書が提出されている。これによると 315人が居住しており、
そのうち日本人男子学生が 22 人、日本人女子学生が 167 人、留学生男子学生が 41 人、留
学生女子学生が 85 人であったという。初年度から多くの男子学生が住んでいるのは、従来
の男子寮（という名の借り上げアパート）を廃止して国際寮に一本化したことによる。ま
た RA は 11 名が任じられているが、そのうち 7 人が短期留学生である。なお、RA を務め


























































































その件数と内容、発生時期を見ていこう（表 6－14）。閲覧できた記録は 2006 年から 2014
年までとなったが、この間に 6 件の処分事例を確認することができた。2002 年から受入れ






懲戒の日時 問題行動 処分内容 
2006 年 3 月 無免許運転⇒無断帰国（行方不明） 懲戒退学 
2009 年 9 月 暴力行為 2 件 停学 2 週間 
2010 年 6 月 風俗店でのアルバイト（県迷惑行為等防止条例違反で逮捕） 懲戒退学 
2010 年 12 月 学内への刃物持ち込み 停学 1 週間 
2011 年 8 月 バイクで無免許、飲酒、救護義務違反 懲戒退学 
2012 年 10 月 資格外活動の不申請 スナックでのアルバイト 停学 1 週間 
 
 さて、留学生がごく少数であった第Ⅰ期には、2006 年に懲戒退学となったケースが 1 件
報告されている。この学生は無免許運転での摘発を機に国へ無断で帰り、そのまま音信が
途絶えたという。そのため当該学生不在の中で処断されている。 
 留学生が拡大し、学内でその存在が目立つようになった第Ⅱ期には、懲戒処分が 3 件発
生している。表 6－14 にあるように、問題行動は個々で異なる。このときの処分内容は懲
戒退学が 1 件、停学が 1 件であった。懲戒退学は警察に逮捕されたことを受けての処断で
あり、入国管理法違反に該当したものである。 
第Ⅲ期には、2011 年の道路交通法違反による逮捕に基づく懲戒退学が 1 件、2012 年に発
生したアルバイトにまつわるトラブルが 1 件起きている。その後は 2 年以上、少なくとも
学生支援委員会、そして教授会で審議されるような事案は表面化してはいない。懲戒につ


























































































































































































































































































語で対応する中国人留学生（台湾出身者 1 名を含む）4 名と英語で対応する日本人学生 1
名が選出されている。週当たり計 12 回の相談時間（各回 90 分）が設定されている。 
 残念ながらその利用状況等は記録されておらず、客観的に実態をつかむことはできない





















いる。それに対する奨学金もかなり与えられている。現在 1 学年 130 名の日本人学生の
定員の他に、約 70 名の留学生が、アジア諸国以外にも、アメリカはもとよりスウェーデ
ン、カナダ、ノルウェー、オーストラリアなどから来ている。彼らに対する JASSO の奨


















それでは A 大学の正規留学生への経済支援にはどのようなものがあるだろうか。 
 
6.4.1 授業料等の減免・補助 
 A 大学の 2015 年度入学者用の『募集要項』（すなわち、2014 年度に用いられた『募集要




は 1 年生であれば 1 年分の納入を課せられるが、編転入学については半年で良しとされる。
1 年分とは 1 年間の授業料から授業料減免額を差し引いたものを、半年分であればその半額
を意味する。これは寮に入ることを希望したときにも寮費において同様に扱われるという
（なお、寮費補助は 2016 年度募集要項より廃止）。 
 
図 6－1：1 年次入学時納入金 
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表 6－16：1 年次入学時の授業料減免制度 
奨学金の種類 授業料減免額（年間） 
第Ⅰ種（授業料相当額の 100%減免） 590、000 円 
第Ⅱ種（授業料相当額の 80%減免） 472、000 円 
第Ⅲ種（授業料相当額の 60%減免） 354、000 円 
第Ⅳ種（授業料相当額の 40%減免） 236、000 円 
 
表 6－17：3 年次入学時の授業料減免制度 
奨学金の種類 授業料減免額（半年） 
第Ⅰ種（授業料相当額の 100%減免） 305、000 円 
第Ⅱ種（授業料相当額の 80%減免） 244、000 円 
第Ⅲ種（授業料相当額の 60%減免） 183、000 円 





たとする。その後 1 年間 A 大学でしっかり勉強し、取得した単位も優秀な成績だと認めら
れれば、次年度は第Ⅰ種へ格上げされる可能性を有する。上記の依拠となった実際に募集




 武蔵野大学では、表 6－18（次ページ）に示すように授業料減免制度について 4 段階を採
用人数を設定した上で運用している80。またこの採用人数は同サイトの注記に拠れば「日本
人学生との合計人数」「1 年毎に奨学金継続の可否審査」を行うものとしている。先に挙げ
た A 大学の減免制度を適用すると 1 年次から授業料 100％を適用され、それが 4 年間継続
できれば、減免される総額は 236 万円（1 年あたり 59 万円の減免を 4 年間継続した場合）
であり、武蔵野大学には及ばない。しかし人数に制限がなく、成績が（合格圏内において）









合格区分 採用人数 減免内容 
Global-S 10 名 374.8万円 
4 年間 
授業料 100％免除、教育充実費 100％免除 
Global-A 20 名 280 万円 授業料 100％免除 
Global-B 25 名 140 万円 授業料 50％免除 




いて、その減免率を比較し、地域における A 大学の学生支援の位置づけを考える。 



















大学 奨学金名称 減免率 募集人数 
B 記載なし 
C 記載なし 
D 私費外国人留学生の授業料減免 20～100% 未定 
E 
E大学私費外国人留学生授業料減免 （学士課程）40％ 制限なし 
E大学留学生奨学基金奨学金 支給額は年度による 未定 
F 私費外国人留学生授業料減免制度 50% 未定 


























でも 2015 年度と 2016 年度での寮費設定について確認しておく（表 6－20 及び表 6－21）。 







表 6－20：2015 年度 寮費関連一覧 
部屋タイプ 入寮費 寮費（月額） 寮費減免額（月額） 
南側 1 人部屋 20,000 円 39,000 円 3,000 円 
北側 1 人部屋 20,000 円 36,000 円 8,000 円 
北側 2 人部屋 10,000 円 18,000 円 3,000 円 
 
表 6－21：2016 年度 寮費関連一覧 




南側 1 人部屋 70,000 円 41,000 円 廃止 
北側 1 人部屋 70,000 円 38,000 円 廃止 




南側 1 人部屋 40,000 円 41,000 円 廃止 
北側 1 人部屋 40,000 円 38,000 円 廃止 
北側 2 人部屋 25,000 円 20,000 円 廃止 
 













 食事は選択制で、希望する場合は月に 20,000 円（朝・夕 2 食）です。 
※ 2014 年 4 月実績 
 納入された入寮費（現状回復費・布団代）は返還しませんのでご注意ください。 











 入寮後、春入学は 5 月まで、秋入学は 11 月まで食事を申し込んでいただきます。
その後は自炊をしてもかまいません。食費は月額 20,000 円（朝・夕 2 食）です。 
 納入された入寮費は返還しませんのでご注意ください。 





















表 6－23：1 年次入学の授料減免率（2009 年度秋～2014 年度 表中の数字は人数） 
 
2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 
秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
Ⅰ 0 1 0 8 1 1 0 2 1 2 1 
Ⅱ 29 23 1 10 0 3 0 5 0 4 0 
Ⅲ 0 0 14 13 12 8 8 1 0 2 1 
不明 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 
  
ところが 2010 年度秋学期には第Ⅲ種が 14 人と大半を占めることになる。この傾向は






と、4 名が県内より、もう 4 名が県外より進学している。 





次ページ、表 6－24 は 2 年次入学した者の入学時における授業料減免率を一覧にしたも







表 6－24：2 年次入学の授料減免率（2009 年度秋～2014 年度 表中の数字は人数） 
 
2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 
秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
Ⅰ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
Ⅱ 7 2 4 3 3 3 0 0 0 0 0 
Ⅲ 0 0 0 0 0 0 4 0 2 0 0 
不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 
2012 年度秋と 2013 年度秋にそれぞれ 2 年次入学した学生は、いずれも第Ⅲ種となって
いる。この 6 名を推薦した協定校とは二重学位プログラムの協定を取り交わしているもの
の、その送出し実績から入試制度の簡略化の対象校とは位置づけられていない。 
 この 6 名だが、例えば 2012 年度秋学期に受入れた 4 名は、入学後にプレイスされた日本
語クラスは 2 年生対象の 3 レベルのうち、中間に位置する B クラスであった。当時の日本
語教育が、いかに下位レベルに手厚いものであったか、その証左ともなるだろう。2013 年




まずはその他の確認から着手する。2013 年度秋入学の 2 名は、減免申請をしなかったこと
による。2014 年度春入学の 3 名はいずれも韓国の協定大学から受入れたのであるが、日本
人学生の韓国留学希望熱が高いことを受け、相互の協定により授業料を免除したものであ
り、受入れた学生の能力によるわけではない。 




受入れが受入れ手段として定着していることから、3 年次での第Ⅲ種での受入れは 1 年次や







表 6－25：3 年次入学の授料減免率（2009 年度秋～2014 年度。表中の数字は人数） 
 
2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 
秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
Ⅰ 2 1 0 1 0 1 0 0 1 0 3 
Ⅱ 50 23 39 10 15 8 4 0 0 0 8 
Ⅲ 0 0 0 1 0 0 21 6 16 3 11 
不明 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 




6－26）。これらは 2015 年度実績だというが、その受給者数について併記した。 
 
表 6－26：外部奨学金受給実績（2015 年度） 
奨学金名称 給付月額 2015 年度受給者数 
（公財）平和中島財団外国人留学生奨学生 100,000 円 0 人 
ロータリー米山記念奨学生 100,000 円 0 人 
私費外国人留学生学習奨励費 48,000 円 3 人 
（公財）朝鮮奨学会大学・大学院奨学生 25,000 円 0 人 
（公財）A 県国際交流協会私費外国人留学生奨学生 20,000 円 2 人 
JEES 一般奨学金 30,000 円 0 人 









については 2010 年度からの受給者数の推移を表 6－27 に一覧にする（2012 年度までは「日
本学生支援機構私費外国人留学生学習奨励費」であり、翌 13 年度から「文部科学省外国人
留学生学習奨励費」に名称変更したという）。 




表 6－27：私費外国人留学生学習奨励費 受給者数一覧（2010 年－2015 年度） 
年度 受給者数 追加受給者数 合計受給者数 
2010 13 人 1 人 14 人 
2011 22 人 6 人 28 人 
2012 13 人 7 人 20 人 
2013 10 人 2 人 12 人 
2014 5 人 2 人 7 人 
2015 3 人 1 人 4 人 
 
 次ページの表 6－28 は、この奨励費の支給を司ってきた日本学生支援機構より、各教育
機関に対して送られてきた奨学金受給候補者の推薦依頼文に書かれてあった推薦人数を算
定するための基準を、筆者が編集したものである。前掲の表 6－27 で確認したように、受









表 6－28：平成 23 年度私費外国人留学生学習奨励費 推薦依頼数について（一般枠） 




推薦不可 0－2 人 0－2 人 0－2 人 0－2 人 
1 人 3－14 人 3－20 人 3－21 人 3－37 人 
2 人 15－26 人 21－38 人 22－40 人 38－72 人 
3 人 27－38 人 39－56 人 41－59 人 73－107 人 
4 人 39－50 人 57－74 人 60－78 人 108－142 人 
5 人 51－62 人 75－92 人 79－97 人 143－177 人 
6 人 63－74 人 93－110 人 98－116 人 178－212 人 
7 人 75－86 人 111－128 人 117－135 人 213－247 人 
8 人 87－98 人 129－146 人 136－154 人  
追加82 99 人以上 147 以上 155 人以上 248 人以上 
 
平成 23 年度から 26 年度までのわずか 4 年の間で留学生支援は全く逆風を浴びたと言っ









                                                 
82 平成 23 年度は在籍者数が 99 人以上いた場合、14 人につき 1 名の推薦枠追加となる。同
様に平成 24・25 年度は 20 人ごとに、平成 26 年度は 39 人ごとに 1 名追加される。 
197 
この「（公財）A 県国際交流協会私費外国人留学生奨学生」については、2011 年度から受
給者が 2 名というのはこの 5 年間変わらないが、2015 年度に実施した 16 年度の募集では、
推薦枠を 1 名に減じられている。また支給額も月額 2 万円から 1 万 5 千円に削減されるこ
とが 16 年度版募集案内に明記されている。従来、A 大学が推薦する 2 名に対して月 2 万円
を 12 か月受けていたところが、1 万 5 千円を 1 名が 12 か月受給するとなると、受給額の









































置されるようになった。従来、1 年次入学者のための日本語クラスは、技能別に週 4 コマ（日
本語読解、日本語聴解、日本語口頭表現、日本語文章表現）が開講され、この他に希望に
応じて日本語能力試験対策授業である「資格日本語」を選択、受講することができた。 




 半年の「特別クラス」を終えても、従来の 1 年次クラスに進級できるというわけでもな
い。週 8 コマは従来の倍の時間数ではあるが、初級テキストを用いて学ぶ段階の学生が 1
学期 15 週を終えた段階で、日本語による講義を受講するなどはとても望めない。まして、
このクラスを受講していた学生たちは、留学に先立って初級レベルの日本語学習を満足に
行わずに渡日してきた者たちであり、自律学習（小山 1996、トムソン木下 1997、宮崎 2006）
についても、少なくともこの時期に彼らに期待することは難しい。 
 この時の日本語クラスは、学年進行に合わせてレベルが上昇する形で開講されていた。
すなわち 1 年次の日本語のクラスの上に 2 年次の日本語クラスがあり、最も高度な内容を 4
年次で扱う、というものである。そこで「特別クラス」を終えた者たちの受け皿を作る必
要から、1 年生の後期（セメスター制における第 2 学期）に従来の 1 年生クラスを 2 段階に
分け、それぞれ A クラスと B クラスとした。さらに進級して 2 年生となった後も、2 年生











図 6－3：日本語科目の開講状況の変遷（2007~2011 年度秋学期） 
    2011 秋 
   2010 秋 4 年生 A 
   4 年生 4 年生 B 
   3 年生 A 3 年生 A 
  2009 秋 3 年生 B 3 年生 B 
  4 年生 3 年生 C 3 年生 C 
  3 年生 A 3 年生 D 3 年生 D 
 2008 秋 3 年生 B 2 年生 A 2 年生 A 
2007 秋 4 年生 3 年生 C 2 年生 B 2 年生 B 
4 年生 3 年生 2 年生 2 年生 C 2 年生 C 
3 年生 2 年生 1 年生 A 1 年生 A 1 年生 A 
2 年生 1 年生 1 年生 B 1 年生 B 1 年生 B 
1 年生 特別クラス 特別クラス 特別クラス 特別クラス 
この他に日本語能力試験対策クラスなどを設置。 








































2012 年度は 1 人の留学生に対して、2 人の日本語チューターを配している。企画の詳細





これを先例として、2012 年度秋学期には留学生 3 名に対して日本語チューター5 名がつ
けられ、取組みは継続している。翌 13 年度には学部に必要と見なされる学生はいなかった
が、短期留学生（短プロ－欧米）から自発的に日本語チューターを求める声が上がり、春
学期に留学生 1 名に対して日本語チューター1 名、さらに 2014 年度春学期も同じく短期留
学生（短プロ－欧米）1 名に対して日本語チューター2 名を充てがっている。2015 年度春
学期も 1 名の短期留学生（短プロ－欧米）のために日本語チューター1 名を募っている。 
すっかり要望は短期留学生（短プロ－欧米）から寄せられるもの移り変わっているが、
ただし 2015 年は 2 年ぶりに正規留学生にも日本語チューターを付けている。これは本章第

















わせたプログラムに改められたからには、到達目標すなわち DP もまた下方修正されたのか。 
 これについて教育支援課長は DP が「見えない」と述べた（AA2 セグメント No.42－43）。
何より、そもそも留学生のための独自の受入れ制度、カリキュラムを立ち上げながら、DP
にはその特色を反映させていないという。そして、「一般的な」DP しかなく、AP の形骸化

































20 名の処分記録から表 6－29（次ページ）を作成した。このうち日本人学生は 1 名であり、
204 
残り 19 件が留学生による（うち No.6 と No.8 は同一人物であり、2 回目の処罰は当該学期
全科目不合格と重くなっている）。摘発を免れた者がこの背後に相当数いるだろうと考えて
も、A 大学において留学生への教職員が抱くイメージのマイナス要因につながる結果である




No. 年度 学期 内容 処分 備考 





2 2009 秋 譴責処分・当該科目無効  
3 2009 秋 譴責処分・当該科目無効  
4 2009 秋 譴責処分・当該科目無効  
5 2009 秋 譴責処分・当該科目無効  
6 2009 秋 試験解答の手助け 
（解答を教えるなど）  
譴責処分・当該科目無効 日本語科目 
7 2009 秋 譴責処分・当該科目無効 日本語科目 




譴責処分・当該学期全科目無効 2 回目 
9 2010 春 譴責処分・当該科目無効  
10 2010 春 譴責処分・当該科目無効  
11 2010 秋 譴責処分・当該科目無効  
12 2010 秋 譴責処分・当該科目無効  
13 2010 秋 譴責処分・当該科目無効  
14 2010 秋 譴責処分・当該科目無効  
15 2010 秋 譴責処分・当該科目無効  
16 2011 春 試験時間中にプリント
の受け渡し 
譴責処分・当該科目無効  
17 2011 春 譴責処分・当該科目無効  
18 2013 春 
（詳細記載なし） 
譴責処分・当該科目無効 日本人学生 
19 2014  春 譴責処分・当該科目無効 
短プロ－欧米 




まず表 6－29 中の備考欄などに注目し、考察していきたい。日本語科目は 4 科目であり、
























上記事態を受けて、制度の活用を呼び掛けている。別冊資料 6－21 は、2010 年度第 6 回教



























































































































スの提供に A 大学は努めてきた。しかし大連事務所に代表される 1 年次学生獲得が振るわ
なくなる半面、海外交流協定校からの二重学位が主流になると、下位に手厚いカリキュラ
ムからの転換が求められるようになった。 
 2015 年度春学期の準備として、2015 年 2 月 19 日に常勤・非常勤合同の日本語教員合同
会議が行われた。以下はこのとき用意された新カリキュラムの紹介資料から、正規留学生
対象授業についてのものを筆者が抜粋の上、再編したものである。 
 まず表 6－30 だが、これは 2014 年度の主要日本語語学科目の一覧である（この他に日本





 ところでレベル 3 が A から C まで 3 種類に分かれるが、これは 3 年次の日本語科目とい
う学年の枠の中で 3 レベルを設けており、単位履修上名称が同一であるため、4C の「聴解
Ⅴ」を取った者が、翌年の春学期、4B の「聴解Ⅴ」を受けることは重複履修となるため不
可能である。3 年次の学生で 3A を取るべきところ、その力を持たない者のための救済措置
としての 3B、3C であると位置付けることができる。 
210 
学年の枠と日本語能力の枠とが並行して機能しており、開講している日本語クラスは 7
段階であっても、学生の目線に立って考えれば 5 段階制を取っていたことになる。 
 
表 6－30：主要日本語科目一覧（2014 年度） 
  聴解 読解 口頭表現 文章表現 
配当年次 レベル 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
4 4 Ⅶ Ⅷ Ⅶ Ⅷ Ⅶ Ⅷ Ⅶ Ⅷ 
3・4 3A Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ 
3・4 3B Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ 
3・4 3C Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ 
2 2 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ 
1・2 1 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 
1 0 初中級総合日本語Ⅰ～Ⅷ（4 コマ チーム・ティーチング） 
 




表 6－31：主要日本語科目一覧（2015 年度） 
  読解 聴解 総合 表現技術 
配当年次 レベル 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
3・4 特級 応用日本語Ⅰ～Ⅷ（半期完結を春・秋開講） 
3・4 5 Ⅸ Ⅹ Ⅸ Ⅹ Ⅸ Ⅹ Ⅵ Ⅵ 
2・3・4 4 Ⅶ Ⅷ Ⅶ Ⅷ Ⅶ Ⅷ Ⅴ Ⅴ 
1・2・3・
4 
3 Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ Ⅴ Ⅵ Ⅳ Ⅳ 
1・2・3 2 Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅳ Ⅲ Ⅲ 
1・2 1 Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ Ⅰ Ⅱ 































                                                 
































様な IT 化などの要因も、これに入る」と述べ、英語をその要素の 1 つに加えている。 




















表 6－30：留学生に求められる日本語能力（白𡈽・権藤（1991）表Ⅱ－4 転載） 
 文科系 理科系 
日本語が出来なくても英語が出来ればよい 4 人（ 2.3%） 33 人（14.9%） 
日常生活に不自由なく暮らせる程度 28 人（15.9%） 70 人（31.7%） 
研究に関する議論が行える程度 58 人（33.0%） 76 人（34.4%） 
話すことより論文が読めること 29 人（16.5%） 7 人（ 3.2%） 
論文が書ける程度 39 人（22.2%） 12 人（ 5.4%） 
無記入 18 人（10.2%） 23 人（10.4%） 
計 176 人（100.0%） 221 人（100.0%） 
 

































                                                 




























































































 A 大学は学士課程のみを有するが、大学院設置は「6.1.5 日中大学等国際交流担当者会議」
でも、協定校から寄せられた要望に含まれてもいた。これに関して中長期計画書『A 大ビジ







                                                 
87 文部科学省が「大学改革実行プラン」（平成 24 年 6 月）の中で、「研究力強化：世界的な
研究成果とイノベーションの創出」の取組みの 1 つとして「世界で戦える『リサーチ・ユ
ニバーシティ』の増強」を挙げている。これよりリサーチ・ユニバーシティとは、世界的




























 リテンションを A 大学がどう捉えているのかを考える前に、まずは除籍・退学の実際を






年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 合計 
除籍 2  1 3 6 7 10 2 31 
退学 2 4 7 13 5 6 2 39 
合計 4 5 10 19 12 16 4 70 
 
 2008 年に除籍となった 2 名 2007 年度に、退学となった 2 名が 2008 年度に入学、編転
入学している。つまり正規留学生の受入れが本格的にスタートした第Ⅱ期（2007 年～2010
年度）以降に A 大学にやって来た者の中から 69 名が卒業することなく大学を去ったことに
なる。この間に受入れた留学生の総数（13 年度秋の「日本語特別プログラム」31 名は除く）




い。表 6－32 に一覧にまとめた（次ページ）。 
協定校からの受入れについては二重学位プログラムか否かでまず二分した。二重学位プ















二重学位 8／291（2.7%） 国内進学 12／74（16.2％） 
協定校編転入 0／37（0%） 斡旋 11／63（17.5%） 
大連事務所 33／96（34.4%） 韓国・指定校 0／5（0%） 
瀋陽事務所 5／5（100%） 個人出願 0／34（0%） 












この枠組みでの受入れは 63 名を数えるが、うち 11 名が除籍・退学した。さらにその内





結び、指定校として位置付けた（詳しくは本章第 2 節「アドミッション」参照）。14 年まで
のデータでは、実質 1 年目が含まれるにすぎないため、受入れ総数も 5 名に留まる。 
国内の日本語学校の進学や他の日本の大学からの編転入等、「国内進学」に目を向けよう。


















 数多くの除籍・退学者を生み出す結果ともなった A 大学の留学生施策であるが、なぜ多



























の修業年限で卒業することを前提としている。また第 38 条について補足すると、その 3 項
において「休学期間は、1 回の願い出について 1 年以内を原則とし、通算して 4 年を限度と
する」とし、実情に応じて休学も含めて弾力的な措置によって卒業まで導く。 




同様に第 3 項「休学期間を超えてなお復学できない者」についても、5 年に及ぶ休学申請を
した結果、除籍となった者はいない。実情は第 1 項「授業未納付」と第 4 項「長期間行方
不明」とに限られ、しかも圧倒的に第 1 項に集中している（第 1 項が 29 名、第 4 項が 2 名）。 
 第 4項に該当した除籍者について取り上げると、1人は 2009年に除籍となったS（仮名）、
もう 1 名は 2011 年除籍の U（仮名）である。両名ともに大連事務所を経て 1 年次入学をし、
S は 1 年生のうちに、U は入学の翌年に処断されている。「長期の行方不明」が事由である
ことを思えば、入学からほどなく所在がつかめなくなったのであろうし、教職員がリテン
ションに向けて手の打つ暇も与えられなかったものと推察できる。 















別冊資料 6－23）から考察しよう。この学生は大連事務所を通しての 1 年次入学者であり、





























 さて、湖北省の協定大学教員（D と仮称）による斡旋は全校で消化したが、9 名が除籍と
なった。その理由は、全員が第 1 項「授業料未納」となっている。しかし彼らについては
直接対応し、また D 氏とも普段やり取りをしていた IC7 の発言をみたい（第 4 章既出。セ
グメント No.76）。ここから、明らかにアドミッションに問題を抱えており、悪質ブローカ
ーと呼ぶべき先方との関係性そのものを見直すべき必要があることに思い至るだろう。 



















表 6－33：退学理由別人数（2007 年―2014 年度） 
退学理由 退学者数 退学理由 退学者数 
進路変更 20 人 健康不良 4 人 
学力不足・学習意欲減退 5 人 震災 1 人 
家庭の都合 2 人 懲戒退学 2 人 
経済的理由 4 人 在留資格更新不可 1 人 
 
 このうち最も多かったのが「進路変更」であり、大学院進学 3 名、他大学への転学 6 名、










した「教学支援」向上には至っていない（「6.1 リクルート」及び「6.5 教学支援」参照）。 
 「経済的理由」と「健康不良」は 4 名が理由として挙げている。この「健康不良」には
日本の生活に馴染めないなど精神的な不調が含まれる。「健康不良」に関しては、これを挙
げた全員が異文化に馴染めず精神的に負担を抱えたという。AA3 もこの点を指摘している

























だろう。ただこれについて別途注目したいのが休学である。同時期（2007 年から 2014 年
度）に休学した者は 20 名いたが、その内訳は病気療養を目的とした者 10 名、家族の介護
を理由とした者 7 名、出産 2 名、震災による家族の不安解消のための一時帰国 1 名であっ
た。家庭の都合を理由に休学したものの数が目立つ。特に家族の介護は平均するとほぼ 1
年に 1 人がこのような事態に見舞われたことになる。これを受けて IC3 は次のように休学





































ある。この学生については当時入管と交渉にあたった IC3 が、Y に勉強の機会を与えられ
なかったと悔やんでいる（セグメント No.69）。これについては除籍対応の一部がそうだっ
たように、そもそも留学許可を与えてよかったのか、「アドミッション」のあり方を問い直
                                                 

















































 郭（2014）は「留学生 30 万人計画」以降の留学生の就職実態を次のようにまとめている。
日本の経済活動の担い手として日本での就職を望む政府・関係省庁（文部科学省、経済産
業省）によるプロジェクトの実施、法務局による就職活動を目的とした在留期間の半年か































（2） A 大学における留学生の就職 
A 大学ホームページには「過去 3 年間の主な進路・就職状況」が公開されているものの、
留学生がそのうちのどれに該当するのか、内訳は明示されていない。留学生の就職率につ
いてキャリア支援課長（CS1）に尋ねたところ、「全部の留学生の、だいたい毎年ですね、
























































































                                                 
89 『学生要覧』では「キャリア支援科目」と表現される。 



































                                                 
91 「学生の就職率の向上やキャリア形成の促進を図ることを目的」とした大学等の取組み
対する財政支援のこと（文部科学省ホームページ「平成 21 年度『大学教育・学生支援推進




 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 
就職希望者数（人） 18 10 25 16 22 
就職希望率（％） 38.3 30.3 43.9 20.5 27.5 
就職内定率（％） 72.2 70.0 56.0 43.8 77.3 
 
表 6－36：卒業生（留学生）の大学院進学希望者数・進学希望率・進学率の推移 
 2007 年度 2008 年度 2009 年度 2010 年度 2011 年度 
大学院進学希望者数（人） 8 9 7 11 10 
大学院進学希望率（％） 17.0 27.3 12.3 14.1 12.5 












































































 就職活動を支援するとき、大学の所在地である A 県は域内でも交通が不便である。つま
りは田舎であるとされることから（5.3 国内マーケットの開拓と維持）、県内での就職の可
能性は自ずと限られるという。CS2 もその点については、「不可能」との認識を示すととも










 このように就職の可能性の乏しい A 県において、インターンシップを開催することは決
して容易ではない。インターンシップの受入れ機関も大半が留学生の就職とは縁の薄い行





今年は A 県全体で、ま、経営者協会という企業団体が紹介してくれる、受入れ先が 250ござ



















選択肢があることを示している。    
「卒業研究Ⅰ・Ⅱ」について、シラバスより「授業の概要」と「授業の目標」を以下に
抜き出す（表 6－37、6－38）。基本的には 1 年半をかけて卒業論文を書き上げることを目








年度以降についての実績は入手した資料（表 6－36）では不分明だが、「過去 3 年間の主な




































から第Ⅲ期（2011～2014 年度）への移り変わりを留学生 EM の各要素に注目しながら再編
したい。このとき、第Ⅱ期ついては既に確認したように無理を重ねたことによる問題の発
生が顕著であった。これを主動した PR2 の意見も補い、その背景や目指したものと実態と
の相違を探り、正規留学生に向けた留学生 EM の難しさ、或いは可能性を論じたい。 
 
6.8.1 第Ⅱ期における留学生 EM 
 この時期 A 大学では、極端な定員割れを起こした 2007 年度、そして翌年には大学として
の基準を満たしているか外部審査を受けたものの、判断保留とされた。「2018 年問題」まで











その知人で同じく PR2 の教え子でもある OB2 が 2 代目所長となった。さらにこの OB2 か



























































































































した。EM のまさに反面教師と言っていい留学生施策が、A 大学のこの時期の姿であった。 
 







韓国の日本語学校との連携策とは、韓国の S 日本語学校を「マーケット」とし、A 大学
・・・ 安易な留学の助長 
・・・ 学習意欲減退 









・・・ （1年次）量 偏重 
・・・ 選考の形骸化 




・・・ 単位取得困難 【対応】 
形骸化 












S 日本語学校は A 大学の名前を使って自校で学ぶ学生を集めることができ、A 大学は「マ
ーケット・リサーチ」、「リクルート」を S 日本語学校に委託することが可能となった。 













ることできる。そこで 12 月に奨学金認定試験を設定した。つまり 4 月（7 月）の早期入試
後、年末の奨学金認定試験までの「教学支援」に S 日本語学校の存在意義が生じるのだ。 
「教学支援」に関しては、奨学金認定試験での出題内容を 1 年次の日本語カリキュラム















 以上を踏まえ、韓国における新戦略を図示したのが図 6－5 である。教学支援を中心とし
て各 EM 構成要素が相互に連携している。また「マーケット・リサーチ」については S 日
本語学校に一任しているものの、「リクルート」、「アドミッション」、「経済支援」までは A
大学も「教学支援」の立場から、これを積極的に支援し、いわば S 日本語学校と A 大学の
共同プロジェクトとして遂行されている。未だ試行的な段階だが、第 2 章で挙げた「図
2‐3：修正版 EM 構成要素の連環」に近づいていると言っていい。 
 



























































 上海事務所による 1 年次・個人出願の募集が振るわなかったことから、A 大学にとって


















































 二重学位プログラムと留学生 EM 
 最後に、第Ⅲ期において二重学位プログラムを留学生EM構成要素にあてはめてみよう。
8 つの EM 構成要素は、次ページ図 6－6 によってその関係性を説明できるだろう。これを
249 
図示するにあたっては、A 大学とマーケットである協定校との関係も考慮しつつ、「図 2－
1：『学生満足中心』の EM 構成要素の関係づくり」及び「図 2－2：戦略的エンロールメン
ト・マネジメント」を参考とした。 
 
図 6－6：第Ⅲ期 二重学位プログラムにおける留学生 EM 構成要素 
 
 


























は、例えば大学院進学であれば、「2＋2＋2」すなわち協定校での 2 年、A 大学での 2 年の


















第 7 章 短期留学生支援とその課題 
7.1 短期留学プログラムの基本情報 




だし北米については 13 年度から 14 年度にかけて 200 人近く減じた（前年比－11.1%）。 
 
表 7－1：短期留学生数（日本学生支援機構ホームページより筆者作成） 
 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 
アジア 6,192 人  6,876 人  7,095 人  7,908 人  
欧州 1,597 人  2,240 人  2,482 人  2,705 人  
北米 992 人  1,551 人  1,634 人  1,452 人  
中東 58 人  45 人  55 人  83 人  
アフリカ 35 人  66 人  83 人  90 人  
中南米 94 人  101 人 135 人 306 人 
大洋州 152 人  267 人 233 人 230 人 
総計 9,120 人  11,146 人  11,717 人  12,774 人  
 
 この傾向は A 大学においても同様であろうか。第 5 章では 2 つのプログラムに参加した










表 7‐2：「短プロ－アジア」の出身国・地域別内訳（2010~2014 年度）【表 5‐2 再掲】 
出身国 
・地域 
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
中国 57 人 58 人 46 人 33 人 38 人 48 人 41 人 35 人 38 人 44 人 
韓国 3 人 8 人 2 人 4 人 5 人 8 人 8 人 7 人 7 人 4 人 
台湾 7 人 4 人 2 人 5 人 8 人 3 人 3 人 4 人 7 人 11 人 
その他 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 1 人 1 人 
合 計 67 人 70 人 50 人 42 人 51 人 59 人 52 人 46 人 52 人 60 人 
 
表 7‐3：「短プロ－欧米」の出身国・地域別内訳（2010~2014 年度）【表 5‐3 再掲】 
出身国 
・地域 
2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
アメリカ 25 人 36 人 12 人 29 人 30 人 19 人 24 人 25 人 25 人 64 人 
イギリス 1 人 2 人 0 人 2 人 2 人 2 人 2 人 0 人 0 人 2 人 
フランス 2 人 6 人 4 人 1 人 5 人 4 人 5 人 2 人 6 人 2 人 
その他 1 人 4 人 1 人 1 人 2 人 2 人 0 人 2 人 4 人 12 人 
合 計 29 人 47 人 17 人 34 人 39 人 27 人 31 人 29 人 35 人 80 人 
 
上記 2 つの表を見ると、A 大学においては「短プロ－アジア」も「短プロ－欧米」も、
その都度増減を繰り返している。「短プロ－アジア」は圧倒的に中国に頼りながら、およそ
50 人から 60 人の間を推移している。「短プロ－欧米」はアメリカからの受入れが大半を占
め、全体で 30 人前後を受入れ続けている。 




また注目に値するのは、2014 年度秋学期に急増した「短プロ－欧米」の 80 名という受
入れ数である。過去例を見ない規模であり、アメリカからの拡大が極端であった。この点
253 
については「7.6 経済支援」で詳述するが、この年獲得した JASSO の奨学金が呼び水と
なったことは、この奨学金支給の絶えた次年度秋の受入れ人数は 47 名（前学期からの継続
生 3 名、新規受入れ 44 名）と大幅減となったことからもわかる。47 名は 2010 年度秋と同
数であり、80 名を受入れた 2014 年度秋を例外とすれば過去最多であり、奨学金支援の効
果を大としながらも、平年並み以上の学生獲得には成功していると言える。 
同じく 2015 年度秋の「短プロ－アジア」についても補足すると、105 名（前学期からの
継続生 28 名、新規受入れ 77 名）に達している。例年のおよそ 2 倍であり、短期留学プロ


















































































7.2 A 大学の国際化 －短期留学プログラムの意義－ 
 A 大学における短期留学プログラムの効果を「国際化」に求めることができるのだろうか。
プログラムの意義を把握したい。そこで北浜（2003）に準じて、国際的開放性（多様性）、
国際的交流性、国際的通用性の 3 つの国際化指標を A 大学に当てはめて考察する。 
 




































 面談回数 0～2 回 3～5 回 ～10 回 11 回以上 
2013 年度秋 12 人 6 人 2 人 3 人 



















































Japanese Film Contemporary Japanese Literature 
Japanese Literary History Overview of Japanese History 
Modern Japanese History Peace Studies 
















Courses）・日本語選択科目（Japanese Language Elective Courses）」と「日本研究科目



































  4：Ｎ1 対策  3：Ｎ1～Ｎ2 対策  2：Ｎ2～Ｎ3 対策  1：Ｎ3 対策 
アクティブ日本事情   （※日本語 3 以上推奨） 
 
 
Kanji & Vocablary 
  4：Ｎ2 相当     3：初級中後半   
  2：初級前中半   1：初級前半 
日韓翻訳演習 
日中翻訳演習 2 日中翻訳演習 1   















































































































































































































































































































「日本語科目」については 8 段階のレベル設定があり、下位 4 レベル（日本語 1～4 レベ
ル）が「短プロ－欧米」の、上位 4 レベル（日本語 5～7 レベル及び S レベル）が「短プロ
－アジア」の受講を想定している。だが実際は日本語プレイスメントテストに基づいて判
断され、日本語 2 にプレイスされる韓国人学生も、日本語 7 を受講するドイツ人学生もい
る。各レベルは週当たり 4 コマ用意されており、日本語 1～4 レベルは主教材を設けてのチ
ーム・ティーチングにて、日本語 5 レベル以上は四技能別にクラス運営される。 









て選択科目が規定される。例えば、「Japanese Pronunciation 1」は日本語 1～2 レベルの学
生の履修を想定して設置された科目となる（次ページ、表 7－6）。 
延べ 19 科目が設定され、うち 11 科目が「短プロ－アジア」と「短プロ－欧米」の合同
開講科目となる。なお、「アクティブ日本事情（Current Events in Japan Fieldwork）」の日
本語レベルに付された「＋」は、そのレベルもしくはそれ以上の日本語力を受講者に求め












「資格日本語／Japanese Language Proficiency Test Seminar」も推奨レベルを明示せず、





レベル 「短プロ－欧米」科目名 「短プロ－アジア」科目名 
Current Events in Japan Seminar1 講座日本事情 1 4～5 
Current Events in Japan Seminar2 講座日本事情 2 6～7 
Current Events in Japan Fieldwork アクティブ日本事情 推奨 3+ 
Kanji and Vocabulary 1   ― 
Kanji and Vocabulary 2   ― 
Kanji and Vocabulary 3   ― 
Kanji and Vocabulary 4  漢字語彙 ― 
Japanese Pronunciation 1  1～2 
Japanese Pronunciation 2  3～4 
Japanese Language Proficiency Test Seminar 1 資格試験日本語 1 ― 
Japanese Language Proficiency Test Seminar 2 資格試験日本語 2 ― 
Japanese Language Proficiency Test Seminar 3 資格試験日本語 3 ― 
Japanese Language Proficiency Test Seminar 4 資格試験日本語 4 ― 
Business Japanese 1 ビジネス日本語 1 5 
Business Japanese 2 ビジネス日本語 2 6 
Business Japanese 3 ビジネス日本語 3 7 
 日韓翻訳演習 ― 
 日中翻訳演習 1 5～6 




























Japanese Culture、Seminar in Japanese Studies、Japanese Linguistics、Peace 
Studies、Japanese Literary History、Overview of Japanese History、Introduction 
to Japanese Society、Japanese Business、Japanese Management、Japanese Film、
Modern Japanese History、Fieldwork、Teaching English as a Foreign Language 
(TEFL) 、Independent Study、Traditional Japanese Arts 1<Calligraphy, Tea 
Ceremony, Shogi>、Traditional Japanese Arts 2<Flower Arrangement, Kimono, 
































留学生獲得のメリット）。表 7－8 にはアジア圏への、表 7－9（次ページ）には欧米圏への
日本人学生の留学実績を、国・地域別に 2010 年度から 2014 年度にかけてまとめている。 
表 7－2 と表 7－8、表 7－3 と表 7－9 をそれぞれ比較してみよう。前者によってアジア
圏からの、後者によって欧米からの受入れと送出しの差異をそれぞれ明らかにする。 
 
表 7－8：アジア圏への日本人留学者数（人）とその派遣国・地域別分類（2009‐2014 年） 
派遣国 
・地域 
2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 
春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 春 秋 
中国 10 7 6 7 7 4 3 3 3 5 4 7 
台湾 6 6 7 4 2 5 5 2 0 1 1 1 
韓国 0 0 0 3 3 3 3 9 6 15 14 12 
合計 16 13 13 14 12 12 11 14 9 21 19 20 
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表 7－9：欧米圏への日本人留学者数（人）とその派遣国・地域別分類（2009‐2014 年） 
派遣国・地域 
2009年度 2010年度 2011 年度 2012年度 2013年度 2014年度 
各年度 5 月 1 日時点での留学者数 
アメリカ 10 6 10 17 15 26 
イギリス 1 1 0 0 0 3 
ドイツ 2 3 4 5 5 6 
フランス 6 12 12 7 11 13 
スペイン 4 1 0 0 0 0 
メキシコ 0 0 0 0 0 0 
合計 23 23 26 29 31 48 
 
まずはアジア圏についてだが、中国からの極端な受入れ過多が目につく。近年 A 大学の
日本人学生で中国に留学した者の数は 1 桁に留まるが、受入れる中国人学生はその 10 倍を
超える数に達する年度さえある（2013 年度春学期は受入れ 41 人に対し送出し 3 人）。協定
校の大半が受入れ一方となっている。さらに交換枠を超えて私費留学で受入れた中国人学





れた韓国語専修が送出した日本人は、その最初の学生である 3 名全員が 2010 年秋に留学し
て以来毎年その規模を拡大し、2013 年度秋からはその数も 2 桁となって中国留学を圧倒し
ている。協定校と比較したときも、中国とは一転して送出し過多となっている。 
また 2014 年度に 1 名を受入れたベトナムは、2015 年度も新規 1 名がプログラムに参加


































たこれまでに「短プロ－欧米」を経て学部編入を希望した者も、2011 年度 1 名（3 年次編






























































務全般を請け負う IC8 が 2015 年度の学生募集戦略として、2014 年度第 26 回国際交流委
員会に提案したのが、メディア媒体の積極的活用である（別冊資料 7－4）。これにより、協
定校との連携を日本に居ながらに密接にすることを目指すとしている。 






















影響については、「7.2.3 第 3 の国際化指標 －通用性－」で取り上げた協定校からの反応を
見る限り、十分検討されていたとは言えない。 
 「実績シラバス」の背景は既に紹介した通りだが、そもそも実績シラバスとは何なのか。
これを提案したのは日本語教員であり、国際交流委員を兼ねる JT4 である。JT4 が委員会
宛に提出した企画文書から、改めてその「背景」と、さらに「原因」「対策」「利点」等、
その計画の骨子を見ていきたい（別冊資料 7－5）。なお、この提案は 2014 年度第 2 回国際





十二分に与えられないという A 大学の教務面の不備、脆弱さが指摘できる。例えば 2014
年度のシラバス依頼については、2 週間で検討をするよう指示されたことが、JT4 の教育支
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援部長 AA1 への申し入れ文書（別冊資料 7－6）から読み取れる。また「度々」と敢えて書
かれている以上、この点での配慮不足が常態化していることも窺われる。 






























授 業 計 画 
回数 授業内容 授業外の学習の指示他 
1 オリエンテーション／用言①【動詞】 復習(補助プリント)  
2 用言②【形容詞･形容動詞】 復習(補助プリント)  
3 助動詞の活用と接続／助動詞①【ず・ごとし】 復習(補助プリント) ／小テスト対策 
4 助動詞②【き・けり】／小テスト① 復習(補助プリント) ／小テストの解説 
5 助動詞③【つ・ぬ・たり・り】 復習(補助プリント) ／例文集の鑑賞 
6 助動詞④【る・らる】 復習(補助プリント) ／例文集の鑑賞 
7 動詞⑤【す・さす】 復習(補助プリント) ／例文集の鑑賞 
8 助動詞⑥【む・むず】 復習(補助プリント) ／例文集の鑑賞 
9 助動詞⑦【なり①(推定)・なり②(断定)】 復習(補助プリント) ／小テスト対策 
10 助詞① 【格助詞】／小テスト② 復習(補助プリント) ／小テストの解説 
11 助詞② 【接続助詞】 復習(補助プリント) ／例文集の鑑賞 
12 助詞③ 【係助詞】 復習(補助プリント) ／例文集の鑑賞 
13 敬語① 【敬語の原理】 復習(補助プリント) ／例文集の鑑賞 
14 敬語② 【重要敬語】 復習(補助プリント) ／例文集の鑑賞 
15 まとめ 例文集の鑑賞 
 
表 7－11：実績シラバスにおける授業計画 






















































































































この計算式により最大を 3.00 とする評価係数が求められる。A 大学では協定校に対して
2.50 以上の学生の推薦を呼び掛けているとのことである。2014 年度の第 16 回国際交流・
留学生委員会議事録の抜粋（資料 7－10）によれば、評価係数 1.62 と 1.65 の 2 名が問題視
されている。両名は中国の協定大学からの出願だが、過去に同程度の成績の学生を受入れ
た結果、留学中断に至ったケースがあり、これを踏まえて慎重を期している。 







この議事録には、「→J 大学、K 大学、V 大学にそれぞれ確認する」と対応が書かれてい
る。V 大学の事例を追跡すると、第 17 回の委員会議事録には、「大体 N4 から N3 までの日






ず、ただ先方を信頼することが前提となっている。むしろ、A 大学は AP を持たず、先方と
の友好関係のみを重視していると言っても過言ではない。 
 なお、タイの大学生のその後については、2015 年度第 1 回国際交流委員会議事録を参照





レベルを紹介する（表 7－12）。2014 年度秋は、日本語 1～6 及び S クラスの 7 段階制を敷
いていた。この時期「短プロ－欧米」を中心に短期留学生が急増し、日本語 2～6 までの各
レベルを 2 クラスずつ（仮に A クラスと B クラスと呼称）に分散して開講している。 
 
表 7－12：2014 年度秋学期クラスレベル別留学生出身国・地域リスト 
 クラスレベル 留学生出身国・地域（人） 
1 日本語 1 アメリカ(12) 
2 日本語 2A アメリカ(10) 
3 日本語 2B 中国(1) 、アメリカ(9) 、フランス(1) 
4 日本語 3A アメリカ(6) 
5 日本語 3B 中国(2)、韓国(1)、タイ(3)、アメリカ(2) 、フランス(2)  
6 日本語 4A 中国(1)、韓国(2)、アメリカ(6)、ポルトガル(1)、カナダ(2) 
7 日本語 4B 中国(1)、アメリカ(9)、イギリス(1)、スペイン(1)、フランス(1) 
8 日本語 5A 中国(7)、アメリカ(2)、ドイツ(1) 
9 日本語 5B 中国(5)、韓国(1) 、アメリカ(1)、イギリス(1)  
10 日本語 6A 中国(13)、台湾(1) 、韓国(2)、ベトナム(1)  
11 日本語 6B 中国(13)、韓国(2)、ドイツ(1) 
12 日本語 S 中国(29)、台湾(1)、韓国(2) 
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 表 7－12 についてさらに補足する。2014 年度秋の日本語クラスはプレイスメントテスト
に基づき、12 クラスに分けて運営されている。レベル 1 が日本語を仮名から教える初級前
半クラスであり、数字が大きくなるほどレベルが上昇する。レベル 6 の上にレベル S を設
け、このクラスが短期留学生対象の最上位レベルとなる。 
「短プロ－アジア」は日本語 5 以上を想定しているが、日本語 4 以下にプレイスされる
と英語で提供される「日本研究科目」受講が推奨されるため、高い英語力が求められる。
表 7－12 をみると日本語 2B クラスに中国人学生が 1 名、日本語 3B クラスに中国人 2 名、
韓国人 1 名、そして派遣元大学の教員が N3 程度の日本語力があると推薦したタイ人学生 3
名が名を連ねている。彼らの実際には既に触れたが、「短プロ－アジア」として本来求めら
れる日本語力を欠いての参加であったことは、所属クラスからも明らかである。さらには




 一方、日本語上位クラス（日本語 5 以上）に籍を置く「短プロ－欧米」は、アメリカ人 3
名、ドイツ人 2 名、イギリス人 1 名であった。能力に応じて上位クラスに参加する分には
問題はないが、日本語と母語との翻訳クラスが提供されない点は「短プロ－アジア」に比








プロ－アジア」にアドバイザーは 2 名であり、1 人あたり 52～53 名を受持つ。この「短プ
















































































国際寮移行後半年で発生した 41 件の問題行動については、このうちの 26 名が留学生によ
ると報告したが、実は短期留学生がそのうち 10 名を占める。さらに内訳を挙げると「短プ




































































学期開始後のオリエンテーションにも注目したい。短期留学生には 11 月と 1 月に開催さ
れるが、これは学内外の行事紹介や生活面その他の不安要素の聞き取りを目的としている
という。2014 年度には月に一度の頻度で実施されるなど、さらに細やかになっている。こ








表 7－13：2011 年度秋学期留学生主要行事一覧 
実施日 行事名 備考 正規 短期 
9 月 15 日 （アジア学生渡日） 空港まで出迎えあり 〇 〇 
 20 日 （欧米学生渡日） 空港まで出迎えあり (〇) 〇 
 ~23 日 （オリエンテーション） 日本語ﾌﾟﾚｲｽﾒﾝﾄﾃｽﾄを含む 〇 〇 
 26 日 （授業開始）  〇 〇 
 27 日 ｶﾝﾊﾞｾｰｼｮﾝ･ﾊﾟｰﾄﾅｰ対面式  × 〇 
10月 2 日 地域行事 学外で行われる祭の紹介 〇 〇 
 6 日 小学生との交流会  × 〇 
 15 日~ 一泊研修 県内観光地で開催 × 〇 
 23 日 料理教室 地元国際交流協会主催 〇 〇 
 29 日~ 大学祭 30 日まで 2 日間の日程 〇 〇 
11 月 5 日 平和大学 県内の大学共催平和学習 〇 〇 
 11 日 日帰り研修 県内観光、工場見学 × 〇 
 15 日 短期オリエンテーション  × 〇 
 19 日 県スピーチ・コンテスト  〇 〇 
 20 日 相撲観戦ツアー  〇 〇 
 ？日 みかん狩り 地域交流の 1 つとして × 〇 
12月 4 日 料理教室 地元国際交流協会主催 〇 〇 
 12 日 正規オリエンテーション 4 年生帰国指導 〇 × 
 19 日 短期修了パーティー ｱｰﾘｰｱｳﾄの学生のため年内に × 〇 
 22 日 朗読・暗唱大会  〇 〇 
 ？日 餅つき大会 地域交流の 1 つとして × 〇 
1 月 17 日 短期オリエンテーション  × 〇 
 26 日 短期修了式  × 〇 









































































流・留学生委員会議事録より 2012 年度から 2015 年度までの 4 年間にかけて、秋学期の受
入れを審議した際の資料を基に、表 7－14 を作成した94。 
 
表 7－14：短期留学生 「一般」「交換」受入れ数（2012～2014 年度）  
 2012 年度秋 2013 年度秋 2014 年度秋 2015 年度秋 
欧米 一般 5 人 10 人 50 人 7 人 
欧米 交換 24 人 23 人 33 人 41 人 
アジア 一般 12 人 15 人 16 人 39 人 






に 10 名を越えている。2015 年度秋には交換留学を一般留学が上回っており、授業料収入
の恩恵を A 大学にもたらした。 
 ところで私費留学に求められる授業料は、「短プロ－アジア」と「短プロ－欧米」とは同
額ではない。これはプログラム創設時の中国の経済状況を慮って、料金を定めたことによ
                                                 
94 その後辞退者も含まれるため、実際の人数には多少の変動がある。 
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る。2016 年度春に向けた学生募集の時点で、求められるプログラム参加費は 1 セメスター
あたり「短プロ－アジア」が 290,750 円、「短プロ－欧米」が 410,750 円であり、双方の差
は大きい（表 7－15。ただし寮費は除く）。 
 
表 7－15：2016 年度春学期プログラム参加費 
 内訳 「アジア」金額 「欧米」金額 
授業料 （交換留学生は不要） 260,000 円 380,000 円 
課外活動費 一泊研修・日帰り研修費用 26,250 円 26,250 円 
傷害保険料 
学生教育研究災害傷害保険 2,000 円 2,000 円 
普通傷害保険（外国人留学生保険） 2,500 円 2,500 円 
合計  290,750 円 410,750 円 
 
この現状を踏まえ、2012 年度第 14 回国際交流・留学生委員会では、「短プロ－欧米」   
参加者のための授業料減免措置が講じられ、GPA に応じて減じることとした。「短プロ－ 
欧米」の学費は 1 学期 350,000 円（当時）だが、これより GPA3.2 以上の者は 50,000 円(－
15%)が、GPA3.5 以上の者は 100,000 円(－30%)が減免されるようになった。ただし表 7  





特に 2014 年度は次の学内報告文書（別冊資料 7－12）にあるように「海外留学支援制度」
において前年度比で大幅な増額を受けた。 
 この文書の中で留学生獲得に該当するのは、①「A 大学海外交換留学プログラム」のう  
ちの受入れ部門であり、100 名相当分の奨学金を確保できたという。この 100 名分確保（奨
学金実績 65,760,000 円）というのは、過去に遡ってみると、2013 年度が 30 名（同 
19,280,000 円）、2012 年度が 2 名（同 1,920,000 円）、2011 年度が 9 名（同 5,760,000 円）、
2010 年度が 14 名（同 8,080,000 円）であり、いかにこの年の受給額が A 大学にとって大
きなものであったかが分かる。また奨学金の取り扱いについては、次ページ表 7－16 の通
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前面に押し出してのリクルートに邁進することになる。その結果が 14 年度秋学期の「短  
プロ－欧米」受入れ数 80 人をもたらした。 
 











 合計 指定 甲 乙 丙 
奨学金（月額）  8 万円 
申請（人数） 115 0 69 12 34 
結果（人数） 100 0 69 12 19 
結果（割当人月数） 1115 0 828 112 175 






また欧米に振り分けられた 69 名分の奨学金を消費しようとした結果（実際に消費した 








 特に「教学支援」については各レベルで 2 クラス併設していたように、一挙にクラス数
を増設する必要に迫られ、そのための教員の配置や時間割策定などの負荷は、計画的な取
組みではないだけに現場に混乱をもたらしたことであろう。なお担当教員の確保について






少はあっても、これまで幾分なりとも受給していたところが、前年の 100 人から全くの 0
人へ評価が 180 度変わった。この原因については国際交流センター長 IC1 が日本学生支援
機構、あるいは文部科学省に尋ねたものの、評価の根拠等は開示されなかったという。 







短期留学プログラムのカリキュラム、授業概要は「7.2.3 第 3 の国際化指標 －通用性－」
において紹介した。本節ではこれを補足するため、正規留学生との違い、学生によるプロ





6 名に対し、短期留学生 31 名と後者に比重が偏っている。 
また、このレベルは大半が中国からの留学生によって占められる。出身国・地域別の学
生数を紹介すると、短期留学生は 29 名が中国、1 名が台湾、2 名が韓国出身である。正規
留学生も 6 名中 5 名が中国人であり、残り 1 名は韓国人である。 
短期留学生も正規留学生も、中国出身者が大半を占める点は共通している。だが、在籍










 短期留学生については 1 セメスターから 2 セメスターまで、滞在期間は最大でも 1 年で
あり、この限られた期間で学生満足を得ることが求められる。協定大学からの送出しのみ
をマーケットとするため、プログラムに実際に参加した学生の評価は直接マーケットであ
る派遣元大学による A 大学の評価に直結する。 
A 大学では、短期留学プログラムの授業評価に関して、「短プロ－欧米」と「短プロ－ア
                                                 
95 中国人正規留学生は 86 名だが、配当年次の関係上最上位クラスに籍を置くことができる
のは 60 名である（3 年生後期となる第 6 学期生以上を対象とすることから）。 
290 
ジア」に分けて、各学期末にアンケート調査を実施している。本項でもプログラムごとに、
提供を受けた 2013 年度春から 2014 年度春までの 3 セメスター分を基に分析を試みる。ア
ンケートは日本語科目とそれ以外とに分けて尋ねており、①内容、②進度、③テキストの 3






35 名が（対象学生 52 名中。回収率 67%）、2013 年度秋は 24 名が（対象学生 46 名中。回
収率 52%）、そして 2014 年度春は 34 名が回答している（対象学生 52 名中。回収率 65%）。
総じて回収率は高くなく、特に 2013 年度秋はかろうじて半数に届く程度であった。学生の
総意を表したものではなく、ある程度の傾向をつかむものと捉えるとよいだろう。 
 回収したデータの実際を一覧にしたのが表 7－17 である。また表 7－18（次ページ）で
は第 5 章第 4 節で用いた加重平均を再度活用し、日本語科目とそれ以外の科目とをプログ
ラム参加者がどの程度評価していたのかを知る目安とする。 
 
表 7－17：「短プロ－アジア」学期末学生アンケート（2013 年度春学期～2014 年春学期） 
科目群 日本語 日本語以外の科目 





①  0 人 0 人 9 人 17 人 9 人 0 人 2 人 10 人 14 人 9 人 
②  0 人 2 人 5 人 21 人 6 人 0 人 9 人 18 人 7 人 0 人 





①  0 人 1 人 5 人 7 人 11 人 0 人 3 人 5 人 6 人 6 人 
②  0 人 0 人 8 人 7 人 9 人 0 人 0 人 7 人 5 人 8 人 





①  0 人 0 人 8 人 16 人 10 人 1 人 1 人 7 人 16 人 4 人 
②  0 人 2 人 8 人 14 人 10 人 2 人 1 人 8 人 11 人 8 人 
③  0 人 0 人 8 人 18 人 8 人 1 人 2 人 10 人 12 人 4 人 
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表 7－18：「短プロ－アジア」における学生アンケートの加重平均とその変遷 
  2013 年春 2013 年秋 2014 年春 
日本語科目 
①内容 4.00 4.17 4.06 
②進度 3.91 4.04 3.94 
③テキスト 3.91 4.00 4.00 
日本語以外の
科目 
①内容 3.86 3.75 3.72 
②進度 2.94 4.05 3.73 











対象学生 31 名中 27 名が回答した（回収率 67%）。2013 年度秋学期は 28 名が回答を寄せ
たが、これは対象学生 29 名のうちであり、回収率は 97%に達する。2014 年度春学期は対














表 7－19：「短プロ－欧米」学期末学生アンケート（2013 年度春学期～2014 年春学期） 
科目群 日本語 日本語以外の科目 





①  0 人 11 人 7 人 9 人 0 人 3 人 9 人 10 人 5 人 0 人 
②  0 人 8 人 13 人 5 人 1 人 0 人 16 人 6 人 5 人 0 人 





①  0 人 0 人 1 人 7 人 8 人 0 人 1 人 8 人 8 人 2 人 
②  0 人 2 人 0 人 9 人 5 人 0 人 3 人 10 人 4 人 2 人 





①  0 人 0 人 1 人 12 人 7 人 0 人 1 人 8 人 8 人 2 人 
②  0 人 0 人 1 人 16 人 4 人 0 人 3 人 10 人 4 人 2 人 
③  0 人 0 人 2 人 9 人 8 人 0 人 3 人 7 人 6 人 2 人 
 
表 7－20：「短プロ－欧米」における学生アンケートの加重平均とその変遷 
  2013 年春 2013 年秋 2014 年春 
日本語科目 
①内容 2.92 4.44 4.30 
②進度 2.96 4.06 4.14 
③テキスト 2.74 3.86 4.32 
日本語以外の
科目 
①内容 2.63 3.58 3.58 
②進度 2.59 3.26 3.26 
















授業の「②進度」についてはどうか。これを図 7－3 に示した。 
 































方で、「漢字クラス」は 2014 年度秋の時間割に反映されている。4 クラスの新設案は、2015
年度に「ビジネス日本語」が 3 レベルに、「漢字クラス」が 4 レベルに分けて開講され、提
案以上の開設に漕ぎつけることに成功している。ただし、「アカデミックジャパニーズ」は、
レベル別日本語クラスの中で対応することとした。2015 年度に改編した際の日本語レベル
S には、「論文読解」、「論文作成」（図 7－1 を参照）にその性格が強く表れている。 
また、レベル別日本語クラスを週当たり 4 コマから 5 コマに増設する件は見送られた。
これは 2014 年度秋の「短プロ－欧米」学生の大幅増（7.6.2 外部奨学金）を受け、従来 8
段階設けていた日本語レベル（日本語レベル 1～8）を、既に紹介したように 7 段階（日本
語レベル 1～6、S）とし、かつ日本語レベル 2～6 を A と B に二分することを優先させた
ためである。結果、短期留学プログラム全体では 8 クラス週 4 コマ（計 32 コマ）から 12




















































A 大学では 2013 年 5 月に短期留学プログラムを担当する学内専任教員を招集し、前学 
期である 2013 年秋を振返る会議を行った。出席者は国際交流センター長 PR3（学長兼任）、
IC1（当時は副センター長）、日本語教師 5 名、日本語以外の科目を担当する教師 6 名がお
り、これに国際交流センターより職員が 3 名参加した。職員の内訳は「短プロ－アジア」














































表 7－21：「短プロ－欧米」プログラム修了証発行数（2012 年春～2015 年春） 
国96 在籍者数 発行数 発行不可数 発行負荷率 
アメリカ 244 人 203 件 41 件 17% 
フランス 29 人 14 件 15 件 52% 
イギリス 14 人 11 件 3 件 21% 
カナダ 12 人 12 件 0 件 0% 
ドイツ 7 人 6 件 1 件 14% 
計 306 人 246 件 60 件 20% 
 
 2012 年度春から 2015 年度春までの 7 学期間で、「短プロ－欧米」は延べ 306 人在籍し  









国際交流センターより教員に通知がなされる）。そして、「2013 年度第 3 回国際交流・留  
学生委員会議事録」にあるように、これを受けてアドバイザーが面談をすることになる。










がほとんどである。「短プロ－欧米」との違いは表 7－22 からも歴然としている。 
 
表 7－22：「短プロ－アジア」プログラム修了証発行数（2014 年春～2015 年春） 
国 在籍者数 発行数 発行不可数 発行負荷率 
中国 153 人 145 件 8 件 5% 
韓国 26 人 24 件 2 件 8% 
台湾 13 人 11 件 2 件 15% 
ベトナム 3 人 3 件 0 件 0% 
タイ 3 人 3 件 0 件 0% 
計 198 人 186 件 12 件 6% 
  
「短プロ－欧米」と違い、提供されたデータは 2014 年度春学期からの 3 学期分に限定  
される。基本的には派遣元大学と学生の出身国は重なるが、台湾出身者が中国の大学を経
由して A 大学に短期留学をした、2 か国留学のケースもわずかだが含まれる。 
 これまで「短プロ－アジア」の学生で修了要件を満たさなかったのは、中国人学生 8 名
韓国人学生 2 名、台湾人学生 2 名であった。人数だけでは対象とした資料が扱う学期が異
なるので、一概にその多少は口にできない。だが、受入れた学生全体に対する修了証が発









しようとの姿勢をも示している。なお、このときの韓国人学生は「日本語 4」レベルにプ  
レイスされており、本来受入れるべき「短プロ－アジア」が想定する日本語能力を有して
はいなかった。アドミッションと教学との負の連携と見ることもできるだろう。 




したが、第 1 セメスター修了時の取得単位が学生 B は 0 単位、学生 C は 1 単位だった。   
出席不良による失格である。このような状況の中で留学を継続させるのは果たして適当で
あるのか、当人の派遣元大学の卒業も視野に置いて委員会では検討がなされた。アドバイ
ザーとして学生の面接にあたった担当委員によると、学生 B も学生 C も出願書類の成績評
価係数も芳しくなく、派遣元大学でも欠席しがちであったという。また欠席するだけの明
確な理由も特にはなく、寮でゲームをするなどして日を送っていたとのことだった。この
学生 B も C も、似通ったケースだと言える。 
 結局、国際交流・留学生委員会は、条件付きで留学の継続を認めている。その条件とは、
「『いずれかの登録科目で欠席が 5 回認められた時点で、留学を中止し帰国する』旨の誓  
約書に署名」することであったと、委員会議事録には記録されている（別冊資料 7－18）。 





































（1） 3 年次編転入学 
後者は、二重学位プログラムの選抜試験で不合格（もしくは 1、2 年次での合格）とさ   
れた者が正規留学をいったん諦め、半年の短期留学を経て再度 3 年次として転入学するこ
303 
とを望もうというものである。2 年次合格であれば卒業までに 3 年かかるが、半年の短期  




2007 年春から 2014 年秋にかけて、短期留学プログラムから正規留学生に転じた学生は
31 名を数える。出身国・地域の内訳は、アメリカ 2 人、韓国 6 人、中国 22 人、台湾 1 人
であり、中国の学生に集中している。 
3 年次編入学生受入れ総数を思えば、8 年間で 31 名というのは決して多くない。しかし
A 大学で学んだ上でさらに留学生活を続けようと決断したからには、A 大学の留学生政策 
を評価したと言っていい。たとえ計画的転入学だとしても、短期留学生としての生活に強
い不満があれば、さらに 2 年間を A 大学で過ごそうとはしないはずだ。 
 
（2） 1 年次入学 
これは 1 名（学生 D と仮称）しか実例はないが、協定を結んだ中国の高校から最終学期
を A 大学で短期留学生として過ごそうという受入れ制度もある。これは協定機関が 4 年制
をとる高校であったことも関係する。ほとんど授業のなくなった最後の半年を日本で過ご
すことで時間を有効に使い、正規留学に向けて十分な準備を積もうというのである。 
実際に学生 D が参加した日本語クラスは、上位から 3 番目のレベルに位置していた。先
に挙げた 3 年次編転入学に失敗した者よりも、この時点で日本語能力は高い。正規 1 年次
に入学する条件に高校卒業があるために学生 D は正規留学生になれずにいたのであり、入















なお、学生 D を送出した高校は学生 D の学年を最後に 3 年制となったため、目下同制  
度を続けて活用する高校生はいない（この制度を生かして学生を送出そうという協定機関






















年、1 年と過ごした上で、学部へ籍を移し替えて留学を継続する学生が少数ながらいる。  
段階的ではあるが、定員充足にも効果が認められる。また、交換留学制度で定めた人数を
越え、私費留学で志願する学生も増えてきた。当然授業料は納入され、大学経営にも寄与
する。そして、交換枠を積極的に活用することは、A 大学の日本人学生の留学先確保、さ  
らには先方における交換枠の拡大にも役立つ。 

























































ムページ（英語版）の開設と逐次情報更新、Facebook の活用による情報発信強化など、   
インターネットや SNS 等が積極的利用が「短プロ－欧米」の特徴の 1 つである。 
 留学生 EM の概念に当てはめたとき、「短プロ－欧米」は正規留学生のそれとどう違う  
か。図 7－5 は、第 6 章で作成した「第Ⅲ期 二重学位プログラムにおける留学生 EM 構成
要素」を「短プロ－欧米」に応用したものである。 
 
















7.10.3 「短プロ－アジア」の留学生 EM 
 一方で、「短プロ－アジア」はどのような特徴を持つのか。次ページ図 7－6 に留学生  
EM 構成要素を当てはめた「短プロ－アジア」概念図を用意した。 












































第 8 章 日本語特別プログラム 





8.1 背景 －ネパールからの日本留学－ 
留学生 30 万人計画が 2008 年に打ち出されたが、以降、日本国内で顕著にその留学生数
が拡大している国としては、ベトナムとネパールが挙げられる。日本語教育振興協会によ
れば、協会が認定する日本語教育機関（2014 年時点で 375 校）においてその傾向は顕著で
ある97。本章で取り上げるネパールは、2008 年は 517 名とタイに続く位置にあったが、2014
には 8 倍以上に増え、留学生の主要出身国と位置づけられるに至った（表 8－1）。 
 
表 8－1：日本語教育機関における学生の出身国・地域の内訳 
2008 年度 2011 年度 2014 年度 
中国 17,968 人 中国 22,408 人 中国 16,118 人 
韓国 10,528 人 韓国 2,675 人 ベトナム 13,758 人 
台湾 2,228 人 ベトナム 2,039 人 ネパール 4,779 人 
ベトナム 607 人 台湾 1,425 人 韓国 2,081 人 
タイ 597 人 ネパール 1,371 人 台湾 1,837 人 




（13,940 人）、ベトナム（11,174 人）、ネパール（5,291 人）、台湾（4,971 人）と続き、日
本語教育機関ほどではないにせよ、高等教育機関でもベトナムとネパールの占める位置は




99 日本学生支援機構ホームページ「平成 26 年度外国人留学生在籍状況調査等について」 
http://www.jasso.go.jp/statistics/intl_student/documents/data14_brief.pdf 
312 
大きい。この点について 2013 年 7 月付のインターネット記事（NETIB－NEWS）では、
「注目すべきはベトナムとネパール人学生の増加である」とし、その入国許可数（交付数）























本章は A 大学が 2013 年よりスタートさせ「日本語特別プログラム」及びその運営組織で
ある「ネパール連絡会議」に着目し、記述・分析を試みる。分析の対象としたのは、「ネパ
ール連絡会議」会議資料、関連委員会である国際交流・留学生委員会の会議資料および議
                                                 















は第 6 章の従来からの正規留学生や、第 7 章の短期留学生と違い、1 年限りの取組みであっ
たことから、経年変化などを観察することができなかったことも理由の 1 つとする。 
 これに加えて、最前線でプログラムに携わることになった日本語教師にも注目したい。
彼らが学生に対して、プログラムに対して、そして自らの役割についてどのように評価し
ていたのか。担当教員のうち、2015 年 8 月をもって退職した 3 名に対してアンケート調査
を介して、それぞれの思うところを述べてもらった。先の調査に加えて、この視点からも
プログラムを考察したい。  
                                                 
101 前章までと同様に、別冊資料として参考とした出典はその都度挙げる。 
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表 8－2：A 大学在籍学生数 
年度 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
日本人 415 人 399 人 412 人 430 人 455 人 471 人 497 人 
留学生 109 人 194 人 274 人 289 人 245 人 181 人 166 人 
合計 524 人 593 人 686 人 719 人 700 人 652 人 663 人 
定員 760 人 750 人 740 人 
定員充足率 68.9％ 78.0％ 90.3％ 95.9％ 94.6％ 88.1％ 89.6％ 
留学生比率 20.8％ 32.7％ 39.9％ 40.2％ 35.0％ 27.8％ 25.0％ 
 
表 8－2 は各年度 10 月 1 日付けの在籍者数を取りまとめたものである。留学生頼りの定
員充足であったこと、また留学生比率が減少傾向にある 2013 年でネパール人学生獲得が果
たした効果が大きかったことが窺える。後述するようにこの時入学したネパール人学生は
29 名であり、「日本語特別プログラム」にはさらに中国人、韓国人学生がそれぞれ 1 名参加
したため、計 31 名であった。この 31 名を欠いていれば、2013 年度秋学期は留学生数 150
名、在籍学生数 621 名となり、定員充足率が前年度比でおよそ 10%減の 85.3％まで落ち込









日本語能力試験 N5 程度の日本語力の学生を送出したいとの情報を得ていたという。 
A 大学には当時ネパール人学生が 1 名いたが（T 氏と仮称。この時 4 年生）、この T 氏の
紹介により B 校同様に日本語学校を自称する C 校への訪問の段取りをつけた。加えて B 校
の紹介で D 校、E 校と、さらに現地日本語学校とのコンタクトを取り付けた。4 校と協議
の場を設けた上で、5 月に PR3、AO1 が T 氏を通訳として現地を訪問した。 
訪問先の各学校では校長等と協議し、渡日希望者にガイダンスを施している。この結果、
受入れが現実のものとなり、本格的な準備に着手するようになった。なお、リクルートは
中国でも上海事務所に指示することで実施した結果、プログラムには中国人 1 名、韓国人 1
名が加わることになる（韓国人は、A 県に在住していた当人からの問合せを受け、その日本
語力が通常のカリキュラムに参加するには乏しいことからプログラムに便乗させた）。 
日本語学校 4 校の詳細を表 8－3 にまとめた。学校別に、推薦者数、合格者数、入学者数
を紹介している。B 校と D 校が共に 12 名と、アドミッションの中核であることがわかる。 
 
表 8－3：ネパール日本語学校別送出し実績 
日本語学校 推薦者数 合格者数 入学者数 入学者渡日スケジュール 
B 校 17 13 12 9/25 渡日 9 名、9/29 渡日 3 名 
C 校 5 3 3 9/18 渡日 2 名、10/25 渡日 1 名 
D 校 19 13 12 10/31 渡日 12 名 
E 校 6 4 2 9/29 渡日 1 名、10/19 渡日 1 名 
合計 47 33 29  
 
また併せて入学者の渡日スケジュールも取り上げた。2013 年度秋の授業開始は 9 月 28
日からである。秋入学の正規留学生、短期留学生はこれに先立ってオリエンテーション等
に参加するため、渡日は 9 月 17・18 日を設定していた。「日本語特別プログラム」につい
ても同様であり、この日に間に合うよう逆算して試験日等を定めていた。しかし、実際に
ネパールから学生たちが日本に到着した日付を見ると、A 大学に予定通りやってきたのは C
校からの 2 名のみであった。学期前の到着はこの他 B 校の 9 名に過ぎず、残りの 18 名は授
316 
業開始後でもネパールで渡日手続きに追われていた。中でも D 校は送出す学生が全員 10 月
31 日と、大幅に遅れている。組織的な問題があったことが推測できる。 
 なお D 校については、出願時の提出書類の中に 200 時間の日本語学習歴証明書を添えて
いたというが、面接試験のときに日本語を学んだことがあると回答した者はいなかったと













カリキュラムは 2013 年 5 月のうちに先に挙げた JT4 が、初年次教育のプログラムを作
成、提示している（別冊資料 8－1）。ゼロ初級の学生を大学 1 年生として受入れ、かつ 2
年次以降は特別な手当てをしないという前提の下、1 年間で日本語能力試験 N2 に合格させ
ようというものである。 
N2 を目標としたのは正規留学生が主として入学する日本語・日本研究課程が、通常 1 年
次の受入れ条件と定めていることによる。「日本語特別プログラム」の参加学生は、正規留






通常の課程に 1 年遅れていることになる。 
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これに伴い、1 年間で N2 レベル取得を目指して日本語学習に励むことを誓約する文書の












知るためであった。前述のとおり、D 校 200 時間の日本語学習修了証が事実無根であるこ
とも、この時に判明している。修了証が受験生の依頼による工作なのか、ブローカーとし
て 1 人でも送出したいとの D 校の独断なのか明らかにはなっていないが、日本語教育機関
として信頼を損なう行為であったと言わざるを得ない。 
当初予定と異なり、7 月 1～5 日、さらに 7 月 12・13 日にも試験が行われており、締切
が形骸化している。このこともあって前述の通り、渡日スケジュール、さらにはその後の
授業日程にまで影響を与える結果となった。ネパールからの出願は 47 名にまで膨らみ、う
ち 33 名を合格としたが、その後入学をした者は 29 名であった（辞退者のうち 3 名が経済
的な理由により、1 名が在留資格認定証明書を交付されなかったことによる）。これに前掲






境整備を目指したことによる。7 月に公募、面接を 8 月、赴任が 9 月 1 日付けという慌ただ
しさであったが、特別任用講師 3 名、助教 3 名の雇用に成功している。 
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特別任用講師（以下、特任講師）は任期 3 年（2013 年 9 月 1 日～2016 年 8 月 31 日）、
助教は 2 年（2013 年 9 月 1 日～2015 年 8 月 31 日）での雇用である。前者は週当たり 1 学
期 10 コマ（1 コマ 90 分授業）を、後者は 8 コマを担当することを主たる業務とする。な





師をいわば担任とする 3 クラスを創設し、各クラス 10 人程度とした少人数での教育環境と
はなった。特任講師は担任クラスを集中して授業を受持つ一方、助教 3 名は 3 クラスにま
たがって授業を担当した。つまり、各クラス 4 名の教員がチーム・ティーチングで日本語
教育を施していたことになる。 
第 1 学期の時点での日本語科目の時間割は、表 8－4 の通りである（このほかに初年次教
育として正規留学生が必修となる「基礎演習」を設置）。例えばクラスⅠは特任講師 A が統
括するとともに授業は週 8 コマを担当し、助教 A と助教 C が 2 コマずつ、助教 B が 3 コマ
を受持ち、合計で週 15 コマの日本語授業を提供している。 
 
  表 8－4：「日本語特別プログラム」日本語科目時間割（第 1 セメスター） 





1 限 講師 A 講師 A 講師 A 助教 B 講師 A 
2 限 講師 A 講師 A 講師 A 助教 B 講師 A 





1 限 助教 C 講師 B 講師 B 講師 B 講師 B 
2 限 助教 C 講師 B 講師 B 講師 B 講師 B 





1 限 講師 C 講師 C 助教 A 講師 C 講師 C 
2 限 講師 C 講師 C 助教 A 講師 C 講師 C 









 一部学生は手続きの遅れから渡日が 11 月にずれ込んだが（前掲表 8－4 におけるクラス





















学生支援部 入試広報部 国際交流センター 
















種々の取組みを経て 1 年間のプログラムを終えた時、ネパールからの学生は 29 名中 16
名が退学、3 名が除籍となった（表 8－5）。6 割 5 分を超える学生が大学を去ったことにな
る。中でも D 校は B 校と並んで 12 名を送出していたが、その全てが 1 年間で姿を消した。
ブローカーに対して支払った手数料は、4 年間学ぶことを前提に捻出したのであろうが、こ
れでは全く採算が取れなかっただろう。なお中国人学生、韓国人学生は 2 年次に進級した。 
 
表 8－5：ネパール日本語学校退学・除籍状況 
日本語学校 入学者数 退学者数 除籍者数 在籍者数 在籍率 
B 校 12 人 4 人 1 人 7 人 58.3％ 
C 校 3 人 0 人 0 人 3 人 100％ 
D 校 12 人 11 人 1 人 0 人 0％ 
E 校 2 人 1 人 1 人 0 人 0％ 














授業担当者の 1 人である助教 C が寄せた今後の改善策の中で（8.5.3 改善に向けて）、「D































 ネパール連絡会議を主導した PR3 と会議メンバー（VPR1、AA1、AO1、SS1）が「日本
語特別プログラム」をどう捉えているのか探る。またその下で実務に携わる職員をも広く
対象として、本節では取り上げる。具体的には、ネパール連絡会議メンバーの直属の部下
となる入試広報課長（AO2）と課員 1 名（AO3）、教育支援課長（AA2）と課員 1 名（AA3）、
国際交流センター事務室長（IC4）と室員 4 名（IC5、IC7、IC8、IC9）、学生支援課長（SS2）





 SCAT について 










ねたところ（セグメント no.111）、AA1 からはセグメント no.111－112 の回答を得た。 
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育 と の 接
点を持たな
いメンバー 





















































同様の手続きによりセグメント no. 112 からは構成概念として「日本語教師の不満」、「日





































ところで EM の構成要素だが、短期留学生を扱った第 7 章では「卒業」を派遣元大学へ
の「接続」とした。「日本語特別プログラム」は 4 年間の正規留学であるが、プログラムは
1 年で修了することから、以降は 2 年次への「接続」として捉え直すこととする。また「運
営体制」についての言及が多々ストーリー・ラインで確認できることから、これにも注目





8.3.1 学長及び「ネパール連絡会議」メンバー ストーリー・ライン 
本項ではまず PR3 及び「ネパール連絡会議」メンバーのストーリー・ラインと、そこか
ら導き出した理論記述を紹介する。ここで取り上げられた 5 名は、EM 構築についての責任
と権限を持つ人物と位置付けられる。 
 















共に理論番号を[1]、[2]などと振る（PR3[1]は PR3 から求めた 1 つ目の理論を意味する）。 
 






PR3[3] 支援体制構築への共感の欠如が EMの阻害要因となる 
 













































（4） 学生支援部長＜SS1＞ ストーリー・ライン 
 これまで留学獲得マーケットは中国一辺倒であった。しかし留学生の多様化が進み、
その存在が大学グローバル化への貢献とも捉えられるが、一方で留学生支援の複雑化


























SS1 [2] 実効性のある留学生支援には、留学生教育の専門家が運営体制の中核に必須 
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SS1 [3] 経済支援に限りがある以上、経費支弁能力は留学受入れの必須条件である 




SS1 [6] 経費支弁能力か日本語能力か、いずれかを持つことが日本留学の最低条件 
 

























表 8－11：AA1 から抽出した理論記述 
 理論記述 
AA1 [1] 留学希望者のニーズとマッチングしたリクルートが無理のない留学生支援の基盤となる 
AA1 [2] 教学支援の充実がリテンション業務の基礎となる 
AA1 [3] リクルートの不備は学生生活への不満となり、リテンションの阻害要因となる 
AA1 [4] 教学支援と運営組織が一体化しなければ、学習者との懸け橋として機能できない 









順に取り上げる。また「その他」として BS 及び BC の発言にも耳を傾ける。 
 
（1） 入試広報課 














表 8－12：AO2 から抽出した理論記述 
 理論記述 
AO2 [1] 手厚い支援が適当とは限らない 
AO2 [2] 経費支弁能力をアドミッションで重視することは不可避 
AO2 [3] 日本語力は留学生アドミッション・ポリシーとして重視すべき 
































表 8－13：AO3 から抽出した理論記述 
 理論記述 
AO3 [1] アドミッションは運営体制下で監督し、PDCA を機能させることで改善を目指す 
AO3 [2] 海外マーケットよりも国内マーケットを優先し、安定した留学生獲得を図るべき 
AO3 [3] 運営体制は教学支援の環境維持に目配りする 
AO3 [4] アドミッションをブローカーに委ねず、大学自らが運営すべき 
AO3 [5] ガバナンス機能と留学生 EMへの理解ある運営体制が、留学生獲得に不可欠 



















表 8－14：AO4 から抽出した理論記述 
 理論記述 
AO4 [1] 東アジアは経済性を考慮したとき、留学生マーケットとして可能性を多分に持つ 
AO4 [2] マーケットの違いによらず、公平な留学生支援を提供できる運営体制を敷くべき 
AO4 [3] 運営体制は教学支援の環境維持に目配りする 
AO4 [4] 教学支援への理解ある運営体制を敷くのが学長の役割である 
 
（2） 学生支援課 











欠如、失敗を生かそうとする PDCA への意思の欠如も問題とする。【⑦】【⑨】 
 
表 8－15：SS2 から抽出した理論記述 
 理論記述 
SS2 [1] 日本語教育の充実だけでは学生満足には至らない 
SS2 [2] リクルートからアドミッションまでの現地での獲得の流れを学内で共有する 
SS2 [3] 運営体制に留学生教育の専門家である日本語教師は不可欠 
SS2 [4] 経費支弁能力をアドミッションで重視することは不可避 
SS2 [5] リテンション対策を重視する運営体制を敷く 
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表 8－16：SS3 から抽出した理論記述 
 理論記述 
SS3 [1] プログラムをカリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーへ接続させる 
SS3 [2] 留学生の日本語力は学生生活支援の可能性を左右する 
SS3 [3] 経費支弁能力は留学目的を図る物差しとなる 
SS3 [4] リクルートからアドミッションまでの現地での獲得の流れを学内で共有する 
 












表 8－17：SS4 から抽出した理論記述 
 理論記述 
SS4 [1] 許容範囲の支援負担であることが、プログラムが継続性を持つ条件 
SS4 [2] 手厚い支援が適当とは限らない 
SS4 [3] 大学トップの留学生 EMへの理解が、スタッフの運営体制への信頼につながる 
 
（3） キャリア支援課 













ても PDCA の欠如から改善は期待できない。【⑤】【⑦】【⑧】【⑨】 
 
表 8－18：CS1 から抽出した理論記述 
 理論記述 
CS1 [1] 経費支弁能力は留学目的を図る物差しとなる 
CS1 [2] 経費支弁能力か日本語能力か、いずれかを持つことが日本留学の最低条件 
CS1 [3] アルバイト参加は職種によっては地域社会との結び付きの一助となる 
CS1 [4] 教学支援の不備はリテンションの阻害要因となる 
CS1 [5] PDCA を回転させる運営体制がプログラムに継続性を与える 
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表 8－19：CS2 から抽出した理論記述 
 理論記述 
CS2 [1] 経費支弁能力か日本語能力か、いずれかを持つことが日本留学の最低条件 
CS2 [2] 手厚い支援が適当とは限らない 
CS2 [3] 地方都市の乏しい就労の選択肢は、就労目的の学生のリテンションの阻害要因となる 
CS2 [4] アドミッションをブローカーに委ねず、大学自らが運営すべき 
CS2 [5] PDCA を回転させる運営体制がプログラムに継続性を与える 
 
（4） 教育支援課 















表 8－20：AA2 から抽出した理論記述 
 理論記述 
AA2 [1] 地方都市の乏しい就労の選択肢は、就労目的の学生のリテンションの阻害要因となる 
AA2 [2] ディプロマ・ポリシーを堅持し、それへの接続を可能とする教学支援を検討すべき 
AA2 [3] 日本人学生支援を保持した上での留学生支援でなければならない 
AA2 [4] 新規留学生マーケットの開拓はキャンパスに多様性をもたらす 
AA2 [5] プログラムをカリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーへ接続させる 
 
























表 8－21：AA3 から抽出した理論記述 
 理論記述 
AA3 [1] プログラムをカリキュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシーへ接続させる運営体制を敷く 
AA3 [2] 適切なアドミッションは教学支援への不満を生まず、リテンション対策を妨げない 
AA3 [3] ブローカーの存在は、リテンションの阻害要因となる 




AA3 [6] アドミッション時の日本語力軽視がリテンションの阻害要因となる 
 
（5） 国際交流センター事務室 














表 8－22：IC4 から抽出した理論記述 
 理論記述 
IC4 [1] 留学生獲得の信頼と利点は、新興マーケットより実績のある隣国にある 
IC4 [2] 受入れ後の支援を容易にするには、留学事前教育が重要 
IC4 [3] 受入れる留学生の高齢化は、配偶者支援を含む 
 






表 8－23：IC5 から抽出した理論記述 
 理論記述 
IC5 [1] 長期的な視野に立った教学支援を可能とする運営体制が留学生獲得には必要 
 
 国際交流センター事務室員＜IC7＞ ストーリー・ライン 








表 8－24：IC7 から抽出した理論記述 
 理論記述 
IC7 [1] 留学生獲得の信頼と利点は、新興マーケットより実績のある隣国にある 
 






表 8－25：IC8 から抽出した理論記述 
 理論記述 
IC8 [1] アドミッションは運営体制下で監督し、PDCA を機能させることで改善を目指す 
 









表 8－26：IC9 から抽出した理論記述 
 理論記述 
IC9 [1] 個人の人脈によるマーケットとの結びつきを組織単位に昇華する運営体制が必要 

























表 8－27：BS から抽出した理論記述 
 理論記述 
BS [1] 留学生の地域社会への参加に日本語教育が支えとなる 
BS [2] リクルートでは質的量的に十分な大学情報を伝達しなければならない 
BS [3] 地方都市の乏しい就労の選択肢は、就労目的の学生のリテンションの阻害要因となる 
BS [4] 経費支弁能力か日本語能力か、いずれかを持つことが日本留学の最低条件 



















表 8－28：BC から抽出した理論記述 
 理論記述 
BC [1] 充実した日本語教育は留学生リクルートのウリとなる 
BC [2] 大学トップのガバナンスによって、事務の部署間連携を図るべき 
BC [3] 日本語教育を重視し、その活躍によって留学生支援体制を構築するのが望ましい 
BC [4] 後進国からの留学生受入れは補助金獲得の呼び水となる 






























ーからは SS1 の積極的な発言がみられる一方で、VPR1 と AO1 からは指摘がなかった。両


























（2） EM 構成要素 






























































クルートへの積極性が、負の EM の要因となる。 
 
8.3.4 理論記述に基づく留学生 EM 
 「日本語特別プログラム」の現状は、前項でまとめたように課題を多く抱えている。そ
こでストーリー・ラインから抽出した理論記述を整理し、これを手掛かりとしてあるべき















VPR1 [2] 授業担当者を運営体制の一部に据えれば、教学支援が展開できる 
SS1 [2] 実効性のある留学生支援には、留学生教育の専門家が運営体制の中核に必須 
SS2 [3] 運営体制に留学生教育の専門家である日本語教師は不可欠 
AA1 [4] 教学支援と運営組織が一体化しなければ、学習者との懸け橋として機能できない 








AO4 [4] 教学支援への理解ある運営体制を敷くのが学長の役割である 
IC5 [1] 長期的な視野に立った教学支援を可能とする運営体制が留学生獲得には必要 



























（2） 大学トップと留学生 EM 
「長期的な視野に立った教学支援を可能とする運営体制が留学生獲得には必要（IC5 [1]）」
であるとし、そのためにも「PDCA を回転させる運営体制がプログラムに継続性を与える









立って運営する姿勢が乏しい A 大学の体質への反発からであろう。 
 
表 8－30：理論記述「大学トップと留学生 EM」 
AO1[3] セクショナリズムが運営体制構築の阻害要因となる 
AO3 [7] 信頼される大学トップには、アドミッションと教学支援への理解と責任の自覚が求められる 
SS4 [3] 大学トップの留学生 EMへの理解が、スタッフの運営体制への信頼につながる 
BC [2] 大学トップのガバナンスによって、事務の部署間連携を図るべき 
                                                 













（3） 「教学支援」が留学生 EM において持つ影響力 








































SS1 [3] 経済支援に限りがある以上、経費支弁能力は留学受入れの必須条件である 
AO2 [2] 経費支弁能力をアドミッションで重視することは不可避（同 SS2 [4]） 
AO3 [2] 海外マーケットよりも国内マーケットを優先し、安定した留学生獲得を図るべき 
AO4 [1] 東アジアは経済性を考慮したとき、留学生マーケットとして可能性を多分に持つ 
AO4 [2] マーケットの違いによらず、公平な留学生支援を提供できる運営体制を敷くべき 
BC [4] 後進国からの留学生受入れは補助金獲得の呼び水となる 







































































 2015 年 8 月末をもって 3 人の助教が任期満了となり、A 大学を去った。助教は 3 人とも
「日本語特別プログラム」の授業担当をするために A 大学が雇用した人物である（8.3.3 受
入れ準備）。プログラムの実際を知ることから、大学を離れるにあたってこれを振り返って
評価するよう求めた。もちろん匿名性を保つことを前提としており、ここでは教師 A、教師
B、教師 C と呼称する。大学に籍を残さないため、この 3 名からは忌憚のない意見がもた
らされるのではないかと期待して調査にあたった。 
 助教について補足すると、3 人とも A 大学の卒業生であり、A 大学が設置する日本語教
員養成課程（副専攻）を修了している。海外での日本語教師としての教歴を経て（1 名は加




コマ（1 コマ 90 分）の授業担当が求められる。「日本語特別プログラム」が運営されていた
2013 年 9 月から 2014 年 8 月にかけては、担当授業の全てがこのプログラムに注がれてお
り、いわばプログラム専従教員という格好であった。学期中は週 7 コマを受け持ち、残り 1
コマについては長期休暇時の集中講義に振り分けて授業を担当した。 







た提言に分けて、それぞれ自由記述により回答を求めている。3 人の助教のうち助教 C が
最も詳細に記述し、量的にも回答が豊かであったことから、助教 C の回答を中心に提示し、
























































（1） 助教 A の回答から 








 また助教 A はリクルートでの情報発信が大学の実際と大きく乖離していたことを挙げ、
プログラムの骨子が未定のまま着手した運営体制を批判している。不誠実・不正確なリク
ルートで獲得した学生には、リテンションのための手の打ちようもないと警告している。 








（2） 助教 B の回答から 











（3） 助教 C の回答から 







































 授業について言及した別冊資料 8－9 では、特に到達目標の設定ついて触れている。アド
ミッションと教学支援、教学支援と接続のつながりが希薄であった。また事前教育に関し
ては、派遣元の日本語学校が全く機能していなかったことが、ひらがなさえ身につけずに



























































第 6 章で取り上げた正規留学プログラムのうち、図 6－4 で整理した中国からのブローカ




本語特別プログラム」における留学生 EM 構成要素の関連図を作成した（図 8－6）。 
 




接 続 配慮なし 






マーケット・リサーチ ・・・ ネパール「悪質」ブローカー 
リクルート ・・・ 不正確な大学情報発信 
アドミッション 
形骸化した選考 





















8.5.1 留学生 EM の確立に向けて 
EM の各構成要素はそれぞれが独立するのではなく、相互に影響しあう。そして 1 要素の
問題は他の要素にも波及して「負の連環」となる。経費支弁能力を例に挙げると、そこに
見出せる各 EM 構成要素のつながり、いわば負の連環を見出すことができる。 
 
表 8－33：経費支弁能力に起因する「日本語特別プログラム」の負の連環107 
第 1 段階 ネパールの経済事情を熟知しない【①】 
第 2 段階 経費支弁能力を度外視しての留学生獲得【②】 
第 3 段階 過度な経済支援の必要性【③】 
第 4 段階 それに代わってのアルバイト斡旋【④】 
第 5 段階 授業外学習時間の軽視【⑤】 
第 6 段階 2 年次進級時のカリキュラムの接続困難【⑥】 
第 7 段階 退学の当然視【⑦】 











                                                 
107 【 】で示した番号は、「8.4．インタビュー」に同じ。前段階が後件の引き金となって、










団体に対する不信が AA1 の発話から窺えたことは何よりの証左だろう。 
ところで、留学目的に関しては「留学生 10 万人計画」当時の中国人学生獲得の経験から












































                                                 












 また第 8 章を振り返ったとき、プログラム失敗の要因は多々あるが、その 1 つとして留
学生支援体制を構築する担当者の専門性の欠如と支援者としての無自覚が指摘された。こ
れを解決するのが、市民リテラシー型アーティキュレーションとなる。 




































































等学校外语专业教学指导委员会の委員（第 2 期）が 2 名含まれ、八級試験そのものでなく
とも教育部の趣旨を幾分なりとも反映していると考えた。 
 問題は【試巻一】【試巻二】【試巻三】の 3 部構成であり、【試巻一】は聴解問題、【試巻
二】は総合問題、【試巻三】が翻訳、作文問題となっている。古典は【試巻二】で扱う。 
 【試巻二】について詳述すると、大問 10 題で構成され、漢字や文法、語彙から読解まで
出題は多岐に渡る。一方、出題形式はいずれも多肢選択法である。古典文法については大
問 7 で出題され、各回 8 問課される。田中（前掲）によれば、八級試験において古典を含
む文学・文学史に関する出題の配点 19 点（200 点満点）であるという。模擬問題集では大
問 7 の古典文法が各 1 点の 8 問、大問 8 が文学に関する出題で各 2 点の 3 問、そして大問
9 が文学史を扱い、各 1 点で 5 問出題される。大問 7～8 で計 19 点となり、試験構成と整
合性を持つ（出題された問題の実際は別冊資料 9－1 に挙げた）。 
 
（3） 分析方法 
 合計 80 問が何を問うか品詞別に拾い出す。例えば資料 9－1 に挙げた問題は助動詞「け
                                                 
110 教育部主催の日本語能力測定試験には、この他に「四級試験」がある。四級試験は「Ⅰ・
Ⅱ学年で学習した基礎知識と基本技能が『大綱』に示された基礎段階に達成しているかど




問題が 3 問あれば、「異なり語」としては 1 語、「延べ語数」としては 3 語として数える。 
 また拾い出した語彙は、その重要度も確認する。これは古語辞書が示す最重要語、重要
語、一般語のどれに当てはまるか照会しようというものである。3 冊の辞書（『新明解』111、
『全訳古語』112、『古語林』113）はどれも扱う語彙をこの 3 段階に分けて提示している。 
 
（4） 結果・考察 




品詞 異なり語数 延べ語数 
感動詞 1 語 0.9% 3 語 1.8% 
形容詞 11 語 10.1% 12 語 7.2% 
形容動詞 7 語 6.4% 9 語 5.4% 
助詞 14 語 12.8% 26 語 15.6% 
助動詞 17 語 15.6% 53 語 31.7% 
接続詞 1 語 0.9% 1 語 0.6% 
接尾語 1 語 0.9% 1 語 0.6% 
動詞 20 語 18.3% 24 語 14.4% 
副詞 15 語 13.8% 16 語 9.6% 
名詞 19 語 17.4% 19 語 11.4% 
連語 1 語 0.9% 1 語 0.6% 
連体詞 2 語 1.8% 2 語 1.2% 
合計 109 語 100% 167 語 100% 
                                                 
111 正しくは『新明解古語辞典 第 3 版』（2003 年、金田一京助監修、三省堂）である。収
集した語はそれぞれおよそ最重要語 320 語、重要語 990 語、一般語 45,000 語である。 
112 正しくは『旺文社 全訳古語辞典』（1990 年、桜井満・宮腰賢編、旺文社）である。収
集した語はそれぞれおよそ最重要語 820 語、重要語 2,080 語、一般語 12,200 語である。 
113 『古語林』（1997 年、林巨樹・安藤千鶴子編、大修館書店）。収集した語は最重要語 1,081









 また重要度であるが、助動詞は 17 項目中 16 項目が最重要項目として全ての辞書で紹介




次ページに、模擬試験問題のうち第 1 回と第 2 回の出題内容を提示する（表 9－2）。例え
ば第 1 回模擬試験分に注目すると、8 問の中で計 12 項目に渡って問われている。助動詞に
ついては 8 項目挙げられるが、いずれも 3 冊の辞書全てが「A＝最重要語」と位置付けてい
る。名詞（2 語）は「たゆげ」を辞書 2 冊が一般語として掲載するものの、『古語林』は扱
ってもいない。このような語彙の理解を問うのは、適切であろうか。 
一方、第 2 回分では助動詞は 4 語に限られるが、その全てが最重要語とされる（他の品
詞では助詞「ば」、副詞「つゆ」が同じ扱いである）。この他の形容詞 2 語、そして名詞、




発的動機付けに位置づけることは難しい。また A 大学の「古典日本語文法」のように 1 学









表 9－2：『高校日语专业 8 级考试摸拟试题集』出題古語（模擬試験第 1、2 回分）114 








1 1 けり 助動詞 A A A 
2 2 けむ 助動詞 A A A 
3 2 や 助詞 A A A 
4 3 ず 助動詞 A A A 
5 4 り 助動詞 A A A 
6 5 き 助動詞 A A A 
7 6 たり 助動詞 A A A 
8 6 べし 助動詞 A A A 
9 7 たゆげ 名詞 C D C 
10 7 まみ 名詞 B B C 
11 8 さる 連体詞 B A A 








13 1 ば 助詞 A A A 
14 2 かぎりなし 形容詞 B A C 
15 3 ぬ 助動詞 A A A 
16 3 ふりわけ髪 名詞 C C C 
17 4 む 助動詞 A A A 
18 5 なし 形容詞 B A B 
19 6 沈沈たり 形容動詞 D D D 
20 7 ず 助動詞 A A A 
21 7 つゆ 副詞 A A A 
22 7 まどろむ 動詞 C C C 
23 7 る 助動詞 A A A 
24 8 さしたる 連体詞 B C C 
 

































                                                 
115 王雪松編（2005）『日本語古典文法』武漢大学出版社 
















は、表 9－3 の通りである（助動詞の左隣に示す番号で提出順を表した）。 
 
表 9－3：助動詞提出順『日本語古典文法』 
1 使役/尊敬の助動詞 す・さす・しむ 11 推量の助動詞 まし 
2 自発/可能/受身/尊敬の助動詞 る・らる 12 推量の助動詞 めり 
3 打消の助動詞 ず 13 推量の助動詞 べし 
4 過去の助動詞 き・けり 14 打消推量の助動詞 じ 
5 完了の助動詞 つ・ぬ 15 打消推量の助動詞 まじ 
6 完了の助動詞 たり・り 16 推定/伝聞の助動詞 なり 
7 推量の助動詞 む（ん）・むず（んず） 17 希望の助動詞 まほし・たし 
8 推量の助動詞 けむ（けん） 18 比況の助動詞 ごとし 
9 推量の助動詞 らむ（らん） 19 断定の助動詞 なり・たり 







現代語訳を載せている。助動詞 2、3 語ごとに練習問題も用意している。 
表 9－3 を見れば分かるように、類似した意味の助動詞はまとめて紹介される。また意味
（学習項目）を 2 つ以上有する助動詞もある。このテキストで扱った助動詞は 33 語、設定








動詞の提出順は、『日本語古典文法』を示した表 9－3 と同様に、表 9－4 にまとめた。 
 
表 9－4：助動詞の提出順『精選古典文法 改訂版』 
1 自発/可能/受身/尊敬の助動詞 る・らる 11 推量の助動詞 らむ（らん） 
2 使役/尊敬の助動詞 す・さす・しむ 12 推量の助動詞 らし 
3 打消の助動詞 ず 13 推量の助動詞 めり 
4 過去の助動詞 き 14 推量の助動詞 べし 
5 過去の助動詞 けり 15 打消推量の助動詞 じ 
6 完了の助動詞 つ・ぬ 16 打消推量の助動詞 まじ 
7 完了の助動詞 たり・り 17 希望の助動詞 まほし・たし 
8 推量の助動詞 む（ん）・むず（んず） 18 推定・伝聞の助動詞 なり 
9 推量の助動詞 まし 19 断定の助動詞 なり・たり 




















































可能 2 意志 1 
受身 2 当然・適当 1 
尊敬 2 可能 1 










確認・強調 2 打消の意志 1 
たり・り 
並列 2 打消の当然･不適当 1 
存続 2 不可能 1 






意志 2 伝聞 1 





現在推量 1 例示 1 
現在の原因･理由推量  1 
なり・たり 
断定 2 





過去の原因･理由推量  1 可能 1 
過去の伝聞・婉曲 1 受身 1 
らし 推定 1 す 尊敬 1 
まし 
反実仮想 1 ふ 反復・継続 1 
意志・希望 1 ましじ 打消推量 1 






提示されており、この学習項目では合計で 3 文が例として設けられている。 











（上代 7 例、中古 39 例、中世 30 例）。中古文学の比率が高いものの、最頻出が『徒然草』
の 14 例であり、次いで平家物語 11 例と中世文学が続く。一方、文学のジャンルに目を移
せば、『徒然草』同様に随筆である『枕草子』が 8 例と多用されるのも特徴であろう。 
 
表 9－6：例文の出典『日本語古典文法』 
時代区分 出典作品名 例文数 時代区分 出典作品名 例文数 
上代 万葉集 7 中古 土佐日記 4 
中古 伊勢物語 3 中古 枕草子 8 
中古 宇治拾遺物語 1 中世 源平盛衰記 1 
中古 大鏡 4 中世 新古今集 1 
中古 源氏物語 5 中世 太平記 1 
中古 古今集 4 中世 徒然草 14 
中古 今昔物語集 1 中世 平家物語 11 
中古 更級日記 3 中世 保元物語 1 





とができる。1 つは表記上のミスであり、もう 1 つは未習語彙・文型の使用である。 



























表 9－7 中、誤りのある語、文節には筆者が下線を引いた。例文番号 26 は助詞の添加、
36 は語の欠落であるが、それぞれ引用する際の誤記であろう。例文番号 31、51、54、62、
















No. 例文 出典 
2 月の都の人まうで来ば、捕へさせむ 竹取物語 
3 我負けて、人を喜ばしめんと思はば、さらに遊びの興なかるべし 徒然草 
4 上も笑はせ給ふ 枕草子 
5 御身は疲れさせ給ひて候ふ 平家物語 
9 涙のこぼるるに、目も見えず、ものも言はれず 伊勢物語 
10 湯水ものどへ入れられず 平家物語 
11 すべて男をば、女に笑はれぬやうに生ほし立つべしと 徒然草 
13 かの大納言は、いづれの船にか乗らるべき 大鏡 
14 大井の土民に仰せて、水車を作らせられけり 徒然草 
15 京には見えぬ鳥なれば、みな人見知らず 伊勢物語 
16 風激しく吹きて、静かならざりし夜、 方丈記 
18 今の妻の失せにければ、京に送りてけり 今昔物語集 
19 見渡せば 柳桜を こきまぜて 都ぞ春の 錦なりける 古今集 
20 問ひつめられて、え答えずなり侍りつ 徒然草 
21 いみじく短き夜の明けぬるに、つゆ寝ずなりぬ 枕草子 
22 たちひ五、六十日雨降らずともこらえつべし 太平記 
23 黒き雲にはかに出で来ぬ。風吹きぬべし 土佐日記 
29 富士川といふは、富士の山より落ちたる水なり 更級日記 
32 いとをかしげなる猫なり。飼はむ 更級日記 
42 いつのまに 五月来ぬらむ あしひきの やまほととぎす 今ぞ鳴くなる 古今集 







もう 1 例を挙げてみよう。例文番号 16 は打消の助動詞「ず」を紹介するための例文で
ある。この例文にも、未習である過去の助動詞「き」が用いられている（連体形「し」）。 



















                                                 
118 宿久高・周異夫編（2006）『日語精読 第一冊』外語教学与研究出版社 
119 松岡弘編（2001）『学術日本語の基礎（二）近代文語文を読む』一橋大学学術日本語シ
リーズ 7、一橋大学留学生センター 
120 例文の量的に不足する点（1 項目につき、例は 1 つか 2 つ）、出典作品の時代区分上の











































 質問項目  質問項目 
質問① 既習歴の有無 質問⑤ 望む古典日本語文法の知識の程度 
質問② なぜこの授業があると思うか 質問⑥ 授業参加に対する意欲 
質問③ この勉強が役に立つと思うか 質問⑦ 質問⑥の回答理由 
質問④ 質問③の回答理由  
 





調査結果の詳細は、前者を表 9－10 に、後者を表 9－11 にそれぞれまとめ、以下に提示




 回答（5 段階） 加重 





15 7 14 0 1 3．95 
⑤ 3 14 14 3 2 3．27 
⑥ 17 11 8 0 2 4．16 


















































































であろう。その教育観を、以下の 5 つにまとめることができる。 
 
 古典日本語は教育すべきである。 











































































                                                 
125 正しくは『中里の即決古文文法入門―代々木ゼミ方式』（中里公俊（1992）代々木ライ
ブラリー）である。 


































                                                 
129 『高等学校学習指導要領』「国語 第 5 古典 A 3 内容の取扱い」より抜粋 

























































































































 中間テストは全 16 回の講義のうち、第 11 回目に実施した。この時点での既習項目は別






















































 M-1 古語の欠落 
例）学生ども、 → 学生  は、 






 M-2 古語の誤訳 






 例）いとあやし → とてもあやしい。 









 M-3 古語そのまま 








 M-4 助動詞の欠落 
例）泣き声すなり → 泣き声がする  。 





 M-5 助動詞の誤訳 






 M-6 助動詞の誤訳／選択のミステイク 









 M-7 助動詞そのまま 









 M-8 助動詞の添加 


















 M-9 助詞の欠落 
例）古典文法いとかたし → 古典文法  とても難しい 





 M-10 助詞の選択のミステイク 
例）古典文法なかりせば、我が心は… → 古典文法はなかったならば、私の心は… 





 M-11 表記のミステイク 
例）したまひけり → していらっしゃたそうだ。 





 M-12 表現に関するミステイク 
例）学生ありけり → 学生があった。 












 M-13 敬意表現の欠落 
例）アルバイトをよくしたまひけり → アルバイトをよくしたそうだ 




 M-14 敬意表現の添加 
例）仏のごとき人なり → 仏のような人です。 






 M-15 （現代語における）敬意表現のミステイク 



















 正答者数 正答率  正答者数 正答率 
問題 1 0 人  0.0 ％  問題 6 4 人  10.3 ％  
問題 2 6 人  15.4 ％  問題 7 15 人  38.5 ％  
問題 3 5 人  12.8 ％  問題 8 0 人  0.0 ％  
問題 4 1 人  2.6 ％  問題 9 2 人  5.1 ％  
問題 5 11 人  28.2 ％  問題 10 4 人  10.3 ％  
 計 49 人  12.6 ％  
 
表 9－12 を見ると、全体でも 12.6％と正答率は高くない。古文を現代語に訳すには、留
意すべき問題点が多く含まれていることが窺える。また設問ごとの正答率に目を向けると、


















表 9－13：訳出の放棄  
  句 文   句 文   句 文   句 文  句 文 
L1 0  1 L9 0 0 L17 0 3 L25 0 10 L33 0 0 
L2 1 0 L10 1 7 L18 0 2 L26 2 2 L34 0 0 
L3 1 1 L11 1 6 L19 0 1 L27 0 0 L35 0 1 
L4 0 0 L12 0 0 L20 0 7 L28 1 9 L36 0 0 
L5 0 0 L13 0 0 L21 0 0 L29 0 0 L37 0 1 
L6 0 1 L14 3 11 L22 2 1 L30 0 1 L38 0 0 
L7 0 0 L15 0 0 L23 0 0 L31 0 2 L39 0 2 
L8 0 1 L16 1 4 L24 1 4 L32 4 3 計 18 81 
  
 また個人差も大きい。まったく放棄することなく訳出を試みた学生は 15名であったが、
一方で 5 つ以上の文の訳出を放棄した学生が 6 人いる。特に L14 などは句レベルの放棄が
3 箇所、文レベルが 11 と非常に数が多い。極端な個人差もまた、放棄に関する特徴である。 
 
 ミステイク 
 学習者ごとに、現代日本語訳に見られたミステイクの合計を表 9－14 に示す。最小で 7
箇所、最多で 36 箇所とここでも個人差が大きい。 
 
表 9－14：ミステイクの総数 
 総数  総数  総数  総数  総数  総数 
L1 22 L8 24 L15 15 L22 17 L29 13 L36 14 
L2 7 L9 9 L16 18 L23 19 L30 14 L37 7 
L3 17 L10 7 L17 21 L24 13 L31 10 L38 21 
L4 12 L11 23 L18 30 L25 7 L32 11 L39 13 
L5 14 L12 16 L19 22 L26 17 L33 24 
 
L6 13 L13 15 L20 17 L27 25 L34 11 










 表 9－15 に古語に関するミステイク（M-1、M-2、M-2’、M-3）の、表 9－16（次ペー
ジ）に助動詞に関するミステイク（M-4、M-5、M-6、M-7、M-8）の結果を提示した。 






  M-1 M-2 M-2' M-3   M-1 M-2 M-2' M-3  M-1 M-2 M-2' M-3 
L1 0 1 0 2 L14 0 1 1 1 L27 0 5 1 1 
L2 0 1 0 0 L15 0 0 0 0 L28 0 1 0 0 
L3 0 0 2 3 L16 0 1 0 0 L29 0 3 0 0 
L4 0 0 1 0 L17 0 4 1 0 L30 3 2 0 1 
L5 1 0 1 0 L18 0 1 0 3 L31 0 1 0 1 
L6 0 1 1 0 L19 0 1 0 0 L32 0 2 0 2 
L7 2 1 1 1 L20 0 0 0 2 L33 0 2 1 3 
L8 0 1 1 2 L21 2 1 2 9 L34 0 3 0 1 
L9 0 0 0 0 L22 1 4 1 0 L35 0 0 1 0 
L10 1 1 0 1 L23 0 1 1 5 L36 1 1 0 0 
L11 1 0 0 1 L24 0 1 1 0 L37 1 0 0 1 
L12 0 2 1 2 L25 1 0 0 0 L38 0 0 0 1 
L13 0 0 0 0 L26 0 0 1 1 L39 0 0 1 0 
  計 14 43 20 44 
399 
 
一方、誤訳に関するミステイクの多いことも特徴であろう。M-2 と M-2’を足せば 63
例となり、積極的に訳出を試みたもののそれに失敗するケースの多いことが窺われる。ま





  M-4 M-5 M-6 M-7 M-8   M-4 M-5 M-6 M-7 M-8 
L1 6 6 0 0 0 L21 6 4 1 2 1 
L2 3 0 0 0 0 L22 3 2 2 0 0 
L3 3 2 3 0 0 L23 2 2 1 0 0 
L4 2 6 0 0 0 L24 2 0 0 0 0 
L5 2 3 0 0 0 L25 2 0 0 0 0 
L6 1 4 0 0 1 L26 3 1 1 1 1 
L7 3 4 0 0 0 L27 4 7 0 0 1 
L8 3 5 1 0 2 L28 0 5 0 0 0 
L9 2 3 1 0 1 L29 2 2 2 0 0 
L10 1 0 0 0 1 L30 2 2 0 0 0 
L11 3 5 0 0 1 L31 2 2 0 0 0 
L12 3 0 3 0 0 L32 1 3 0 0 0 
L13 4 3 2 0 0 L33 3 3 2 0 0 
L14 4 0 1 0 0 L34 0 0 1 0 1 
L15 1 2 3 0 0 L35 0 3 1 0 0 
L16 5 4 0 0 0 L36 1 1 1 0 1 
L17 7 4 1 0 0 L37 1 0 1 0 0 
L18 3 1 1 1 1 L38 2 5 2 0 3 
L19 6 3 1 0 0 L39 0 5 1 0 2 








詞に関しては「欠落（M-4）」が 101 例に達したのに対し、「そのまま（M-7）」は 4 例とそ



























     表 9－17：現代日本語のミステイク 
  M-9 M-10 M-11 M-12   M-9 M-10 M-11 M-12 
L1 4 0 1 1 L21 0 0 0 5 
L2 1 0 1 1 L22 1 0 0 2 
L3 0 3 0 0 L23 1 0 3 1 
L4 1 0 1 0 L24 4 0 3 0 
L5 0 3 2 1 L25 0 1 0 1 
L6 1 0 2 0 L26 1 0 1 1 
L7 0 0 0 0 L27 0 1 1 0 
L8 0 0 0 1 L28 0 0 0 1 
L9 0 2 0 0 L29 0 2 1 0 
L10 2 0 0 0 L30 1 1 0 1 
L11 2 0 2 0 L31 0 0 2 0 
L12 2 0 1 0 L32 0 0 1 1 
L13 0 0 2 0 L33 3 1 0 3 
L14 0 0 1 0 L34 0 1 0 2 
L15 1 1 4 1 L35 1 0 2 0 
L16 1 0 1 1 L36 0 5 0 1 
L17 1 0 1 0 L37 0 0 1 0 
L18 4 0 1 3 L38 2 0 1 2 
L19 2 0 3 0 L39 0 1 0 2 















る問題文は問題 2、3、9 の 3 問である。 
 
表 9－18：敬意表現のミステイク 
 M-13 M-14 M-15  M-13 M-14 M-15  M-13 M-14 M-15 
L1 1 0 0 L14 1 0 0 L27 2 1 1 
L2 0 0 0 L15 1 0 1 L28 0 2 1 
L3 1 0 0 L16 2 2 1 L29 0 0 1 
L4 0 1 0 L17 1 0 1 L30 0 0 1 
L5 1 0 0 L18 1 9 1 L31 2 0 0 
L6 0 0 2 L19 2 4 0 L32 0 1 0 
L7 2 0 0 L20 2 0 0 L33 3 0 0 
L8 0 6 2 L21 2 1 0 L34 1 0 1 
L9 0 0 0 L22 1 0 0 L35 0 0 0 
L10 0 0 0 L23 2 0 0 L36 0 1 1 
L11 1 6 1 L24 2 0 0 L37 0 0 2 
L12 2 0 0 L25 2 0 0 L38 2 1 0 
L13 2 2 0 L26 2 2 1 L39 1 0 0 










































により重要性を増したと思われる 2015 年春学期の実績を対象に報告する。 
 
（1） 授業概要 




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































100 番台がイントロダクトリー・コース introductory courses（入門コース）、200 番
台がベーシック・エデュケーション basic education あるいはファンデーション・コース
foundation courses、300 番台がアドバンスト・スタディズ advanced studies、400 番台
が 1 年間の留学から帰国した学生のための応用的なコース application of skills となって
いる。 
 






































本語の最上位レベルの学生を対象とする応用日本語であるが、8 科目の中から最大 4 科目を
選択する。1 学期完結であり、同じ内容を春と秋とで繰り返し開講しているため、短期留学
生で 1 年間在学する者であっても同じ授業を重複して履修することはできない。このよう
な環境下で、2015 年度春学期 23 名、秋学期 17 名が「古典日本語文法」を受講している。
表 9－20（次ページ）に示したように、「古典日本語文法」は応用日本語 8 科目中でも、む
しろ受講生が集中する科目であると言える。 
その内訳は正規留学生が 2 名、短期留学生 21 名と、後者に極端に偏る。この授業が留学
派遣元校のカリキュラムを埋めるためのもの、つまりグローバル・アーティキュレーショ
ンを意識する科目と位置付けられることによるだろう。 
 学習者の国籍も韓国 3 名（うち 2 人が正規留学生）、中国 20 名であった。つまり、中国
における交流協定校との連携の中で特に重視される科目であると言える。 
 アンケートについて概略を紹介すると 5 つの設問区分、すなわち「A 受講者自身の自己
評価」、「B シラバスについて」、「C 担当者と授業について」、「D 授業の成果について」、「E







表 9－20：「応用日本語」受講者数（2015 年度春学期・秋学期） 
科目名 
2015 年度春学期 2015 年度秋学期 
総
計 正規 短期 計 正規 短期 計 
応用日本語Ⅰ（落語） 3 5 8 1 7 8 16 
応用日本語Ⅱ（論文読解） 2 13 15 3 11 14 29 
応用日本語Ⅲ（古典日本語文法） 2 21 23 4 13 17 40 
応用日本語Ⅳ（時事日本語） 2 14 16 1 17 18 34 
応用日本語Ⅴ（論文作文） 0 17 17 1 5 6 23 
応用日本語Ⅵ（ビジネス日本語） 1 12 13 3 5 8 21 
応用日本語Ⅶ（ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ・ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ） 0 9 9 3 10 13 22 
応用日本語Ⅷ（近・現代小説） 0 24 24 6 12 18 42 
 







表 9－21：「A 受講者自身の自己評価」回答結果 
質問 1 私は、自主的かつ意欲的に取組んで、この授業を受けた。 
① 0 人 ② 1 人 ③ 0 人 ④ 3 人 ⑤ 4 人 ⑥ 15 人 
 








表 9－22：「B シラバスについて」回答結果 
質問 2 私は、この授業を履修する際、何を学習するかを理解するためにシラバスを読んだ。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 1 人 ④ 3 人 ⑤ 7 人 ⑥ 12 人 
質問 3 担当者は、シラバスで授業の目標や計画、授業の評価方法を適切に示していた。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 1 人 ⑤ 4 人 ⑥ 18 人 
 
 C 担当者と授業について 
 授業および授業における担当者の実際を学習者がどう評価しているのであろうか。表 9









表 9－23：「C 担当者と授業について」回答結果 
質問 4 授業は、授業の目標達成のために計画的に進められた。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 2 人 ⑤ 5 人 ⑥ 16 人 
質問 5 授業は担当者の教え方（説明の仕方や話し方）は適切だった。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 1 人 ⑤ 4 人 ⑥ 18 人 
質問 6 授業の内容はわかりやすかった。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 3 人 ④ 2 人 ⑤ 8 人 ⑥ 10 人 
質問 7 授業の進度は適切だった。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 2 人 ⑤ 6 人 ⑥ 15 人 
質問 8 授業担当者は、学生が質問や相談をしやすい環境・雰囲気作りを行い、適切な助言を
与えたり質問に答えたりしてくれた。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 1 人 ⑤ 6 人 ⑥ 16 人 
410 
 











表 9－24：「D 授業の成果について」回答結果 
質問 9 私は、この授業によって学習意欲が喚起された。 
① 0 人 ② 2 人 ③ 0 人 ④ 2 人 ⑤ 7 人 ⑥ 12 人 
質問 10 総合的にみて、この授業は私にとって有益だった。 
① 0 人 ② 1 人 ③ 0 人 ④ 3 人 ⑤ 3 人 ⑥ 16 人 
 




表 9－25：「E 授業時間外の学習」回答結果 
質問 11 この授業の授業時間外の学習時間（授業 1 回ごとの平均）※該当するものにマーク 
① 30 分未満、② 30 分～1 時間、③ 1～2 時間、④ 2～3 時間、⑤ 3～4 時間、⑥ 4 時間以上  























































































































































































































































































































































































































































「キャリア日本語」は 2 セメスター制を取る A 大学では、前期（春学期）に「キャリア
日本語Ⅰ」を、後期（秋学期）に「キャリア日本語Ⅱ」を開講する。前年まで開講されて
いた「ビジネス日本語Ⅰ・Ⅱ」に代わって 2015 年度に創設された。 
正規留学生を対象とする授業であり、配当年次 2 年次以上とする語学科目（各 1 単位）
である。日本語能力に応じて 2 クラスに分け、下位クラスには日本語レベル 3・4 を、上位
クラスはレベル 5 以上を対象とする（日本語レベルは全 7 段階。詳細は「6.5.3 第Ⅲ期に
みる留学生教育の現在と今後の展望」参照）。ただし日本語 7 は実質 4 年生で占められるが、
この科目の性格上就職活動が本格化する以前の受講が望ましいため、2・3 年生を主たる対
象と位置付けている（4 年生の受講を妨げているわけではない）。 
 本項では 2015 年度春学期「キャリア日本語Ⅰ」を取り上げて紹介する。履修者数は 23
名だが、そのほとんどが 3 年生である（履修者 23 名中、2 年生が 1 名）。また、この他に
聴講生が 5 名いた。出身国・地域別に分類すると、授業参加者 28 名中、中国人学生が 23
名、台湾人学生 2 名、韓国人学生が 3 名であった（このうち聴講生は中国人 2 名、台湾人 1








































































































































































































































































































































































































































































































































































授 業 計 画 
回数 授業内容 授業外の学習の指示他 
1 オリエンテーション、敬語①、「自己紹介」  
シラバスをしっかり読んで最初の授業に










（1 時間）  
4 敬語クイズ③、敬語④、「敬語を使う理由」  
学修内容の復習と敬語クイズの準備 
（1 時間）  
5 敬語クイズ④、敬語⑤、「敬語の種類」  
学修内容の復習と敬語クイズの準備 










（1 時間）  
417 
 
8 敬語クイズ①～⑦、敬語⑧、就職研究②  
学修内容の復習と敬語クイズの準備 




















（1 時間）  
13 敬語クイズ⑫、敬語⑬、就職研究③  
学修内容の復習と敬語クイズの準備 
（1 時間）  
14 敬語クイズ⑬、敬語⑭、「E メール」  
学修内容の復習と敬語クイズの準備 
（1 時間）  
15 敬語クイズ⑧～⑭、まとめ  
これまでの学修成果を自己復習する 



















授業回数 授業内容 備 考 
第 3 回 日本の企業文化紹介 就職活動において重視されるポイントを紹介 
第 8 回 エントリーシートに挑戦 学歴作成上の留意点、自己 PR のポイント等を紹介 
















の最終日に、その授業終了直後（2015 年 7 月 8 日実施）に、受講した学生に対して別冊資
料 9－7 に示す簡易なアンケート調査を実施した（回答 24 名）。その回答を基に、取組みの
効果について考察する。 
 授業への職員参加を受講生がどう捉えているのか、直接的に評価と回数について尋ねた
問①、②についてまずは述べよう。問①に関しては、14 名が A を、7 名が B を、3 名が C
                                                 









が窺える。また参加回数を扱った問②に関しては、5 名が A を選択し、4 回もしくは 4～5
回の参加を求めている。その他 19 名は皆 B を選択し、現状の教員と職員のバランスを肯定
的に受け止めていた。問①、②より、多くの受講生から支持を得ていることがわかる。 
 問③は、留学生とキャリア支援課とを結びつける媒介としてこの取組が機能するという











価」、「B シラバスについて」、「C 担当者と授業について」、「D 授業の成果について」、「E 授
業時間外の学習」の 5 つの設問区分に計 11 の問いが設定されている。評価は、「①全くそ
う思わない」から「⑥強くそう思う」までの 6 段階が設けられている。 
 






表 9－30：「A 受講者自身の自己評価」回答結果 
質問 1 私は、自主的かつ意欲的に取組んで、この授業を受けた。 




 B シラバスについて 
この設問区分では、学生がシラバスを読んで授業に臨んだか（設問 2）、また授業担当者
がシラバスで十分な情報発信を行ったか（設問 3）を尋ねたものであった（表 9－31）。設
問 1 と違い、いずれも回答は⑤と⑥に集中しており、より高く評価していることがわかる。 




表 9－31：「B シラバスについて」回答結果 
質問 2 私は、この授業を履修する際、何を学習するかを理解するためにシラバスを読んだ。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 0 人 ⑤ 9 人 ⑥ 14 人 
質問 3 担当者は、シラバスで授業の目標や計画、授業の評価方法を適切に示していた。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 0 人 ⑤ 6 人 ⑥ 17 人 
 


















表 9－32：「C 担当者と授業について」回答結果 
質問 4 授業は、授業の目標達成のために計画的に進められた。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 1 人 ⑤ 3 人 ⑥ 19 人 
質問 5 授業は担当者の教え方（説明の仕方や話し方）は適切だった。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 0 人 ⑤ 6 人 ⑥ 17 人 
質問 6 授業の内容はわかりやすかった。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 0 人 ⑤ 7 人 ⑥ 16 人 
質問 7 授業の進度は適切だった。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 0 人 ⑤ 4 人 ⑥ 19 人 
質問 8 授業担当者は、学生が質問や相談をしやすい環境・雰囲気作りを行い、適切な助言を
与えたり質問に答えたりしてくれた。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 1 人 ⑤ 4 人 ⑥ 18 人 
 
 D 授業の成果について 





表 9－33：「D 授業の成果について」回答結果 
質問 9 私は、この授業によって学習意欲が喚起された。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 1 人 ⑤ 5 人 ⑥ 17 人 
質問 10 総合的にみて、この授業は私にとって有益だった。 
① 0 人 ② 0 人 ③ 0 人 ④ 3 人 ⑤ 5 人 ⑥ 18 人 
 











 E 授業時間外の学習 
 最後に授業時間外の学習時間を問う設問 11 の回答結果を見てみよう。表 9－34 に見られ
るように、その回答は学生によってまちまちであり、設問中もっとも回答が分散している。 
 
表 9－34：「E 授業時間外の学習」回答結果 
質問 11 この授業の授業時間外の学習時間（授業 1 回ごとの平均）※該当するものにマーク 
① 30 分未満、② 30 分～1 時間、③ 1～2 時間、④ 2～3 時間、⑤ 3～4 時間、⑥ 4 時間以上  
① 2 人 ② 5 人 ③ 7 人 ④ 5 人 ⑤ 4 人 ⑥ 0 人 
 











間は、およそ 7 割にあたる 16 人が 1 時間以上を確保していたことになる。極論を言えば選
択肢①、②を選んだ者は単位を取得する資格を持たないことになるが、実際は単位認定の
条件として授業外学習時間が検討材料となり、結果として失格となったような例はない。 















11 は評価とは別なので、これを除外して考えると 0.6 ポイント（設問 1、5、8）から最大




































































年次から、「キャリアプランニングⅡ」が 2 年次から、「キャリアプランニングⅢ」が 3 年
次からの受講を想定していることが窺える。 
                                                 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ると、表 9－38 にある通り、大半が日本人学生であることに気付く。 
 
  表 9－38：キャリアプランニング履修者の内訳 
2014 年度履修者数 日本人学生数 留学生数 計 留学生比率 
キャリアプランニングⅠ 85 人 34 人 119 人 28.6％ 
キャリアプランニングⅡ 49 人 8 人 57 人 14.0％ 























































                                                 





回数 授業計画 授業外の学習の指示他142 
1  世の中を知る  
教科書の該当章をしっかりと読み、ワーク
の下準備をする（4 時間）  
2  就職環境を知る  
3  社会を知る  
4  新聞・インターネットから情報を得よう  
5  社会人になるということ  
6  ビジネスを知る  
7  産業界の全体像をつかもう  
8  業界・職種を知る  
9  業界を研究してみよう  
10  職種ってなんだろう  
11  さまざまな職種を知る  
12  会社を知る  
13  会社で働くとは  
14  会社の見方  
15  自分シートを作る  ワーク 15 を完成させる（4 時間）  
 
9.2.5 まとめ －教職員連携による教学支援－ 






                                                 
142 なお、表中の「4 時間」とは各回の授業外学習時間としての目安であり、前掲の資料 9
－7 に準拠したものとなる。この科目は教養科目として 2 単位が与えられることから、各回
4 時間が授業外学習時間として適当であるとされる。 
143 A 大学の日本語科目は 2015 年度春学期、秋学期合計 93 クラスが開講されているが、こ





















状についての CS2 の発言を見てみよう（セクション No.55‐58、次ページ掲載）。A 大学に
おけるキャリア支援の中核としての役割を果たすことが期待されるキャリア支援委員では
あるが、その参加姿勢は消極的であるという。そして消極的である理由に自らを「門外漢」
として置いていることが挙げられるのではないか、と CS2 は推察している。 
もちろん A 大学の全ての課室の業務を、授業と結び合わせることは難しいだろうし、必












































第 10 章 「日本語教員養成講座」を軸としたアーティキュレーション 
























カリキュラムまでは必修科目 20 単位、選択科目 6 単位の履修、単位取得を必須としていた
（2015 年度以降カリキュラムの改変を行い、必修科目はそのままに、選択科目を 10 単位
まで拡大した）。そして必修科目の大半が取得単位を卒業要件の適応外とされているため
（「日本語学概論Ⅰ・Ⅱ」のみ両学科共通の専門科目として認定）、この講座を修了する者
は卒業要件となる 124 単位を大きく超えることになる。 
435 
 
別冊資料 10－1 には、2010 年度の A 大学シラバスより、ここに挙げられている必修科目
の授業概要を抜粋した。2010 年度としたのは、次節で取り上げる修了生の修了年度に合わ
せたためである。 
 2010 年度の時点では、配当年次は「日本語学概論Ⅰ・Ⅱ」、「日本語教育学概論」は 2 年
次科目、「日本語教授法Ⅰ・Ⅱ」と「日本語の音声と音韻」、「社会言語学」は 3 年次科目、
そして「第二言語習得論」と「日本語教育実習の理論」、「日本語教育実習」が 4 年次科目






























年度 修了者数 就職者数  就職先（国・地域－機関） 
2007 13 名 5 名 
ベトナム－日本語学校 、日本－日本語学校  
日本－日本語学校、韓国－日本語学校、中国－大学  
2008 6 名 2 名 日本－日本語学校 、韓国－高校  
2009 13 名  4 名  
シンガポール－日本語学校 、中国－大学 
台湾－日本語学校 、韓国－日本語学校  
2010 11 名  2 名  中国－大学 、中国－大学  
2011 12 名 3 名 
日本－日本語学校、日本－日本語学校 
メキシコ－日本語学校 
2012 10 名 1 名 中国－大学 
2013 11 名 0 名  
2014 15 名 2 名 中国－大学 、中国－大学  
合計 91 名 19 名 
 
 
 8 年間で 91 名が修了要件を満たしており、このうち 19 名が実際に日本語教師として教
壇に立っている。日本語教師への就職率は 20.9%である。ただ受講生の全てが教師になる
ことを志願しているわけではない点には注意したい。上記表の中では、2012 年度を除いて
就職者数がそのまま志願していた受講生の数となる（2012 年度はさらに 2 名が特定の地域
での就職を望むもののその機会を得ず、進路を変更している）。2013 年度については 11 名
全員が卒業後の進路として日本語教師を選択してはいなかった。つまり実際の就職率とし
ては、よほど高い数字となっている（志願者 21 名中 19 名が就職。就職率 90.5％）。 
日本語教師として教壇に立つ機会を得た修了生に注目しよう。その就職先に目を向けれ
ば中国の大学に赴任した者の存在が目立つ。特に、2010 年度、2014 年度は志願者 2 名が
共に中国の大学に赴任している。日本語専攻の課程を有する大学だけで 466 校を数える中
国（修・李 2011）では、日本語教師の需要は根強いものがある。 
 さて表 10－1 にみられるように大学機関へ修了生が赴任した実績を有する日本語教員養
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成講座だが、このうち 5 名が赴任した大学（2010 年度、2012 年度、2014 年度）は同一の
機関であり、しかも A 大学の協定大学でもある（I 大学）。むしろ協定校だからこそ、A 大
学に対して日本語教師養成講座の修了生から適した人物を派遣するよう要請をしたのであ


















年度 12 年度 13 年度 14 年度 15 年度 
学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 春学期 秋学期 







































ュラムを分析したもの（湯 1989、鈴井 1991、河路 1994、関・岡崎 2003、舒 2005、金 2008）、
中国での日本語教育実習を報告したもの（中川 2000、2004、長濱 2006）、そして中国で働












2 名いる（IT1146、IT2 と仮称。詳細は次ページ、表 10－3 に紹介）。この 2 人は中国の同
じ大学（I 大学）に就職し、日本語専攻の学生を対象に日本語教育に従事している。調査は
2011 年 9 月に実施しているが、これは IT1 と IT2 が初めて教壇に立ってからわずか 1 週間
後の調査であった。担当授業の 1 回目の授業が一通り終わった時点ということになる。 
この 2 人に対して、半構造化インタビューを行った。これにより、現職教師の立場・経
験からみた本講座の問題点にどのようなものがあるか探る。その詳細は次項に紹介する。 
 担当授業は、IT1 は 2 年次対象の日本語会話クラスを週 2 回 3 クラスと「日中交流史」
という講義科目を、IT2 は 2 年次対象の日本語会話クラスを週 2 回 3 クラス（IT1 とは異な
るクラス）と「日中文化史」を担当していたという。 
                                                 




 年齢 在学中の主専攻 赴任前の日本語教育歴 週当たりの担当授業数 
IT1 23 歳 英語 なし 45 分 14 コマ（90 分 7 コマ） 















 教壇に立った直後の IT1 と IT2 が、どのような点に戸惑いを覚えたのであろうか。中国





























2011 年 8 月 29 日より 31 日にかけて、筆者は中国の重点大学である L 大学に在籍する研
究生を対象に「中上級学習者のための日本語教授法」と題する講義を行った。受講した 18
名の研究生の専攻は日本文学、あるいは日本語学である。講義の中で日本人日本語教師に
求めるもの、期待するところを問うタスクを 2 つ課した。有効回答はタスク 1 が 16、タス
ク 2 が 18 であった。タスク 1 については 2 名が完答してないため、データからは外した。 
 
 タスク 1 －日本人日本語教師に求めるもの 
 日本人日本語教師に何を期待するか。安達他（1987）を参考に「(a) 柔軟性」、「(b) 楽し
い授業」、「(c) 幅広い知識」、「(d) 学習者の専門知識」、「(e) 標準的な日本語」、「(f) 経験」、
「(g) 生徒の母語能力」、「(h) 相談相手」、「(i) 論文発表」、「(j) 修士論文」の 10 項目を順
位付けしてもらった。1 位を 10 点、2 位を 9 点、10 位を 1 点として点数化をしたものが表
10－4、その平均を求めたもの（加重平均）が表 10－5 である（いずれも次ページ掲載）。
例えば表 10－4 中、No.1 としたインフォーマントは「(e) 標準的な日本語」を最重視して




No. (a) (b) (c) (d) (e) (f) (g) (h) (i) (j) 
1 8 7 9 1 10 6 2 4 5 3 
2 5 7 9 8 10 6 4 2 3 1 
3 10 6 9 5 8 7 1 4 3 2 
4 6 4 7 9 10 5 8 3 1 2 
5 5 8 9 4 10 6 1 7 3 2 
6 3 7 8 5 10 6 9 4 1 2 
7 5 9 8 3 10 6 7 2 1 4 
8 8 9 10 5 7 6 4 3 2 1 
9 6 9 8 7 10 5 4 3 2 1 
10 5 7 8 9 10 6 3 2 4 1 
11 3 2 6 8 5 4 7 1 9 10 
12 5 8 9 7 10 6 4 3 2 1 
13 5 6 8 9 10 7 2 3 1 4 
14 4 9 7 5 10 8 6 3 2 1 
15 7 8 5 3 10 9 6 4 2 1 




柔軟性 楽しい授業 幅広い知識 学習者の専門知識  標準的な日本語 
平均 5.69 7.13 8.06 5.81 9.38 
順位 6 3 2 5 1 
 
経験 生徒の母語能力 相談相手 論文発表 修士論文 
平均 6.25 4.44 3.25 2.69 2.31 

















 タスク 2 －理想とする日本語教師像 
 タスク 2 では、理想とする日本語教師像を自由記述で回答してもらった。18 人から得ら
れた回答を、まずは別冊資料 10－6 として列挙した。文章は学生の回答をそのまま載せて
おり、一部文法的な誤りが含まれていることを付記する。 




 楽しくやさしい人柄を求める声が多い。このことも、タスク 1 において「楽しい授業」













































料 10－7、10－8 を参照されたい）。 






















義内容とはなっていない。しかし、日本語教師となった 19 名中 7 名が中国の大学に日本語
教師として就職しており、特に 2010 年度は教師を志望した 2 名が 2 名とも中国を活躍の舞








































（1） 第 1 回アンケート調査（2012 年 3 月） 
 先にインタビュー調査を行った日本人教師 IT1 と IT2 は、「中国の同じ大学に就職し」
たと述べた（10.2.1「調査方法」参照）。実は、この大学とは A 大学の中国における協定校
の 1 つである I 大学であった。そこで、I 大学における学生の日本への留学先選定や留学事
前教育、留学支援の実態について、関係者（日本語主任 IT3、日本人教師 IT1 及び IT2 の
3 名）にアンケートを行った。アンケートは 2012 年 3 月に送付し、同月に回収している。
IT1、IT2 が I 大学に赴任したのが 2011 年 9 月なので、赴任直後に実施したインタビュー
調査から半年を経てアンケートを実施したことになる。 
 
 日本語主任 IT3 
 IT3 は、I 大学の日本語教育の責任者の立場にある、中国人日本語教師である。この IT3

















めの情報も持ち合わせていないと自らを位置付けている。しかし、I 大学には A 大学出身の
IT1、IT2 が赴任している。両名は少なくとも短期留学から帰国した「先輩」よりも、A 大




















教員研修については未だ実行されてはいないが、このように A 大学から I 大学に向けて
積極的なアプローチが取られるようになった背景には、I 大学が東京の O 大学に新たに留学
派遣ルートを確立したことが挙げられる。これは IT3 から提供を受けた情報であるが、I 大
学が東京への留学派遣先を獲得したことは、地方都市にある A 大学に大きな影響を及ぼし
た。実際、二重学位プログラムは 2014 年度の出願がゼロであったという。この理由を別途







 日本人教師 IT1、IT2 




ている。回収したアンケート結果を別冊資料 10－11 に紹介している。 









けではない（I 大学側から正式に IT1、IT2 に委嘱されているわけではない）が、機会が与
えられれば積極的に指導に加わろうという意欲を持っていたという。これに加えて、留学
希望者が持つ留学への不安の軽減に向けて、IT1 と IT2 は相談を受けつけるための時間を
設けており、これには一定の効果があったと IT2 は自己評価している。 
 
（2） 第 2 回アンケート調査（2012 年 9 月） 
 留学事前指導がそれほど重視されず、システム化されていない I 大学の中で、日本人教師
にはその意欲があっても、関与できるところは限定されていた。先のアンケート調査から
さらに 3 か月後に、IT1、IT2 に追跡調査を実施した。IT1、IT2 の留学事前指導における
活躍の幅は広がりを見せたのであろうか。 






資料にて紹介している（別冊資料 10－12 より 10－20 まで）。 
 






















































































































 前項では、第 1 回目から第 2 回目へ、日本人教師 IT1 と IT2 を対象に追跡してアンケー





から I 大学より A 大学への留学希望者、留学予定者は二重学位プログラムによる正規留学
454 
 























作りには有益である。A 大学と I 大学の交流に関して言えば、10 日前後の短期滞在型のプ
ログラム提供や教員間の相互派遣が I 大学より求められた。A 大学は前者については「A 大
学短期日本語研修プログラム」を開催することで応え、後者についても一方向ではあるが、





















次ページの図 10－1147で示したように、A 大学と I 大学との間には 2 つの人的循環の流れ
がある。1 つは日本語教員養成講座を修了した学生を教員として I 大学が採用、さらにその
後助教として A 大学で雇用するというもの、もう 1 つは I 大学より留学を希望する者を A
大学が受入れ、やがて留学期間を終えて I 大学に戻るというものである。 
そして、この 2 つの流れを背景に、アーティキュレーションの要として期待されるのが、
養成講座の修了生であることもこの図で示している。だが、活躍が見込まれる役割は多々
あるにもかかわらず、その役割参加が限定されるもの（例えば、I 大学より A 大学へ留学を
予定する学生のための、I 大学に日本語教師として赴任した A 大学の養成講座修了生による
留学事前指導）、実施されていないもの（例えば、I 大学に赴任した A 大学の養成講座修了
生を含む I 大学日本語教師による A 大学留学中の I 大学生の留学中の支援）もまた描かれ
ている。 
  







































A 大学においては、2013 年 10 月に日本語教師養成を目的とした海外インターンシップ
が行われた。海外インターンシップ自体は A 大学にとってこれが 2 度目であるが、日本語
教員養成を目的としたものはこれが第 1 回目となる。 
海外インターンシップの初の試みは、2011 年 8 月に実施した（研修先は中国・厦門、台
湾・高雄の 2 コースである。それぞれ受入れ機関は A 大学の協定校であり、前者を Y 大学、
















 Y 大学との交渉と挫折 
 前述の通り、補助金の対象となるなど実施を国レベルでも求められる海外インターンシ
ップであるが、2012 年度はなぜ開催されなかったのか。JT4 が協定校（E 大学）との間で
の交渉を踏まえ、A 大学「就業力育成事業推進委員会」に提示した会議資料がある。別冊資
料 10－22 としてこれを抜粋して提示するとともに、ここから 2012 年度に断念するに至っ
た経緯、その課題を詳らかにしよう。 















                                                 











通しは立ち難いが、それが 1 人 2 人の希望者のためとなれば、大学の国際化をも担うプロ
ジェクトとして戦略的に位置付けることは難しいだろう。 
 
 I 大学での海外インターンシップの実現に向けて 



































2012 年 11 月に I 大学の日本語科 IT3、国際交流処 IS1150にコンタクトを取ることから着
手した。両者ともに海外インターンシップには好意的であることは直後に寄せられた返信
メールからも窺える（別冊に紹介する資料 10－24、10－25 を参照）。特に IT3 からの文面
（資料 10－24）には、I 大学にとってのメリットとして、特にそこで学ぶ日本語学習者へ
の波及効果という点で高いものがあると評価・認識していることがわかる。 
同年 12 月には A 大学から JT4 と JT6 が I 大学を訪問し、直接協力を要請している（別
冊資料 10－23 の出張計画が認可されたことによる）。この時の協議による成果は、出張報
告文書（別冊資料 10－26）の中で紹介されている。 







                                                 







表 10－7：A 大学－I 大学間の留学生の派遣・受入れ実績 
 A 大学 ⇒ I大学 I大学 ⇒ A大学 
二重学位留学 短期留学 二重学位留学 短期留学 
2009 年 0 名 0 名 2 名 14 名 
2010 年 0 名 0 名 3 名 6 名 
2011 年 0 名 0 名 0 名 0 名 
2012 年 0 名 0 名 3 名 11 名 
2013 年 0 名 0 名 7 名 6 名 



























2014 年 10 月 20 日から 29 日にかけて実施した（10 日間）。その日程と主たる研修内容
は表 10－8 に示したとおりである。 
 
表 10－8：研修日程 
日程 研修内容 日程 研修内容 
1 日目 移動日（前泊） 6 日目 
授業見学／TA参加 

























10 日目 帰国 
 
実際に I 大学に滞在したのは 3 日目から 7 日目にかけての 5 日間である。そして、これ
に最寄りの観光都市である澳門での文化研修 2 泊 3 日が付随する格好となっている。 
463 
 
研修内容の中核としては、まず「授業見学／TA 参加」が挙げられる。連日 90 分授業に 2










くのシートは I 大学の教室に今も掲示されているという151。 
 
表 10－9：参加授業 
日程 時限 科目名 時限 科目名 
3 日目 1 時間目 日語会話（二） 2 時間目 日本国情 
4 日目 1 時間目 日語会話（四） 2 時間目 日語听力（三） 
5 日目 1 時間目 日語会話（四） 3 時間目 日本文学史 
6 日目 1 時間目 日語会話（二） 2 時間目 日語会話（四） 
 
 現職日本語教師との交流会 
 A 大学の「日本語教師養成講座」の修了生であり、I 大学の現職日本語教師である IT1、
IT4 との懇談の場を設けている。両名は見学・TA 活動においても多くの機会を提供してい




                                                 
151 I 大学の日本語教師（IT1、IT4）へのインタビューより（「10.3.7 研修先への波及効果」
参照）。なお、この IT1 は前節の調査協力者と同一人物であり、この時点で I 大学で教歴 3







10.3.5 参加者の声 －アンケート調査から－ 
 このインターンシップを参加者はどう評価していたのであろうか。参加者 5 名に対して
アンケートを実施した。調査協力を要請した時点（2014 年 6 月）で 3 名が卒業生となって
おり（AS1、AS2、AS3）、在学中は最終学期で「日本語教育実習」を終えて「日本語教師
養成講座」を修了している。残り 2 名（AS4、AS5）は 4 年次に進級し、継続して「日本語
教師養成講座」を履修している。 
















表 10－10：目標達成に関する参加者別 10 段階評価 
Q.2 AS1 AS2 AS3 AS4 AS5 平均 




























































上記①～④に渡っての感想を踏まえて、総合評価を 10 段階でしてもらったのが Q.4 であ





表 10－11：総合評価に関する参加者別 10 段階評価 
Q.4 AS1 AS2 AS3 AS4 AS5 平均 







修先への波及効果 －I 大学日本人教師へのインタビューから－」参照）。 
 
表 10－12：時期、期間、研修地、研修費用に関する参加者別 10 段階評価 
Q.5 AS1 AS2 AS3 AS4 AS5 平均 
時期 10 10 8 8 10 9.2 
期間 10 10 10 10 10 10 
研修地 10 10 10 10 10 10 
研修費用 7 10 10 10 10 9.4 
 
研修費用はより安ければよいとの声が AS1 から上がっていた。見積資料によると「航空
券」、「国内交通費」、「現地滞在費」など概算 11 万 5 千円だったが、大学からの補助を受け、














表 10－13：後輩への勧誘に関する参加者別 10 段階評価 
Q.6 AS1 AS2 AS3 AS4 AS5 平均 































 授業見学の際、TA の機会を増やしてほしい（AS3） 











表 10－14：文化研修に関する参加者別 10 段階評価 
Q.8 AS1 AS2 AS3 AS4 AS5 平均 









10.3.6 インターンシップの効果 －基礎力ポートフォリオから－ 




り、表 10－15 に挙げた 24 の観点に基づいて、対象者が自らの能力を 9 段階で自己評価し
ようというものである。9 は各項目で最も高い評価であり、1 はその対極となる。各設問は
奇数ポイントごとにそのイメージが掴めるよう、can-do 評価が文章化されている。 









なるだろう。なお 2 回目調査の際に、1 回目のデータを提示することはしていない。 
 
表 10－15：「基礎力ポートフォリオ」質問項目 
No. 質問項目 No. 質問項目 
Q.1 親しみ易さ Q.13 独自性理解 
Q.2 気配り Q.14 自己効力感／楽観的思考 
Q.3 対人興味／共感・受容 Q.15 主体的行動 
Q.4 多様性理解 Q.16 完遂 
Q.5 役割理解／連携行動 Q.17 情報収集 
Q.6 情報共有 Q.18 本質理解 
Q.7 相互支援 Q.19 目標設定 
Q.8 話し合う Q.20 シナリオ構築 
Q.9 意見を主張する Q.21 行動を起こす 
Q.10 建設的・創造的な討議 Q.22 修正・調整 
Q.11 セルフアウェアネス Q.23 遵法性・社会性 




1 回目調査（表 10－16）と 2 回目調査（表 10－17。次ページ）の結果を参加者別・項目
別にそれぞれまとめた。また表 10－17には 1回目調査の平均と 2回目調査の平均の差異も、
基礎力の伸び幅を示すものとして明記した。 
参加者 5 名の平均を中心にその特徴を述べたい。1 回目は「7」以上となった項目はなく、
最も高いポイントが Q.19 と Q.21 の「6.6」であった。その他「6」以上の比較的高評価で
あったものは、Q.5、Q.14 の「6.4」、Q2、Q.3、Q.4 の「6.2」、Q.7、Q.11 の「6」がある。
全体 24 項目中 9 項目に留まる。また最も低い評価となったのは Q.9 の「4」であった。 
 
表 10－16：事前調査における基礎力自己評価 
参加者 Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9 Q10 Q11 Q12 
AS1 4 5 7 7 7 5 5 4 5 5 5 3 
AS2 7 5 6 7 7 5 7 7 5 5 7 7 
AS3 2 7 3 5 5 5 5 4 1 3 5 3 
AS4 5 7 9 6 7 5 7 5 5 7 5 7 
AS5 6 7 6 6 6 6 6 6 4 5 8 2 
平均 4.8 6.2 6.2 6.2 6.4 5.2 6 5.2 4 5 6 4.4 
参加者 Q13 Q14 Q15 Q16 Q17 Q18 Q19 Q20 Q21 Q22 Q23 Q24 
AS1 4 5 5 4 4 4 6 5 7 5 4 4 
AS2 7 6 7 8 7 7 7 6 8 8 7 6 
AS3 5 5 6 3 7 7 7 5 5 5 5 6 
AS4 5 9 7 7 5 5 7 9 7 5 5 5 
AS5 4 7 4 7 5 6 6 4 6 5 7 6 
平均 5 6.4 5.8 5.8 5.6 5.8 6.6 5.8 6.6 5.6 5.6 5.4 
 
 一方表 10－17 で紹介した 2 回目の回答に目を向けてみれば、Q.14「7.2」、Q.21「7」と
「7」以上の高い平均値を示すものが 2 項目、また「6」以上に達した観点は、この他に 18
項目に及ぶことがわかる。最低評価は Q.12 の「5」であり、ここからも全体的にポイント
を伸ばしていることが見て取れる。 
個人別に 1 回目から 2 回目への変化に目を向けると、最大で 4 ポイント伸ばした参加者
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もいる（AS1 の Q.1、AS3 の Q.9、14）。3 ポイント増まで含めれば、AS4 と AS5 にも顕
著な伸びが認められる。微増も含めて AS1 が 14 項目、AS2 が 7 項目、AS3 が 10 項目、
AS4 と AS5 が共に 15 項目、その成長が確認できる。ただし AS2 は変化がない項目、マイ
ナスに転じた項目が 17 項目もあることから、むしろその効果は限定的だといえる。 
 
表 10－17：事後調査における基礎力自己評価とその伸び幅 
参加者 Q1 Q2 Q3 Q4 Q5 Q6 Q7 Q8 Q9 Q10 Q11 Q12 
AS1 8 5 7 7 6 6 5 5 6 6 6 2 
AS2 7 7 6 7 8 7 7 7 6 6 7 7 
AS3 4 5 4 4 5 4 4 4 5 4 5 5 
AS4 7 7 7 7 8 6 7 7 8 7 7 7 
AS5 8 7 6 8 7 6 7 6 6 7 9 4 
平均 6.8 6.2 6 6.6 6.8 5.8 6 5.8 6.2 6 6.8 5 
伸び幅 +2.0 0.0 -0.2 +0.4 +0.4 +0.6 0.0 +0.6 +2.2 +1.0 +0.8 +0.6 
参加者 Q13 Q14 Q15 Q16 Q17 Q18 Q19 Q20 Q21 Q22 Q23 Q24 
AS1 4 6 5 4 7 6 8 6 6 6 7 6 
AS2 7 7 6 7 7 6 6 6 7 7 7 7 
AS3 6 9 4 5 5 7 7 5 7 5 6 5 
AS4 7 7 7 8 7 8 7 8 8 8 7 7 
AS5 7 7 7 8 7 6 6 5 7 7 7 6 
平均 6.2 7.2 5.8 6.4 6.6 6.6 6.8 6 7 6.6 6.8 6.2 
伸び幅 +1.2 +0.8 0.0 +0.6 +1.0 +0.8 +0.2 +0.2 +0.4 +1.0 +1.2 +0.8 
  









参加者 1 回目（平均） 2 回目（平均） 伸び幅（平均） 
AS1 4.96 5.83 ＋0.87 
AS2 6.63 6.75 ＋0.12 
AS3 4.75 5.17 ＋0.42 
AS4 6.29 7.25 ＋0.96 









10.3.7 研修先への波及効果 －I 大学日本人教師へのインタビューから－  
I大学の日本人教師であり、A大学の日本語教師養成講座の修了生でもある IT1と IT4に、
①「インターンシップがもたらしたメリット」、②「実施時期の適不適」、③「大学間交流




①  インターンシップがもたらしたメリット 
 日本人との接点が少ないため、I 大学の学生たちはすごく楽しんでいた（IT1）。 
































 実施時期については、大学間の事前交渉において適当とされた 10 月下旬に実施されてい
る。現場の教師にとってこの時期が負担にならないかどうか尋ねたが、両名ともに適当で
あったとの回答が得られた。 





 学期が始まってちょうど 2 か月ぐらいは長期休暇からのリカバリーも十分であり、学
生にとっていいタイミング。また教師にとっても特に忙しい時期ではなくちょうどい




 「10.3.3 研修先との協議と開催までの経緯」でも取り上げたが、今回の取り組みは A 大
学と I 大学の大学間交流にも寄与するところがあったのではないかと考えた。留学生を一方
的に受入れてきた A 大学であるが（前掲、表 10－7）、この点について今回の日本人学生の
訪問が与えた効果を現地スタッフがどう捉えているか尋ねた。 
 
 I 大学の学生が日本に留学に行くとなると、なかなか A 大学に行きますっていう学生が





 I 大学の中での A 大学の存在感が希薄であること、I 大学からの留学生送出しが何ら保証
されたものではないという状況がまず窺える。その上で、I 大学内で A 大学の存在をアピー
ルする効果があったこと、留学生送り出しへの後押しにつながることが期待できる取り組



























プログラムの成功の一因には A 大学の日本語教員養成講座修了生が、日本語教師として I
大学に赴任していることが挙げられる。修了生が現役教師として迎え入れてくれたことは、
同講座と海外インターンシップ（日本語教育）とを強く結びつける効果もあったと評価で










提言 1 既存のカリキュラム（日本語教員養成講座）との連動性を図る。 



























あれば、その支援享受のチャンネルも拡大できる。さらに本章の第 1 節、第 2 節で述べた
ように、協定校間のアーティキュレーションの結び目となることも期待できる。 



















提言 7 現地では豊富な授業参加・TA 活動の機会を設ける。 











例えば提言 6 については、たとえ A 大学への留学派遣が盛んであっても、受講生への不利
益が大きければ敢えて研修先とするのは不適当であろう。 





第 11 章 総合的考察 
 最終章となる本章では、第 1 章から第 10 章までの取組みを振返り、そこで得られた知見
をまずは整理する（11.1 総括）。その上で、第 2 章で設けた 5 つのリサーチ・クエスチョ
ンへの解答を提示するとともに、理想的な留学生 EM とはどういったものか、その条件に
ついて論及したい（11.2 結論）。さらに留学生 EM を確立する上での規範を理論的に記述
することで、その汎用性を高めることも試みる（11.3 留学生 EM 理論）。最後に本研究に
関連して今後期待される研究トピックについて言及し、稿を終えたい（11.4 展望）。 
 
11.1  総括 

























































 第 3 章では対象とした A 大学について、その基本情報を確認した。A 大学は地方の県庁







これに続いて第 4 章では A 大学の海外交流協定校事情と開学以来の国際交流・留学生施
策の歴史を概観した。県内他大学と比較しても、A 大学が海外に持つ協定校の数は群を抜い
て多い。開学以来国際戦略を重視し、これを飛躍的に展開させてきたと言える。ただし、
その目的は A 大学のその時々の状況によって移り変わる。 
第Ⅰ期（2003～2006 年度）は国際系大学として日本人学生の留学先確保としての性格が
濃厚であった。この段階では海外からの留学生獲得に、さほど積極性を示していなかった。 




な経営状況にあったことを意味する。これは、第 1 章でみた「留学生 10 万人計画」の後半、
目標達成に向けてなりふり構わなくなった国の姿と重なる。またこの時期、二重学位プロ
グラムでの学生獲得をも期待して、協定校の拡大は継続して行なっている。 
ところが、2011 年 3 月に発生した東日本大震災やその後の領土問題を契機の１つとして
悪化の度を深めた日韓、日中関係は、両国からのそれまでの日本留学の流れを直撃した。
留学「浮遊」層とでも言うべき、当人の意志・意欲を欠いた安直な留学予備軍が姿を消し







ジアへマーケットを移して継続されたが、2013 年度の受入れ 1 回のみ、また受入れた学生
























違いが留学生 EM にどう影響するか。これに対しては第 6～8 章で実情と向き合った。 
 
（4） 正規留学生支援とその課題 
第 6 章では正規留学生に絞って記述・分析し、留学生 EM 確立に向けた課題について言
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及した。これにより、第 5 章で紹介した「マーケット・リサーチ」が、その他の 7 つの留






































学生は早期入試（入学の 10 か月～1 年前実施）合格後も、渡日前に改めて実施される奨
学金認定試験（入学の 3 か月前）に参加する。ここでより良い成績を収めることで、授業
料の減免率を高めることができるため、彼らは合格後も継続して日本語学習に励むことに







れており、教材の選定と提供を含めて A 大学が日本語学校を支援している。 
教学志向の高い学生獲得は、生活面での問題行動も姿を潜めるなど「学生生活支援」を




































































































ける役割の 1 つとしてもよいのではないか。 
 
（6） 日本語特別プログラム 
 第 8 章では正規留学プログラムの 1 つである「日本語特別プログラム」を第 6 章とは分
けて扱った。特にこのプログラムのために章を立てたのは、全学での支援を呼びかけ、学
内の役職者による運営体制が構築されたこと、それにもかかわらず全く失敗に終わったこ



















































































































11.2 結論  
11.2.1 リサーチ･クエスチョンへの解 
 結論として、第 2 章で提示したリサーチ・クエスチョンに解答する。これにより前節で
総括した本研究の一連の調査、考察の成果を端的に取りまとめることができるだろう。 
 
（1） リサーチ・クエスチョン 1 
リサーチ・クエスチョン 1 は、「定員充足を主眼とした留学生施策は、留学生 EM の各構
成要素に課題を抱えているのではないか」であった。第 6 章、そして第 8 章におけるブロ














（2） リサーチ・クエスチョン 2 
続いて 2 つ目のリサーチ・クエスチョンについても確認しよう。「留学生 EM の構成要素
の 1 つに課題があるとき、それは他の構成要素と連環し、負の要因となって影響を及ぼす
のではないか」という問いであった。これはリサーチ・クエスチョン 1 への解答と重複す














本研究では、9 つ目の EM 構成要素として「運営体制」も注目するよう提言する。 
 
（3） リサーチ・クエスチョン 3 































学経営陣に与えてはならない。第 2 章においてモデルとして提示した図 2 ｰ 3「修正版 EM
構成要素の連環」は、留学生 EM を振り返る上で改めて留意すべき価値を含んでいる。 
 
（4） リサーチ・クエスチョン 4 
「留学プログラムの形態の違いに、留学生 EM は影響を受けるであろうか」というのが
第 4 のリサーチ・クエスチョンであった。本研究では①ブローカーを通しての 1 年次入学
（第Ⅱ期・中国、第Ⅲ期・ネパール）、②日本語学校を通しての 1 年次入学（第Ⅲ期・韓国）、
③二重学位プログラムによる 3 年次転入学（第Ⅱ～Ⅲ期・主として中国）、④アジア圏から














（5） リサーチ・クエスチョン 5 
「留学生 EM を背景にして日本語教育が果たせる役割には何があるか」。リサーチ・クエ



























ア」にせよ A 大学にあったことが、協定大学増大の背景にあると考えられる。 
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11.2.2 留学生 EM とグローバル・アーティキュレーション 
5 つのリサーチ・クエスチョンへの解から、留学生 EM の目指すべき姿について考えたい。
今井・今井（2003）に基づく 8 つの EM 構成要素は、相互に影響を与えるものが、だから
こそ留学生 EM は「教学支援」優先であることが条件となるだろう。これを図示したのが
図 11－1「修正版 EM 構成要素の連環」（図 2－4 をイメージ化して再掲）である。ただし
理想的な留学生 EM を目指したとき、この枠組みで果たして十分であろうか。 
 
図 11－1：修正版 EM 構成要素の連環（図 2－4 をイメージ化） 
 
  




ュレーションを図 11－1 に加味したい。 
正規留学生と短期留学生とでは、獲得の主たる動機が異なる（前者が定員充足、後者が
国際性と日本人の留学先確保）。そこで、両者を分けて、図 11－1 を補完していきたい。 
 





































図 11－2：グローバル・アーティキュレーションと正規留学生 EM 
 
（2） 短期留学生 EM 


























り上げた古典日本語文法は、このための方策の 1 つと位置付けていいだろう。 




















 留学生獲得の意義について A 大学の教職員の考えを尋ねたとき、回答の多くは定員充足
のためであり、そして日本人学生のグローバル化にも役に立つだろうというものであった。
留学生自らの幸福のためであり、それが引いては知日派、さらには親日派を生み出すだろ

































2」とも呼ばれるように、派遣元大学での 2 年間、留学先大学での 2 年間のアーティキュレ
ーションを志向することが重要である。 
だが、二重学位の学生の中には大学院進学を望む者も多い。その志望を満たすためには、
















専門日本語教育においては、例えば工学（林 2004、リー飯塚 2009）、農学（村岡 2002）、
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の知識が求められる。これに関する事例を 1 つ紹介したい。中国の J 大学では 3 年次に古









（5） 日本語教員養成と留学生 EM 





A 大学では、中国の交流協定校に 2015 年現在、通算 5 名の日本語教員養成講座修了生を
現地の日本語教師として派遣している（第 10 章）。また現地での任期を終えて帰国した修
了生の中には、「日本語特別プログラム」のために招いた助教の一人として母校で活躍した












（6） 理想的な留学生 EM 
 以上を反映させ、図 11－2、11－3 で示した留学生 EM のモデル図を改訂しよう。これに
より、理想的な留学生 EM を提示したい。 
 








グラムを企画・運営することが望まれる。以上を図示したのが図 11－4 である。 
このとき、「教学支援」は学習動機の面で日本留学の必然性が高い日本語・日本研究に軸
を置き、その根幹に日本語教育を据えることで一定の学生数確保が見込める。これを前提
として留学生 EM を確かなものにするのであれば、図 11－5 に示すように「運営体制」の
中核メンバーに日本語教師を据えることが肝要である。その上で、次の 5 点も図 11－5 中
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11.3 留学生 EM 理論 


















生に関わるあらゆる取組みを包括的に扱う留学生 EM への応用が期待できる152。 
そもそもネウストプニー（2009）は「国（あるいは主として国）による言語管理を意味
している」のが「言語政策」という概念であると捉えているが、これより「言語政策」は




結論に基づく期待される留学生 EM を留学生 EM 理論に昇華させることを試みる。 









語問題のプロセス」、「言語問題処理の普遍性」の 6 つを取り上げている。そして、LM の 6
つの特徴を、「言語計画」との比較の中で紹介している（表 11－1）。 
 
表 11－1：言語計画と言語管理（ネウストプニー（1997）表 1 を一部転記） 







































それでは、留学生 EM 理論はどのように特徴づけることができるか。上記 6 つの特徴か




                                                 






EM については、すでに第 2 章でその定義について紹介した。留学生 EM についても、
留学生支援の一切を包括することを強調するものであることは、これまでみてきた通りで
ある155。そのためにこそ、今井・今井（2003）などの先行研究が挙げ、本研究でもこれを
補充した留学生 EM の構成要素が存在する。 
よって留学生 EM 理論は、特定のトピックを扱う言語計画理論ではなく、「すべての言語














































とする LM 理論的性格を有していることがわかる。 
 
（4） 留学生支援のプロセス 
LM 理論が掲げる「言語問題のプロセス」とはどのようなものか。表 11－1 中には「体系




第 1 段階 規範からの逸脱がある 
第 2 段階 その逸脱が留意される 
第 3 段階 留意されたものが評価される 
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第 4 段階 評価された逸脱に対して調整が選択される 
第 5 段階 調整行動が実行される 
 
の 5 段階を踏まえるという。多岐に渡るレベルの言語問題を扱う LM 理論では、このプロ
セスがそれぞれに適応されるとする。そして、談話レベルでの調整もあれば、国レベルで
の言語政策についてもこのモデルは援用できるという。 
 では留学生 EM 理論ではこのプロセスを用いて、どのようなモデルを示すことができる
だろうか。まず留学生 EM に関して、従来の取組みの見直しを調整行動（第 5 段階）であ
るとすれば、問われる規範を教学支援に置くというのが、本研究の結論である。それゆえ、
教学支援と照らし合わせたときに是正すべき逸脱があったとき（第 1 段階）、それを大学、
教職員がマークし（第 2 段階）、不適切であるとして、否定的に評価される（第 3 段階）。
そこで、調整するための新たな政策が選択され、（第 4 段階）その政策が新たに実行される
（第 5 段階）、といったプロセス・モデルを策定することができる。 
では、現行プランの見直しではなく、全く新規の取組みであればどうだろうか。この場
合は、新しいプランが教学支援と照らし合わせたときに逸脱がないか検証し、逸脱が懸念
されれば（第 1 段階）、これを留意し（第 2 段階）、否定的評価となれば（第 3 段階）、修正
を検討し（第 4 段階）、これを反映させた修正版の新規プランを遂行すればよい（第 5 段階）。
一方で、新規プランの計画段階で留意されるほどの教学支援からの逸脱が見出せなければ








以上を考慮し、留学生 EM のプロセス・モデルを図 11－6 にまとめた156。このプロセス
を経て遂行された留学生政策であれば、教学支援の在り方から乖離することはないだろう。 
                                                 





































     
第 1段階  逸脱なし 逸脱あり  
     
第 2段階   留意される 留意されない 
     
第 3段階  （肯定的評価） 否定的評価 肯定的評価 
     
第 4段階 
  調整プランが 
選択される 
選択されない 
     
























生政策を挙げよう。これについては第 1 章でも触れたが（1.2 国による日本語教育政策）、






























1983 留学生 10 万人計画 


















2007 グローバル COE プログラム 
2007 世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI） 




















   第Ⅰ期 第Ⅱ期 第Ⅲ期 
    学生獲得 











11.3.3 留学生 EM 理論の提唱 





 留学生 EM 理論は言語管理理論に準じて検討することで形作られた。そこで表 11－4（次























表 11－4：留学生 EM 理論と言語管理論 

















































 理想的な留学生 EM を確立するためには、留学生 EM 理論に照らし合わせて、自らの留














































































































度秋の申請者 35 名中、病歴や持参する薬を特記した者は 0 名だった。しかし、2015 年度
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留 学 生 エ ン ロ ー ル メ ン ト ･マ ネ ジ メ ン ト
















第 1 部 
第 1 章 
第 3 章 
第 5 章 
第 6 章 
第 7 章 
第 8 章 
第 9 章 
第 10 章 
 
第 2 部 
SCAT 資料①：PR3 の当該セグメントから 
SCAT 資料②：VPR1 の当該セグメントから 
SCAT 資料③：AO1 の当該セグメントから 
SCAT 資料④：SS1 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑤：AA1 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑥：AO2 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑦：AO3 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑧：AO4 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑨：SS2 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑩：SS3 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑪：SS4 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑫：CS1 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑬：CS2 の当該セグメントから 





















































SCAT 資料⑮：AA3 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑯：IC4 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑰：IC5 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑱：IC7 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑲：IC8 の当該セグメントから 
SCAT 資料⑳：IC9 の当該セグメントから 
SCAT 資料㉑：BS の当該セグメントから 




















別冊資料 第 1 部  
 別冊資料は 2 部構成を敷く。第 1 部では本冊の章立てに従い、各章で取り上げた A 大学
の実情を伝える教授会・委員会資料等を中心に紹介する。まだ第 2 部では第 8 章の論拠と
したインタビュー・データの SCAT 分析の実際を提示した。 
 第 1 部で扱った別冊資料は全部で 100 点になる。章別の内訳は、第 1 章 3 点、第 3 章 6
点、第 5 章 3 点、第 6 章 26 点、第 7 章 18 点、第 8 章 10 点、第 9 章 9 点、第 10 章 25 点
である。本冊後半部に提供資料が集中しているが、これは A 大学の詳細を記述するにあた
って（第 6～8 章）、これを豊富な資料によって裏付けていることの証左と言えるかもしれ






第 1 章 大学における留学生獲得の意義 
 
資料 1－1：留学生 30 万人計画の「背景」と「方策の項目」164 
背景 











（1） 日本留学への誘い −日本留学の動機づけとワンストップサービスの展開− 
（2） 入試・入学・入国の入り口の改善 −日本留学の円滑化− 
（3） 大学等のグローバル化の推進 −魅力ある大学づくり− 
（4） 受入れ環境づくり −安心して勉学に専念できる環境への取組− 
（5） 卒業・修了後の社会の受入れの推進 −社会のグローバル化− 
                                                 



























                                                 
165 総務省ホームページ「留学生受入れ推進施策に関する政策評価」 
http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/daijinkanbou/050111_1.pdf 




第 3 章 対象大学の沿革 
 

























































Classes are offered in Japanese as a second language, which every student is required to 
take. There are additional classes for the foreign students on topics concerning Japan and 
Asia taught in English or simplified Japanese as well as some hands-on seminars in 
traditional Japanese arts. 
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A 大学                       ●●大学 
学長                 校長  





















1 ●●大学に在籍している大学 2、3、4 年次の日本語専修学生であり、留学が終了するまで●●
大学に学籍がある者； 


























１ 本覚書の改廃：●●大学または A 大学が本覚書を改正又は中止したい場合、6 ヶ月前に書面で
相手方に通知し、改正する覚書等に双方の代表が署名した上で効力を生ずる。 




    
 
A 大学                       ●●大学 
学長                 校長  
 






























































3 本協定書は、一方からの 6ケ月以前の書面による事前通告によって終了することが出来る。 
 
以上、本協定書は日本語、中国語にてそれぞれ 2部作成し、両大学はそれぞれ 1部を保管する。 
 
A 大学                       ●●大学 
学長                 校長  
 





第 6 章 正規留学生支援とその課題 
 



























資料 6－4：2013 年度秋 国内日本語学校訪問記録のまとめ 
2013年度秋 国内日本語学校訪問記録のまとめ 
 






































② 日本学生支援機構「日本留学試験（日本語）」で 240点以上の人 
③ ①②に相当する日本語能力を有すると認められる人 










② 日本学生支援機構「日本留学試験（日本語）」で 270点以上の人 
③ ①②に相当する日本語能力を有すると認められる人 
(3) 原則として、出願時に最終学校卒業後 5年以内の人 
 
資料 6－6：二重学位に関する A 大学説明文書 
二重学位取得プログラムとは 
 
協定を締結している大学に在籍しながら、A 大学の 3 年生（あるいは 2 年生）として入学します。2













辞書形 た形 ない形 可能形 意向形 





   （謙譲語） 
(1) 行きます ⇒              
(2) 食べます ⇒         
 
問題３ 文法（N2程度） 
 日本語能力試験 N2程度の文法問題です。   に入るもっとも適当な言葉を選びます。 
例 
(1) 問題を読むのは１回    です。よく聞いてください。 
 1. さえ   2. くらい   3. しか     4. かぎり 
(2) 先生に    とおりに練習しているのに、水泳がなかなか上手にならない。 







 1. 会社に対する不満を心当たりにぶつけた。 
 2. 突然請求書が届いたが、全く心当たりがない。 
 3. あの子は性格が良くて、心当たりの良い人だ。 
 4. 彼は先生の注意を聞かず、心当たりに行動している。 
 
問題５ 文法（N1程度） 








































































資料 6－10：学則第 45 条 懲戒 
（懲戒） 
 




 (1) 性行不良で、改善の見込みがないと認められる者 
 (2) 学力劣等で、成業の見込みがないと認められる者 
 (3) 正当な理由がなくて、出席常でない者 













  在学生の中から中国語と日本語を話せる学生を 4名、英語と日本語を話せる学生を 1名配置し、
5月 10日（月）から開始します。場所は学生ラウンジ奥（旧食堂の一番奥）です。 










   
学生部長 
 

































































授業時間：週 2回、1回 90分（チューター2名がそれぞれ 1回を主として受け持つ） 
支払額：1か月 5,000円×2名（計 4万円） 










































資料 6－22：学則第 41 条 除籍 
（除籍） 
第 41条 学長は、次の各号のいずれかに該当する学生については除籍する。 
(1) 授業料の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 
(2) 第 16条に定める在学年限を超える者 














































第 7 章 短期留学生支援とその課題 
 































5. Skype説明会・ミーティング：3月 10日～20日に集中 
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1) have successfully completed at least one year of university study. 
2) be in good academic standing at their university. 
3) have adequate English ability to participate in the Japan Studies classes which are 
conducted in English. 
4) apply to the Program through one of our affiliated universities. 
5) not have already completed two terms in the Program.  
 
                                                 










4段階評価(パターン 1) － 優 良 可 不可 
4段階評価(パターン 2) － A B C F 
4段階評価(パターン 3) － 100-80 79-70 69-60 59点以下 
5段階評価(パターン 4) 100-90 89-80 79-70 69-60 59点以下 
5段階評価(パターン 5) S A B C F 
5段階評価(パターン 6) A B C D F 
成績評価ポイント 3 3 2 1 0 
（計算式）  
(「成績評価ポイント 3 の単位数」×3)＋(「成績評価ポイント 2 の単位数」×2)＋(「成績評価ポイン
ト 1の単位数」×1)＋(「成績評価ポイント 0の単位数」×0) ／総登録単位数  
 
資料 7－10：2014 年度第 16 回国際交流・留学生委員会議事録（抜粋。大学名を伏せた） 






















①「A 大学海外交換留学プログラム」奨学金総額 1億 4千 44万円 
派遣：72名枠（対象：海外派遣留学生）※前年度 20名枠 
受入れ：100名（対象：「短プロ―欧米」・「」短プロ－アジア）） ※前年度 30名枠 
 
















増設（計 8 クラス。年間 16 クラス） 
レベル 旧 新 







































































                                                 





















資料 7－16：2013 年度第 3 回国際交流・留学生委員会議事録（抜粋） 
「短プロ－欧米」学生の授業出席状況について 
 







                                                 
170 2014 年 5 月 21 日発信。下線は原文のまま、太字は筆者による。 
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171 韓国語教育に専ら従事する専任教員であり、国際交流・留学生委員でもある。 
172 インタビュー・データにおける JT4 に同じ。 
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語学科目：日本語語学科目・週当たり 15時間（月～金各 3時間）、計 30時間 
 
【第 2学期（春学期）】 
語学科目：日本語語学科目・週当たり 15時間（1時間＝90分）（月～金各 3時間） 
教養科目：基礎演習Ⅱ（2単位）、日本伝統文化実習ⅠもしくはⅡ（2単位） 
      教養日本文学Ⅰ、教養日本文化Ⅰ、教養日本社会Ⅰ（2単位×3） 
 
【集中講義】夏休みの中ほどに 2週間の復習・予習の機会を設ける。 



















② みかん狩り（助教 A の母方の実家にて）：2013年 11月 16日 
大学の学外活動に「みかん狩り」があったが、申し込みが過ぎていた。学生から「体験したい」と
いう声が上がったので、助教 A の母方実家のみかんを採りに行った。  
 ③ 地元小学校との交流会：2013年 11月 18日 
地元小学校の小学生の説明を聞き、わからないことを日本語で質問させる。また、ネパールの
ことを簡単な日本語で紹介させる。 
 ④ 大学祭：2013年 11月 2、3日173 
 ⑤ 県外の高校との交流会：2013年 12月 4日 
新潟から来た高校生が、A 市内の観光をするということで、高校生 1 グループにネパールの学
生 1～2人が共に行動した。学外の人とのスムーズな意思疎通ができ、日本語で A 市の説明をさ
せることができた。 
 ⑥ 日本語スピーチ、暗誦大会：2013年 12月 18日 
  クリスマス礼拝前のスピーチ・暗誦大会に参加。原稿は学生が作り、教員は訂正・練習をする。
（基本はクラス担任が担当するが、時間がない時は助教が担当する） 
 ⑦ 神社フィールド・ワーク：2014年 6月 19日 
タスクを渡し、日本の神社・宗教と、自国の宗教の違いを発見する。 







































































資料 8－5：助教 B の回答 












資料 8－6：助教 C の回答（①ネパール連絡会議） 
ネパール連絡会議 


























 学部編入条件177である N2 合格という条件が後半になるにつれ非常に曖昧になってきた。第 1
回特別プログラムの総括として開かれた第 2 回の協議において「来日前 N2 合格できなかった
                                                 
























































                                                 
178 1 年次の 1 セメスター当たりの履修上限は 20 単位であり、1 年間で 40 単位までを取得
可能としている。これに対して、「日本語特別プログラム」は 1 年間で 31 単位を認定した
（資料 8－1）。これは卒業条件となる単位数（124 単位）の 4 分の 1 に相当する。 































  A.病気で死なないか。        B.病気で死ぬだろう。 






















































































ず（打消） ごとし（比況） き（過去） けり（過去、詠嘆） つ（完了、強意） 
ぬ（完了、強意） たり（完了、存続） り（完了、存続） す（使役、尊敬） 
さす（使役、尊敬） しむ（使役、尊敬） る（受身、尊敬、可能、自発） 
らる（受身、尊敬、可能、自発）、敬意表現を表す補助動詞（「たまふ」など） 
む（推量、意思、勧誘、仮定、婉曲） むず（推量、意思、勧誘、仮定、婉曲） 
らむ（未来推量） けむ（過去推量、過去の原因推量） らし（推定） 




問題 1．古典文法、かたし。学生ども、復習 せ ざり けむ。 
【現代日本語訳】古典文法は難しい。どうして学生たちは復習しなかったのだろう。 
 
問題 2．A 先生、大学生 なり たまひ ける 時、アルバイト を よく し たまひ けり。 
【現代日本語訳】A 先生は大学生でいらっしゃったとき、アルバイトをよくなさったそうだ。 
 
問題 3．B先生、仏 の ごとき 人なり。大声 を 出さ るる 姿 を 見 し 者 は あら じ。 
【現代日本語訳】B先生は仏のような人だ。大声を出される姿を見た者はいないだろう。 
 
問題 4．授業中 に 居眠り し たる 学生 あり けり。 ゆゑに その 者 罪せ られ けり。 
【現代日本語訳】授業中に居眠りしている学生がいた。だから、その学生は罰せられた。 
 
問題 5．雨 強く 降れ り。 花 散り な む。 
【現代日本語訳】雨が強く降っている。きっと花は散ってしまうだろう。 
 





問題 7．古、長春 なる D大学 に、日本人教師 あり けり。名 を E と いひ けり。 
【現代日本語訳】昔、長春にある D大学に日本人教師がいた。名前を E といったそうだ。 
 
問題 8．教室 より、子供 の 泣き声 す なり。いと あやし。我 見に 行か む。 
【現代日本語訳】教室から子供の泣き声がするようだ。とても不思議だ。私は見に行こう。 
 
問題 9．「汝、勉強せ む」 と 仰せ られ、F 先生、学生 に 宿題 を せ させ らる。 
【現代日本語訳】「お前たち、勉強するのがいいよ」とおっしゃり、F 先生は学生に宿題をさせなさる。 
 







A. たいへん役に立った            B. なかなか役に立った 
C. 役に立つところもあった          D. あまり役に立たなかった 
E. ほとんど役に立たなかった        F. 全く役に立たなかった  
問② この授業への＜キャリア支援課スタッフ＞の参加の頻度は適当だったか。 
 A. もっと多い方がよい  【  回】      B. 今のままでよい        【 ３回】  
 C. もっと少ない方がよい 【  回】     D. 教師がすべて担当するのがよい 【 ０回】 
問③ ＜キャリア支援課スタッフ＞の授業参加で、キャリア支援課との関係性は変わったか。 
 A. キャリア支援課に行くようになった   B. キャリア支援課に行ってみようと思った 




資料 9－8：2014 年度シラバス作成要領（原文ママ） 











１ 学期で１ 単位が成立する科目の授業外学習時間は、１ 回１ 時間  
１ 学期で２ 単位が成立する科目の授業外学習時間は、１ 回４ 時間  
 
資料 9－9：「授業評価アンケート」に関する係数の算出方法 



































































年  月  日  限 
                            記入者名  チューターA                                              



























                                                 
182 小山悟（2009）『J・Bridge to intermediate Japanese 新装版』凡人社 
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資料 10－5：日本人日本語教師 IT2 の回答 
 教案作りは楽しいが、なかなか準備が追い付かず、たいへん。 












































資料 10－7：採用条件 （中国・W 大学日本語言文化学院の募集要件を抜粋）183 
業務：日本語教育及びそれに付随する業務  
• 週 9 コマ  
• 科学研究  
• 会議や日本文化祭などの課外活動等  
• 応募資格：以下の 2種の方を応募しています。  
• ①【初級・中級・上級担当】日本語教育経験のある方が望ましい（教育実習を含める）  
• ②【ビジネス日本語担当】ビジネス経験があり日本語教育に貢献したいと思っている方  
•  ※「日本語情報処理」（Microsoft office）や「ビジネス会話」を教えられる方  
 





• 中国の社会・習慣に理解があり、順応できる方。  
• 学士号以上取得者で採用時に 22歳～63歳の方。 
 
資料 10－8：採用条件 （中国・X 大学外国語系の募集要件を抜粋）  
1、募集人員：専任日本語教師 2名 
2、契約期間：6 ヶ月または 1年間（更新可能） 
3、4、授業科目：会話、作文、新聞講読、日本事情、ビジネス日本語などを一任される。 
5、教科書：科目に関しての教科書は日本から厳選し持参する。 






                                                 
183 この公募情報は A 大学の協定校から直接寄せられたものであり、抜粋・引用するにあた




































                                                 






































































資料 10－12：Q.1 への回答（固有名詞のみ仮称としたが、他は原文ママ） 
IT1： 































































































































































として I 大学には実際に就職しており、その協力を得られることから適当であると判断したためで  
ある。 
 


















別冊資料 第 2 部 
第 2 部では、第 8 章において「日本語特別プログラム」の特徴を明らかにする上で活用
した SCAT の詳細を紹介する。インタビュー自体については、本冊第 2 章において概要を
紹介した（「2.4.2 収集データ」参照）。また SCAT についての紹介については実際の例を引
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れんかなと。  の期待 
ストーリー・ライン） 
日本人学生獲得の難しさから代替としての留学生に注目した。また留学生の受入れには、前提とし
ての補助金獲得も意識しており、後進国からの留学生受入れにも意欲的である。 
ウリとなる日本語教育の実績と、同じくウリとなる地方ならではの教育プロジェクトに補助金獲得へ
の期待を寄せ、特に後者は地域研究の教員増員によって後押しを図っている。なお補助金獲得へ
の企画体制作りにも余念はない。 
 
 
 
